
第58回厚生科学審議会科学技術部会  
一 議 幸 次 第 一  

【日 時】平成22年7月8日（木）17：00～19：00  

【場 所】厚生労働省 省議室（中央合同庁舎第5号館 9階）  
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6． その他  
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遺伝子治療臨床研究に関する実施施設からの報告について  

厚生科学審言義会科学技術部会委員名簿  

厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針（平成22年4月1  
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今後の厚生労働科学研究について  

1．はじめに   

厚生労働科学研究は、国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関する行  

政施策上の課題を解決する目的志向型の研究である。   

幅広い分野を対象としており、行政施策に資する研究が求められ、年次計画等により  

計画的に研究を進めることが適当な分野がある一方で、時々の行政的課題に対応する研  

究が必要となることも多く、各分野毎に、必要に応じ、適切な年次計画を立案するとと  

もに、機動的な対応も必要。   

新成長戦略等の状況を踏まえると、健康長寿社会の実現に向けた研究、及び少子化・  

高齢化に対応し、活力あふれる社会の実現に向けた研究等が、厚生労働科学研究の今後  

の主な課題となる。   

厚生労働科学研究が対象とする分野は幅広く、ニーズの把握とシーズの創出に向けた  

探索的な研究や基盤整備に取り組むとともに、選択と集中による有望なシーズの迅速な  

社会還元を目指す必要がある。その際、ニーズの把握（国民生活の安全・安心を脅かす  

課題の科学的な把握）、シーズの創出（課題を解決する新技術等の創出）、及び成果の  

社会還元に向けた研究に、バランスよく取り組むことが重要となる。   

今後の厚生労働科学研究については、以下の諸点に留意する必要がある。   

2．厚生労働科学研究の性格・役割について  

【研究目的の明確化について】  

○ 国民生活に直結することが多い各種の課題を解決する目的志向型の研究であり、方   

針を明確にして、個々の研究課題の設定について、研究者や国民にその意図するとこ   

ろが明確に伝わるようにする。  

○ 専門家の協力も得て、各研究課題について、研究目的、研究の性格や内容（例えば、   

実態把握なのか、解決策の探索的検討なのか、施策の検証的な研究なのか、あるいは   

その領域の基盤構築を期待しているのか等）、課題設定の背景（医療の状況や社会情   

勢等）と現状認識、研究期間内に求めている具体的な成果、研究計画に盛り込まれる   

べき事項等の説明を明確にする。  

○ これまで行われた研究のデータを示し、何が不足しているか等を公募要項に示すこ   

と、及び研究の目的が複数ある場合には、留意事項の軽重を示す（公募要項本体には、   

重要な事項の要点を箇条書きとし、それ以外の事項は別添とすること等も検討課   

題。）。  

○ 公募目的に合致しない応募が多かった課題に関しては、評価委員会において、公募   

要項の記載内容について再検討する等、改善に向けた対応を行う。  

○ 公募課題の設定について、事前評価委員会等外部の有識者から意見を聴取する手順   

を明確化する。（パブリックコメントを行うことも検討する。）  

○ 人材養成等研究の裾野を広げる意図、あるいは現状に関する探索的な研究を行い、   

新たな視点での現状把握を行う等の研究分野については、行政が一定の範囲を示し  
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て、その範囲内であれば、ある程度自由に研究課題の設定を行っても可とする課題設   

定について検討する。  

○ ガイドラインの作成、規制の国際調和への対応等、行政施策に直接結びつく研究を   

実施できる研究者は限られており、一般に応募しにくく、行政目的達成の観点から、   

行政主導の指定研究もより活用する。   

【基礎的な研究への取組について】  

○ 厚生労働行政施策への反映が想定されないような基礎的な研究は、厚生労働科学研   

究の対象外であるが、研究ニーズの把握や新たなシーズの開発等、行政施策への関連   

が明らかな基礎的な研究は、厚生労働科学研究として必要である（ただし、施策への   

反映の可能性に言及した程度の研究計画は不可とする等、事前に適切な評価を行うと   

ともに、必要な情報交換に努め、他府省の基礎的な研究と適切な連携を図ることとす   

る。）。  
○ 事後評価では、基礎的な研究に関しても計画通りに進捗したのか等について評価   

し、次回以降の事前評価にもつなげることとする。   

【プログラムディレクター（PD）／プログラムオフィサー（PO）の機能等について】  

○ 厚生労働科学研究費の課題設定には、長期的な戦略と目標設定、及び当該分野の専   

門家と行政担当者との継続的で緊密な連携が必要であり、今後、PD／POの拡充に努   

める必要がある。  

O PD／POの役割は、研究課題設定や審査・評価の支援のみならず、研究進捗の管理、   

研究結果の行政や医療・予防への実践、及び次期研究計画の策定、他の研究助成制度   

への橋渡しへの関与等を含む。  

O pD／POも含めて、研究支援に従事する人材の確保やインセンティブの向上が図ら   

れるよう必要な経費等についても留意する。  

3．評価について  

【全般的事項について】  

○ 細分化された研究を限られた評価委員で正しく評価することは難しく、より多くの   

専門家（当該研究の対象となる現場の関係者を含む）を評価委員とし、専門的見地か   

ら研究内容や成果を評価する。  
○ 外部専門家による行政的観点からの評価については、中立性、公平性の確保に十分   

留意した上で、評価の視点等を事前に明示する。  

○ 評価の透明性の確保に一層配慮するため、中間評価結果の公開や評価委員会の議事   

概要等の開示も検討する。  

○ 厚生労働科学研究費の審査システムの中に、より国民の立場に立った研究が実施さ   

れるよう、患者等の当事者の評価の導入を検討する。  
○ 研究成果が、行政、国民生活にどういかされたかの評価を研究終了後（例えば3年   

後）に行う（一定期間を経て、成果が行政施策に活用されることが多く、また、臨床   
研究や疫学研究については、研究成果が論文化されるまでに時間がかかるため、その  
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検証を行う）。  

○ 厚生労働科学研究費の案件によっては行政ニーズを踏まえた評価基準（例えば、ガ   

イドラインを作成するといった到達目標を明確にした評価基準）で評価すべきものも   

あるが、その場合でも客観的かつ定量的な評価指標を設定し、評価基準をより明確に   

する。  

【事前評価について】  

○ 事前評価者に、各公募課題における行政的意図を示した上で評価を依頼する（評価   

の観点等は公募要項に明記する）。  

○ 評価の視点・手順（評価の尺度等も含む）を明確化し、ハンドブック等により応募   

者及び評価者の双方に示す。  

○ 申請金額についての査定のあり方について検討する。  

○ 応募書類には、各年度における研究の目標を含む工程、実用化の目処等を明記する   

ようにする。  

○ 過去の厚生労働科学研究費の実績（中間・事後評価の結果）は、次回以降の事前評   

価の参考とする（中間・事後評価結果を事前評価委員に知らせ、成果のない研究の繰   

り返しを防止する）。特に過去の成果が論文化されていない場合等は、その理由等も   

踏まえ、適正に評価するシステムを構築する。  

○ 評価を適正に実施する観点から研究課題数を絞ることも検討課題。   

【中間・事後評価について】  

○ 研究目的を研究期間内にどこまで達成できたのか、評価時点で研究計画に沿ってノ報   

告を求め、計画変更の場合はその根拠も含めて、分かりやすい説明を求める。  

○ 客観的に評価するために、専門外の評価者にも分かりやすい報告を求めて、隣接領   

域や専門外領域の評価者を活用する。  

○ 評価の結果を研究者へ伝達する際には、評価における議論等が関係する研究者全員   

に伝わるように留意すべきであり、また、それに対する研究者の対応を必要に応じ調   

査する等、PDCAサイクルを回す観点に留意する。  

○ 中間評価においても、研究進捗の管理、研究結果の保健医療行政や医療現場等への   

実践並びに次期研究計画策定・反映等も念頭に置くこととする。  

○ 研究費の内訳も、中間評価時の資料とする等、研究費使用の妥当性を確認するシス   

テムの構築も必要。  

○ 研究者が厚生労働科学研究の要望にどう応えたかの評価データを蓄積し、その後の   

審査に活用することについて検討する。  

○ 事後評価は行政施策に反映できる成果に重点を置くべきであり、研究を更に継続す   

るべきかどうか等についても、行政施策に反映し得る成果が得られる見込み等を検討   

した上で判断する必要がある。  

4．広報等について  

【広報及び成果の公表等について】  
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○ ハンドブックの作成や、より幅広く大学等への案内や、学会誌等への案内の掲載を   

行う。  

○ 疑問点に対応する指導窓口の設置、厚生労働科学研究費の説明会の実施、個別の研   

究成果を一般国民やメディアにわかるような形での発表等を行う。なお、成果につい   

ては、行政施策への貢献の実例及び可能性等についても具体的に説明した上で公表す  

・・1  

0 成果発表会の拡充や成果の周知のためのワークショップの開催や各課題に関係の   

深い学会誌での公開等を行う。また、研究者へのインセンティブを高めるため、特に   

優秀な成果については表彰すること等も検討する。  

○ 研究者自身の成果還元を評価することも必要であり、応募様式に過去の実績欄を設   

け、次回以降の評価に反映させる。  

○ 幅広い人々が理解できるように、研究課題毎に成果の分かり易い説明資料を作成   

し、予算配分等も含め、ホームページ等で公表する。   

【成果データベースの改善について】  

○ 研究成果についての分かりやすい解説（こんなことに役立った等の情報も含め）を、   

成果データベースに掲載する。  

○ キーワード検索の改善を図る。  

○ 他の政府系データベースや学会のホームページとの連携を検討し、また、検索ソフ   

トのヒット率を高める手法の活用も検討する。  

○ 成果の公表においては、その課題の必要性、期待した成果、実際に得られた成果、   

費用（研究費）の情報も公表する。  

○ 進行中の厚生労働科学研究費についても、研究者名、研究課題等の情報が容易に確   

認できるようにする。   

【その他】  

○ 応募の際に、府省共通研究開発管理システム（e－Rad）を用いるようになったこと   

等を考慮し、公募期間をより長くする。  

○ 研究課題名の英語記載を求める。また、成果を英文化して評価を受けたものは、次   

回以降の事前評価の参考にする。（成果報告書の概要部分の英文記載を求めることも   

検討する。）  

○ 評価結果を政策に結びつける過程は、各担当課室で事前によく検討しておく必要が   

あり、必要に応じ、その概要を公募要項に予め示す。  

○ 研究費に関する諸規定は、分かりやすいことを第一とし、また、改訂により現場に   

混乱をもたらさないよう留意する。  

○ 採択の公平感の確保という観点から、「マスキング審査」の状況等を確認した上で、   

対象範囲を拡大すること等も検討する。  

○ 関係予算の拡充に努めるべきであるが、そのためにも、政策に結びついた必要性の   

説明能力の強化等に努める。  
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今後の厚生労働科学研究における主な研究課題等について（案）  

1．はじめに  

厚生労働科学研究が対象とする分野は幅広く、ニーズの把握とシーズの創出に向けた  

探索的な研究や基盤整備に取り組むとともに、選択と集中による有望なシーズの迅速な  

社会還元を目指す必要がある。その際、ニーズの把握（国民生活の安全・安心を脅かす  

課題の科学的な把握）、シーズの創出（課題を解決する新技術等の創出）、及び成果の  

社会還元に向けた研究に、バランスよく取り組むことが重要となる。  

今後の厚生労働科学研究において重点化すべき主な分野としては、以下が考えられる。  

○健康長寿社会の実現に向けた研究  

○少子化・高齢化に対応し、活力あふれる社会の実現に向けた研究 等  

2．今後の厚生労働科学研究における主な研究課題等  

厚生労働科学研究は、国民の健康と安全の向上に資する研究であり、重点化すべき分  

野以外の分野についても着実な対応が必要な場合が多く、ニーズの把握やシーズとなる  

研究の状況等の確認を行いつつ、研究課題を適切に設定する必要がある。   

具体的な研究課題の設定においては、以下の点に留意することとする。  

● 取り組むべき課題について、 パブリック・コメントを実施し、広く意見を聴取す  

る。  

● qOLの向上に関する研究等、ソフト面の研究（及び該当分野のPO）の拡充も図  
る。そのため、予め具体的な評価基準を検討する。  

● 「技術評価・政策評価に関する研究」も重視する。   
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厚生労働科学研究費補助金の成果に関する評価く平成21年度報烏書）  

1．はじめに  

2．評価目的  … … ■・・・・・－・ ・2  

3．評価方法  

1）評価の対象と実施方法   

2）各研究事業の記述的評価   

3）終了課題の成果の評価  

4）評価作業の手順  

・・・・■・・・・… …  5   

・・・… … … …  5   

・・・・・・・・1・t t・ ・5   

・・・・・・－ － … …  ■ 6   

・－・・・－ … …・■ ・7  

4．評価結果  
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1．はじめに   

厚生労働科学研究費補助金は、「厚生労働科学研究の振興を促し、もって、   

国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に閲し、行政施策の科学的   

な推進を確保し、技術水準の向上を図ること」を目的として、社会的要請の強   

い諸課題を解決するための新たな科学的基盤を得るため、競争的な研究環境の   

形成を行いつつ、行政的に重要で先駆的な研究を支援してきた。厚生労働科学   

研究f＝は、目的志向型研究（Mission－OrientedResearch）という役割があり、   

国民の健康を守る政策等に貢献しえる研究成果が求められるところである。  

研究の評価に関しては、科学技術基本法（平成7年法律第130号）に基づ   

き策定された第2期科学技術基本計画（平成13年3月閣議決定）に、優れた   

成果を生み出す研究開発システムの必要性が指摘されたことから「国の研究開   

発評価に関する大綱的指針（平成13年11月内閣総理大臣決定。以下「旧大   

綱的指針」という。）が策定され、さらに平成16年度には、旧大綱的指針の   

フォローアップに基づき、我が国における研究開発評価システムの更なる発展   

を図るため旧大綱的指針が見直され、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」   

（平成17年3月内閣総理大臣決定）が策定された。  

平成18年3月に閣議決定された第3期科学技術基本計画でも、「大綱的指   

針及び大綱的指針に沿って各府省等が評価方法等を定めた具体的な指針等に   

則って」研究開発評価を実施することが求められている（3ページ＜参考1＞   

参照）。  

近年の経済・社会における研究開発への期待の高まり等に的確に対応してい   

くため、「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研   

究開発等の効率的推進等に関する法律」（平成20年法律第63号）の制定な   

どによる研究開発強化への取組の推進に対応して、より実効性の高い研究開発   



評価の実施推進を図るため、平成20年10月には、評価結果を次の研究開発   

につなげ、成果の国民■社会への還元を迅速化、被評価者の積極的関与を促進   

して評価を効率化するなど、さらに指針を見直して「国の研究開発評価に関す   

る大綱的指針」が改定された（4ページ＜参考2＞参照）。  

これらに対応するため、厚生労働省では平成14年8月に「厚生労働省の科   

学研究開発評価に関する指針」を策定し、旧大綱的指針の改定等により改定（平   

成17年8月、平成20年4月、平成21年12月、平成22年4月）するな   

ど、研究開発評価の一層効果的な実施に努めてきた。  

特に、厚生科学審議会科学技術部会では、平成15年度より厚生労働科学究   

費補助金の制度及び成果を概観し、課題採択や資金配分の結果の適切性及び研   

究成果について評価を行っている。以上の背景を踏まえ、厚生労働省厚生科学   

書議会科学技術部会では、平成21年度の厚生労働科学研究費補助金の成果の   

評価を「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」に基づき行うこととし   

た（3ページ＜参考3＞参照）。  

2．評価目的   

厚生科学審議会科学技術部会は、厚生労働科学研究費補助金について、行政   

施策との連携を保ちながら、研究開発活動と一体化して適切な評価を実施し、   

その結果を有効に活用して、柔軟かつ競争的で開かれた研究開発を推進しつつ、   

その効率化を図ることにより、一層優れた研究開発成果を国民、社会へ還元す   

ることを目的として評価を実施する。  

評価結果については、研究費等の研究開発資源の配分への適切な反映等を行   

うことにより、研究開発の一層効果的な実施を図るものである。  

2   



＜参考1＞  

「科学技術基本計画」（平成18年3月28日間議決定）  

第3章   

2．科学と発展の絶えざるイノベーションの創出   

（5）研究開発の効果的■効率的推進  

③評価システムの改革  

研究開発評価は、国民に対する説明責任を果たし、柔軟かつ競争的で開かれた  

研究開発環境の創出、研究開発の重点的・効率的な推進及び質の向上、研究者の  

意欲の向上、より良い政策■施策の形成をはかる上で極めて重要であり、大綱的  

指針及び大綱的指針に沿って各府省庁が評価方法等を定めた具体的な指針等に則  

って実施する。  

＜参考2＞  

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成20年10月31日内閣総理大臣決定）  

第1章 基本的考え方  

1．評価の意義  

研究開発評価は、国際的に高い水準の研究開発、社会・経済に貢献できる研究開発、   

新しい学問領域を拓く研究開発等の優れた研究開発を効果的・効率的に推進するため   

に実施する。   

研究開発評価の意義は、次のとおりである。   

①研究開発をその評価の結果に基づく適切な資源配分等を通じて次の段階の研究  

開発に連続してつなげるなどにより、研究開発成果の国民・社会への還元の効率  

化、迅速化に資する。   

②評価を適切かつ公正に行うことにより、研究者の創造性が十分に発揮されるよう  

な、柔軟かつ競争的で開かれた研究開発環境の創出など、より良い政策・施策の  

形式等の効果が得られる。   

③評価を支援的に行うことにより、研究開発の前進や質の向上、独創的で有望な優  

れた研究開発や研究者の発掘、研究者の意欲の向上など、研究開発を効果的・効  

率的に推進する効果が得られる。   

④評価結果を積極的に公表し、優れた研究開発を社会に周知することにより、研究  

開発に国費を投入していくことに関し、国民に対する説明責任を果たし、広く国  

民の理解と支持が得られるこ   

⑤評価結果を適切に予算、人材等の資源配分に反映することにより、研究開発を重  

点的・効率的に行うことができる。  
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＜参考3＞  

「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」（平成22年4月1日）  

第2編 研究開発施策の評価の実施方法  

第1章 評価体制  

各研究事業等の所管課は、当該研究事業等の評価を行う。研究開発評価は、その実   

施主体や評価対象、評価時期等において極めて多様である。特に、国費を用いて実施   

される研究開発は、さまざまな機関間の階層構造や機関内の階層構造の下で重層的に   

実施されていること、さらに研究開発は、事前・中間・事後・追跡評価と時系列的に   

も相互に関連しながら連続して実施されていくことから、それらを全体として効果   

的・効率的に運営していく必要がある。  

第2章 評価の観点   

政策評価の観点も踏まえ、研究事業等の特性に応じて、必要性、効率性及び有効性   

の観点等から評価を行う。  

「必要性」については、行政的意義（厚生労働省として実施する意義及び緊急性等）、   

専門的一学術的意義（重要性及び発展性等）及び目的の妥当性等の観点から評価する   

ことになる。評価項目としては、例えば、科学的・技術的意義（独創性、革新性、先   

導性及び発展性等）、社会的・経済的意義（産業■経済活動の活性化・高度化、国際競  

争力の向上、知的財産権の取得・活用、社会的価値（国民の健康t安全等）の創出、   

国益確保への貢献及び政策・施策の企画立案■実施への貢献等）及び国費を用いた研   

究開発としての妥当性（国や社会のニーズヘの適合性、機関の設置目的や中期目標等   

への適合性、国の関与の必要性・緊急性及び他国の先進研究開発との比較における妥   

当性等）等がある。   

「効率性」については、計画・実施体制の妥当性等の観点から評価することになる。   

評価項目としては、例えば、計画・実施体制の妥当性、目標・達成管理の妥当性、費   

用構造や費用対効果の妥当性及び研究開発の手段やアプローチの妥当性等がある。  

r有効性」については、目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への   

貢献及び人材の養成等の観点から評価することになる。評価項目としては、例えば、   

目標の実現可能性や達成のための手段の存在、研究者や研究代表者の能力、目標の達   

成度、新しい知の創出への貢献、（見込まれる）直接の成果の内容、（見込まれる）   

効果や波及効果の内容、研究開発の質の向上への貢献、実用化・事業化の見通し、行   

政施策実施への貢献、人材の養成及び知的基盤の整備への貢献等がある。  

第3章 評価結果  

評価結果は、当該研究開発施策の見直しに反映させるとともに、各所管課において、   

研究事業等の見直し等への活用を図る。また、評価結果は、ホームページ等で公開す   

るものとする。  
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3．評価方法  

1）評価の対象と実施方法  

評価対象は、（1）厚生労働科学研究の各研究事業（4研究分野の14研究事   

業）及び（2）平成21年度終7課題の成果である。  

なお、平成21年度終7課題の評価は、厚生労働科学研究成果データベース  

報告システムの「行政効果報告（助成研究成果追跡資料）注－」（図1）に登録され   

た平成22年6月16日時点のデータを基礎資料として使用した。  

注1：「行政効果報告（助成研究成果追跡資料）」は、平成17年度の研究成果の報告より新  

たに導入したもの。厚生労働科学研究事業の環果について継続的な評価を行うため、研究  

者に対して、研究終了年度から3年間は随時WEB上でデータを更新することをお願いし  

ている。  

2）各研究事業の記述的評価  

今回作成した4研究分野14研究事業の記述的評価は、これまでの事業の成   

果に基づいて各研究事業所管課（室）が作成したものについて評価委員会委員   

等外部有識者の意見を聞いたうえで作成した。  

その過程で各研究事業所管課（室）に「厚生労働科学研究費補助金研究事業   

の概要」（資料1－2）を以下の項目に従って作成することを依頼し、記述的評   

価作成のための参考資料とした。  

（D研究事業の目的  

②課題採択・資金配分の全般的状況  

③研究成果及びその他の効果  

※論文、学会発表等の件数は、平成21年度終了課題を集計したも  

のである。  

④課題と今後の方向性   



8）終了課題の成果の評価  

平成17年度より、主任研究者が、研究終7課題の成果を随時血EB上で登   

録できるシステムを構築したことから、平成17年度終了研究課題より、当該   

研究課題の主任研究者に対して終了課題の成果のWEB入力を依頼し、その結   

果を基礎資料とした。調査項目は、成果と発表状況に関して行った。詳細は表   

1のとおりである。  

表1  

1．成果  

1－1  専門的■学術的観点からの成果  

く1）研究目的の成果  

（2）研究成果の学術的・国際的一社会的意義   

1－2  臨床的観点からの成果   

1－3  ガイドライン等の開発   

1－4  その他の行政的観点からの成長   

1－5  その他のインパクト尊   

2．発表状況   

2－1   原著論文  

（1）和文  

（2）英文等   

2－2  その他の論文  

（1）和文  

（2）英文等   

2－3   学会発表  

（1）国内学会  

（2）国際学会等   

2－4  その他の成果  

（1）特許の出願及び取得状況  

（2）施策への反映件数  

（3）普及・啓発活動   

3．【主な原著  論文20■】  

（1）同僚評価により査読された原著論文と短報  

（2）厚生労働科学研究費の補助を受けたことが明記されたもの  
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4）評価作兼の手順  

各研究事業の所管課（室）より提出された評価委員等外部有識者の意見が加   

味された資料による評価と各研究事業の主任研究者がWEB登録した研究終了   

課題の成果の評価を行った。  

なお、今回の評価を行うに当たり、研究事業所管課が研究事業の評価を行う   

際の指針（4ページ＜参考3＞参照）で示されている観点等を参考にした。   



4．評価結果  
表2 評価対象である4研究分野14研究事業  

研究分野   研究事業   研究領域   

政策科学総合  
1．行政政策  

Ⅰ．行政政策  地球規模保健課題推進  

2．厚生労働科学特別研究   

再生医療実用化  

3．先端的基盤開発  創薬基盤推進  
Ⅱ．厚生科学基盤  

医療機器開発推進  

4．臨床応用基盤   医療技術実用化総合   

障害保健福祉総合 

感覚器障害  
5．長寿・障害総合   

長寿科学総合  

認知症対策総合  

6．子ども家庭総合  

第3次対がん総合戦略  
7．第3次対がん総合戦略  

がん臨床  

Ⅲ．疾病・障害対策  
循環器疾患等生活習慣病対策総合  

8．生活習慣病・難治性疾患克服  

総合  免疫アレルギー疾患等予防・治療  

難治性疾患克服  

エイズ対策  

肝炎等克服緊急対策  
9．感染症対策総合  

新型インフルエンザ等新興・再興感  

染症  

10．こころの健康科学   

11．地域医療基盤開発推進  

12．労働安全衛生総合  

食品の安心・安全確保推進  

Ⅳ．健康安全確保総合  医薬品・医療機器等げ1ラトリーサイエンス  
13．食品医薬品等リスク分析  

総合  

化学物質リスク  

14．健康安全・危機管理対策総合  



1）各研究課題の記述的評価   

評価対象である4研究分野14研究事業について、各研究事業（研究領域）   

の概要は次のとおりである。  

＜Ⅰ．行政政策研究分野＞   

行政故策研究分野は、厚生労働行政施策に直結する研究事業である「行政政  

策研究事業」と、社会的要請が強く緊急性のある課題に関する研究を支援する  

「厚生労働科学特別研究事業」から構成されている。  

表3 r行政政策研究分野」の概要  

（1）行政政兼研究事業   

行政政策研究事業は、厚生労働行政施策に直結する研究事業である。行政政   

策研究事業は、厚生労働行政施策の企画立案に関する「政策科学総合研究領域」、   

及び国際協力事業と密接な関係のある地球規模の保健課題に取り組む「地球規   

模保健課題推進研究」に分類できる。  

それぞれの研究領域の内容は次のとおりである。  

（1－1）政策科学総合研究  

社会保障制度に対する国民の関心はますます高まっている。これから到来す   

る急激な人口減少と高齢化による労働力の減少による社会保障費の増加等は、  
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大きな社会環境の変化をもたらすと考えられ、それに対応できる持続可能な社   

会保障制度の再構築が急務となっている。  

本研究領域において平成21年度に実施した多くの研究がこのような喫緊の行   

政ニーズを反映しており、生活保護受給有子世帯における自立支援プログラム   

の効果を明らかにする等の成果があった。それらは、少子化、高齢化、人口減   

少、次世代育成支援、社会格差、医療、介護、年金等、省内横断的に、社会保   

障全般に係る厚生労働行政に活用されている。  

さらに、独自のモデルを用いた産業連関分析により、医療・介護・福祉の生   

産誘発効果を算出することで、医療・介護・福祉活動の経済波及効果が産業全   

体の中で高い位置にあることを明らかにする等、中長期的観点に立った社会保   

障施策の検討を行う上で必要な基礎的な理論、統計データを蓄積する研究成果   

もあり、将来の行政施策の企画立案に生かされることが想定されている。  

近年、施策立案において根拠（エビデンス）に基づくものであることが求め   

られている。特に平成22年4月には厚生労働省の目標として「世界に誇る少子   

高齢社会の日本モデルを策定し、国民と共有する」ことを定め、成長戦略の中   

核に社会保障の展開を位置づけており、今後その基本的考え方も踏まえた厚生   

労働行政の企画立案、効果的推進のためのベースとして本研究領域の充実が必   

要である。  

（1－2）地球規模保健課題推進研究  

（a）地球規模保健課題推進研究  

本事業は、保健医療分野において我が国が進めている国際協力事業と密接な   

関係にある地球規模保健課題に取り組むことを目的とし、成果を上げている。   

現在、我が国は、地球規模の保健課題について、国際社会における保健医療政  
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策策定過程への関与、我が国の技術・経験の途上国への移転、あるいは有為な   

人材の育成等により、より積極的に貢献することが求められている。従って、   

保健課題の原因究明、効果的な介入方法の検証、人材育成の在り方の検討等を   

行い、我が国の貢献が、より効果的で国際レベルにおいて存在感のあるものと   

なることが重要であり、今後も引き続き、体系的・戦略的な国際協力政策に資   

する研究を推進する必要がある。  

また、平成19年4月の「日中韓保健大臣会合」において、民族的要因の明確   

化を図ることが医薬品開発の促進のため重要であると確認されたこと受け、日   

本の取組として開始された事業については、遺伝的な背景が類似していると考   

えられる東アジア民族間で、医薬品の薬物動態特性を比較するための臨床研究   

を実施した。人口も多く、医薬品の臨床開発の場として急成長している東アジ   

アにおいて、民族的要因の明確化により臨床データの相互利用が進むことによ   

り－、有効で安全な医薬品を速やかに提供する成果も期待されている。今後は、   

得られた知見を中国及び韓国と共有することにより、3国間の協力を強化するこ   

ととしている。  

（b）国際医学協力研究   

米国と共同して、アジア地域にまん延している疾病に関する研究を行うこと  

を目的とした「日米医学協力計画」の下で、アジアにおける感染症（細菌性・  

ウイルス性・寄生虫）、栄養・代謝関連疾患、がんなどの環境と遺伝要因による  

疾病といった幅広い分野の諸課題の改善・克服に向けて取組んでいる。本研究  

事業は、疾病の予防・治療方法の開発につながるものであり、我が国のみなら  

ずアジア地域の人々の健康稚持・増進に寄与することが期待される疾病の原  

因・病態の解析や病原体の検査法の開発等の成果もあり、国際協力・貢献の観  

点からも意義あるものと評価できる。  
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今後も引き続き、日米両国の研究者のみならず、できる限り多くのアジア地  

域の研究者の参加を得て、アジア地域において問題となっている疾病の予防・  

治療につながる研究に取り組むべきである。  

（2）厚生労働科学特別研究事業   

本研究事業は、国民の健康生活を脅かす突発的な問題や社会的要請の強い諸   

課題について、緊急に行政による効果的な施策が必要な場合、先駆的な研究を   

支援し、当該課題を解決するための新たな科学的基盤を得ることを目的として   

おり、短期間でその成果が集約され、行政施策に活用されることが求められて   

いる・．  

年度当初に感染が報告されたH川1新型インフルエンザへの対応に関する研究   

課題が採択され、死亡例が多数報告されていたメキシコにおける死亡例の分析   

や我が国における小児喘息患者の重症化事例の分析により、リスク要因が明ら   

かになり、それを踏まえて「重症化阻止マニュアル」の作成・普及等が行われ   

た。  

HTLV－1母子感染に関する研究では、検査法にPCR法を含めることを推奨する   

研究成果があり、晴乳方法や期間により母子感染のリスクが影響されることが   

明らかになり、予防のための晴乳法の選択フローチャート等が作成され、行政   

において普及等の施策に活用されている。  

本研究事業は、緊急性に鑑み、課題の採択に当たり公募は行っていないが、   

事前評価委員会における評価を踏まえて採択を行うこととしており、今後とも、   

社会的重要性の高い研究課題を効率的かつ効果的に実施する体制としていくこ   

とが求められる。  
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＜Ⅱ．厚生科学基盤研究分野＞   

厚生科学基盤研究分野は、臨床に直結する成果が期待できる基盤研究に対し  

て補助することを目的としている。厚生科学基盤研究分野は、「先端的基盤研究  

開発研究事業」と「臨床応用基盤研究事業」から構成されている。  

表4「厚生科学基盤研究分野」の概要  

研究事業   研究領域   

（3－1）再生医療実用化  

3．先端的基盤開発  （3－2）創薬基盤推進  

（3－3）医療機器開発推進   

4．臨床応用基盤   （4－1）医療技術実用化総合   

（3）先端的基盤開発研究事業   

先端的基盤開発研究事業は、「再生医療実用化研究領域」、「倉11薬基盤推進研究   

領域」、「医療機器間発推進研究領域」から構成されている。  

それぞれの研究領域の内容は次のとおりである。  

（8－1）再生医療実用化研究  

再生医療は生物の発生・分化に関する知見に基づいた革新的医療技術として、   

これまで完治が困難とされている疾患への応用が期待されている。本事業では、   

再生医療の安全性・品質管理に必要なシステムの構築や、細胞組織加工医薬品   

の品質・安全性の確保のための基盤技術の開発を進めており、再生医療の実用   

化の推進に寄与している。  

また、これまでに、間葉系幹細胞を中心とする体性幹細胞により、末梢血管、   

角膜、心臓等の臓器で基礎研究が進められ、その有効性を示唆する研究成果が   

報告され始めており評価でき、今後とも層推進すべき分野である。  
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（3－2）創薬基盤推進研究  

（a）ヒトゲノムテーラーメード研究  

本研究事業は、これまで明らかになったゲノム関連の様々な知見を総合的に   

とらえ、バイオインフォマテイクス技術を駆使して、日本人に代表的な疾患に   

ついて個人の遺伝子レベルにおける差異を踏まえた個別化医療の実現を目指   

すものである。  

平成21年度の研究においては、肺がんにおけるがん遺伝子EML4－ALKを発見   

する、川崎病の発症関連遺伝子を複数同定するなどの重要な結果が得られてお   

り評価できる。  

事業内容は継続課題を中心にしていき、今後はバイオマーカー探索研究に重   

点を移していくこととしている。  

（b）政策創薬総合研究  

本事業は、希少疾患やエイズ等に対する治療薬の開発などの、政策的に重要   

であるが、産業界の自主努力に繰るだけでは研究開発の促進が図られないよう   

な領域について、優れた医薬品・医療機器の開発を行うため、官民の研究資源   

等を結合し、画期的・独創的な医薬品等の創製のための技術開発を行うもので   

ある。  

平成21年度において、ヒトで提示されるHIV抗原を解析し、ワクチン抗原   

の探索と日本人特有遺伝子による影響の解析や、各種幹細胞より試験管内で高   

効率に血小板を生成するための基盤技術の開発などの成果が得られ、一今後とも   

推進すべき分野である。  
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（¢）創業′くイオマーカー探索研究  

本事業は、トランスクリプトーム分野及びたんばく分野よりなる事業であり、   

創薬ターゲットに活用できるバイオマーカー・タンパク質の探索、機能解析及   

び臨床研究の推進を行うものである。  

平成21年度において、薬物誘導性肝障害のメカニズムの解明と予測試験系   

の構築や、データベースを用いた安全性バイオマーカーの開発などの成果が得   

られ、今後とも推進すべき分野である。  

（d）・次世代ワクチン開発研究  

本事業は、感染症のみならず、がん、認知症等に対するワクチンの開発によ   

る疾患の予防や、組織培養や遺伝子組換えたんばく技術等のワクチン製造技術   

の低コスト化・効率化などにより、国民の健康福祉を増進させることを目的と 

している。  

平成21年度において、HSP一抗原ペプチド複合体によるCTL誘導機構の一層   

の解明や、M細胞標的型粘膜ワクチンの開発を目的としたモノクローナル抗体   

の特異性の検討などの成果が得られ、今後とも推進すべき分野である。  

く○）生物資源・創業モデル動物研究  

生物資源（培養細胞、ヒト組織、遺伝子、実験動物、霊長類、薬用植物）の   

整備及び薬効評価に利用できるモデル動物（細胞等の評価系を含む）を作成し、   

厚生労働科学研究を支える基盤を整備することを目的とする。  

平成21年度の研究において、ルシフェラーゼを発現するヒトがん細胞株の   

作成や、脳卒中後遺症モデルとしてのProTα欠損マウスの評価実施などの成   

果が得られ、今後とも推進すべき分野である。  
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（3－3）医療機器開発推進研究  

（a）ナノメディシン研究  

本事業は、ナノテクノロジーの医学への応用による効果的で侵襲性の低い   

医療機器等の研究・開発を官民共同で推進することにより、患者にとってよ   

り安全・安心な医療技術の提供の実現を図るとともに、疾患の超早期診断・   

治療システムの開発に関する研究を推進している。  

平成21年度においては、ヒトの膠芽腫と同様な腫癌血管構築を有するマウ   

スgliob］astoma細胞の同所移植モデルの作成や、過剰リン酸化タウ蛋白に特   

異的選択的に結合することによりアルツハイマー病の診断が可能な分子有機   

化合物の開発などの成果が得られており、非常に評価でき、今後とも推進すべ   

き研究分野である。  

（b）活動領域拡張医療機器朋発研究  

本事業は、産官学に患者の視点を組み入れた「産官学患連携」により、現状   

の超高齢化社会における医療・介護負担の低減をもたらし、高齢者等の自立と   

充実した生活を可能とする革新的医療機器の開発を目的としている。  

平成21年度の研究においては、炎症・感染、便尿漏れ、陥入・狭窄を防ぐ   

ことが可能なスキンボタンの開発や、長寿命型の人工股関節の開発など多くの   

成果を得ており、非常に評価でき、引き続き推進すべき研究分野である。  

（c）医工連携研究推進基盤研究  

本事業は、我が国で行われる医工連携研究の質の向上を目的として、医療機   

関において行われる医療機関・教育機関等の医工連携研究を支える基盤の整備   

を、革新的医療機器開発の場を提供する観点及び人材育成の観点から効率的に  
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行うものである。  

平成21年度の研究においては、循環器系シミュレータ技術を用いた外科訓   

練セ ンターの創設のパイロットスタディの実施や、先端的循環器系治療機器の   

開発と臨床応用、製品化に関する横断的・統合的研究の連携体制構築など多く   

の成果を得ており、非常に評価でき、引き続き推進すべき研究分野である。  

（4）臨床応用基盤研究事業  

（4－1）医療技術実用化総合研究  

（a）治験推進研究  

本事業は、我が国における治験環境の整備を行うとともに、医療上必要であ   

るが採算が得られにくい等の理由により企業等による治験が実施されにくい   

医薬品■医療機器において医師主導治験を実施することにより、患者に対して   

必要な医薬品・医療機器をより迅速に提供することを目的とするものである。   

なお、本事業では、医薬品・医療機器開発の進捗・内容により分類し「治験の   

計画に関する研究」、「治験の調整■管理に関する研究」、「治験の実施に関する   

研究」等の研究を推進しているところであり、平成21年度までに18課題の医   

師主導治験課題を採択し、医薬品19品目、医療機器1品目について計22件の   

治験届を提出した。そのうち、医薬品6品目について薬事法上の承認を取得し、   

医薬品2品目について薬事法上の承認申請中である。その他の医薬品10品目、   

医療機器1品目について、治験を実施または終了しているところである。以上   

から、事業として十分な成果が得られていると評価する。 

医師主導治験の推進については、平成19年3月に策定された「新たな治験   

活性化5カ年計画」に基づく取り組みの一つとして実施しているところであり、   

引き続き推進する必要がある。  
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くb）臨床研究基盤整備推進研究  

本事業は、我が国で行われる臨床研究の質の向上を目標に、医療機関・教育   

機関等の臨床研究を支える基盤の整備を主に人材育成の観点から効率的に行   

う。また、優れた臨床試験を実施するために、個々の医療機関において治験を   

含む臨床試験の基盤の整備を行うことを目的としている。  

本事業は平成19年4月より「新たな治験活性化5カ年計画」における重点   

取組事項の一つに位置付けられており、中核病院等の治験推進のための医療機   

関の体制整備や臨床研究機関おいて臨床研究に携わる人材（医師、コーディネ   

ーター、データマネージャー）の雇用、研修や研究実施支援の実施、臨床研究   

部門の整備、審査体制の充実、データマネジメントシステム及び進捗管理シス   

テムの構築などを行っており、その有効性に関して評価は高く、今後とも推進   

すべき事業である。  

（G）基礎研究成果の臨床応用推進研究  

本事業は、基礎的な段階に留まっている研究成果の実用化を促進することに   

より、国民に有用な医薬品■医療技術等が提供される機会を増加させることを   

目的としている。  

平成21年度の研究では、慢性呼吸不全とその基礎疾患となる慢性呼吸器疾   

患を対象としたグレリン投与の無作為化二重盲検比較試験、レプチンの医師主   

導治験による脂肪萎縮症治療薬としての開発などにおいて今後の臨床研究に   

繋がる非常に重要な研究結果が得られており、高く評価でき、今後とも推進が   

必要である。  

（d）臨床研究■予防■治療技術開発研究  
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本事業は、医薬品や医療機器を用いた治療法等の医療技術について、臨床に   

おいて適切に実施されるようエビデンスを確立する研究を推進することを目   

的としている。  

平成21年度の研究では、長期に生存し得る小児悪性固形腫瘍の患者に対し   

て最適な治療を行う医療体制づくりや、ライソゾーム病の酵素補充療法製剤に   

おける有効性や安全性に関する情報収集など多くの成果が得られており、評価   

でき、今後とも推進が必要である。  

（○）臨床疫学基盤整備研究  

本事業は、患者背景データ等の臨床疫学の基礎となる分野別の疾患の診療・   

処方実態情報などの診療コホートのデータベース構築を行うことを目的とし   

ている。  

平成21年度の研究においては、循環器内科で用いる臨床疫学データベース   

の構築、臨床疫学研究に活用可能な診療情報プラットフォームの構築などの成   

果を得ており、非常に評価でき、引き続き推進すべき研究分野である。  

（f）臨床研究支援複合休研究  

本事業は、医薬品等の開発に当たって有用な情報となる、患者背景や処方・   

診療実態に関するデータベース等の臨床疫学の基礎となる分野別のコホート   

のデータベースを臨床機関と協力して構築することを目的としている。  

平成21年度の研究においては、全国に開かれた臨床研究の相談・支援体制   

を整備することを目的とし、臨床研究に関する相談体制の整備、プロトコル作   

成支援体制の整備、及び臨床研究の相談に対応し得る人材の育成を実施してお   

り、引き続き推進すべき研究分野である。  
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＜Ⅲ．疾病・障害対策研究分野＞   

疾病・障害対策研究分野は、個別の疾病・障害や領域に関する治療や対策を   

研究対象としている。具体的には、「障害関連／長寿科学総合研究事業」、「子ど   

も家庭総合研究事業」、「第3次対がん総合戦略研究事業」、「生活習慣病・難治   

性疾患克服総合研究事業」、「感染症対策総合研究事業」、「こころの健康科学研   

究事業」から構成されている。  

表5 r疾病・辞書対策研究分野」の概要  

研究事業   研究領域   

（5－1）辞書保健福祉総合  

5．長身・辞書稔合  
（5－2）感覚器障青  

（5－3）長寿科学総合  

（5－4）故知症対策総合   

6．子ども家庭総合   

（7－1）第3次対がん総合戦略  
7．第3次対がん総合戦略     （7－2）がん臨床   

く8－1）循環器疾患等生活習慣病対策総合  

8．生活習慣病・難治性疾患  

克服捨含  （8－3）免疫アレルギー疾患等予防・治療  

く8－4）難治性疾患克服   

（9－1）エイズ対策  

9．感染症対策総合  
（9－2）肝炎等克服緊急対衰  

（9－3）新型インフルエンザ等新井1再興  

感染症   

10．こころの健康科学   
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（5）長寿・障害総合研究事業   

長寿・障害総合研究事業は、「障害保健福祉総合研究領域」、「感覚器障害研究   

領域」、「長寿科学総合研究領域」、「認知症対策総合領域」から構成されている。  

それぞれの研究領域の内容は次のとおりである。  

（5－1）陣青保健福祉総合研究  

障害保健福祉施策では、障害者がその障害種別にかかわらず、地域で自立し   

て生活できることを目的に、平成18年4月「障害者自立支援法」が施行され、   

新しい障害保健福祉制度の枠組みによる充実した障害者サービスの実施を目指   

している。  

本研究事業においては、障害の正しい理解と社会参加の促進方策、地域にお   

いて居宅・施設サービス等をきめ細かく提供できる体制づくり等、障害者の総   

合的な保健福祉施策の向上のための研究開発に加え、イノベーション25などを   

踏まえ、障害者の自立を促進する技術開発を促進することとしている。これら   

の研究により、例えば、ブレイン】マシン・インターフェースの実用化に向け   

て臨床実証研究につなげる成果を得る等、施策への有用な提言や、根拠に基づ   

いた有効な障害者支援のための技術的基盤づくりに大きな成果をあげている。   

今後も、自立支援・介護のための人的サービス、就労支援、住まい対策、発達   

支援など総合的に取り組む必要があり、研究ニーズの明確化を図るとともに、   

本研究事業の継続的な充実が必要である。  
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（5－2）感覚器障害研究  

視覚、聴覚・平衡覚等の感覚器機能の障害は、00Lを著しく損なうものであ   

る。障害の原因や種類によっては、その軽減や重症化の防止、機能の補助・代   

替等が可能であるため、本研究事業では、これらの障害の原因となる疾患の病   

態■発症のメカニズムの解明、発症予防、早期診断及び治療、障害を有する者   

に対する重症化防止、リハビリテーション及び機器等による支援等、感覚器障   

害対策の推進に資する研究開発を一貫して推進している。特にイノベーション   

25などを踏まえ、感覚器障害のある障害者の自立を促進する技術開発を促進す   

ることとしている。  

研究成果としては、既存の気道補聴器が使えない難聴者が使用可能な新たな   

補聴器の開発など着実な成果をあげている。  

今後も、研究ニーズの一層の明確化を図るとともに、感覚器障害の早期発見、  

早期治療といった取り組みも含め、本研究事業の継続的な充実が必要である。  

（5－3）長寿科学総合研究  

平成21年度長寿科学総合研究事業では、「運動器疾患総合研究分野」、「老年  

病等長寿科学技術分野」、「介護予防・高齢者保健福祉分野」の3分野の研究を  

推進した。（「認知症総合研究分野」は平成21年度より「認知症対策総合研究事  

業」として分離）  

介護予防対策の一層の推進が求められ、運動器疾患対策がますます重要にな   

るなか、「運動器疾患総合研究分野」では、新たなアプローチによって、より安  

全性・有効性の高い骨粗髭症治療の実現が期待される新薬の研究など、介護予  

防の推進に資する成果が得られた。「老年病等長寿科学技術分野」では、裾療の  

病態に基づいた治療選択と予防に関する研究など、高齢者の生活の質向上への  
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寄与が期待される成果が得られた。「介護予防・高齢者保健福祉分野」では、24   

時間訪問看護■介護の効果的・効率的な実施方法の開発研究などが行われ、よ   

り良いサービス提供につながる知見が得られた。  

高齢化社会が進み、高齢者の介護予防や健康保持等に向けた取組の重要性が   

ますます増加するなか、今後、本研究事業の強化1充実が必要である。  

（5－4）認知症対策総合研究  

認知症対策を進める上での研究を重点的に行うため、平成21年度より認知症   

対策総合研究事業を創設し、早期診断、治療、自立支援等の認知症に関する研   

究を総合的に推進した。  

具体的には、認知症の最も多くを占めるアルツハイマー病の早期診断に向け   

た研究が実施され、アルツハイマー病の病態の客観的評価基準を確立するため   

の基盤整備等が行われた。また、アルツハイマー病の根本的治療に向けた研究   

が実施され、新たな治療薬候補となる物質を同定する等の成果があった。さら   

に、認知症高齢者の自立支援に向けた研究では、認知症高齢者の家族介護者に   

対する支援マニュアルの作成等が行われた。  

急激な高齢化とともに認知症患者数が増加の一途をたどっているなか、高齢   

者の生活の質に多大な影響を与える疾患である認知症に対して、医療・福祉の   

両面から総合的な対策を推進するため、今後、本研究事業の弓童化・充実が必要   

である。  

（6）子ども家庭総合研究事業   

社会、家庭環境の変化により、子ども■子育ての分野において、解決すべき   

課題は急激に増加し、多様化している。子ども家庭総合研究事業においては、  
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次世代を担う子どもの健全な育成を図る観点から、妊産婦と子どもという二つ   

の世代に着目して、母子の保健■医療一福祉分野の多様な行政的課題に対応す   

るため総合的な課題設定が行われている。具体的には、小児慢性疾患分野、周   

産期医療分野、生殖医療分野及びこれに関連する生命倫理分野、母子保健・児   

童福祉分野を成育医療の研究分野として総合的に捉えた課題設定が行われ、社   

会的課題や新たなニーズに対応する政策提言型の基盤研究が実施されてきてい   

る。総合周産期母子医療センターにおける医療の質の評価手法の開発等の研究   

成果があり、成果は、臨床現場に還元されるとともに、母子保健・児童福祉施   

策の基礎資料として活用されており、少子化社会対策基本法に基づく大綱「子   

ども・子育てビジョン」が目指すべき社会の一つである「妊娠・出産・子育て  

の希望が実現できる社会」の実現に寄与しており、子ども■子育て支援施策の  

推進にとっても極めて重要な研究である。本研究事業は、どちらかといえば社   

会医学的な研究に総合的に取り組んでおり、課題間の連携が不十分などとの指   

摘があり、今後は戦略性をもって成育疾患対策の強化・充実を図っていく必要   

がある。  

（7）第3次対がん総合戦略研究事業  

がんによる死亡者数が34万人を超え、がんは国民の死亡の最大の原因であり、  

国民の生命及び健康にとって重大な問題となっている。このため、平成19年4   

月1日に施行されたがん対策基本法のもと、同年6月に閣議決定されたがん対   

策推進基本計画では「がんによる死亡者の減少」及び「全てのがん患者及びそ  

の家族の苦痛の軽減並びに療養生活の質の向上」を全体目標に、「がん研究」を   

はじめ、「がん医療」、「医療機関の整備等」、「がん医療に関する相談支援及び情   

報共有」、「がん登録」、「がん予防」、「がんの早期発見」という分野別施策を、  
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総合的かつ計画的に実施しているところである。  

がん研究に関しては、昭和59年度から開始された「対がん10ケ年総合戦略」、   

平成6年度から開始された「がん克服新10ケ年戟略」、平成16年度に開始され   

た「第3次対がん10カ年総合戦略」に示された研究戦略のもと、「第3次対が   

ん総合戦略研究事業」として、「第3次対がん総合戦略研究」及び「がん臨床研   

究」等を推進してきたところである。  

本研究事業においては、がんの本態解明の研究とその成果を幅広く応用する   

トランスレーショナル・リサーチ、革新的ながんの予防・診断一治療等に係る   

技術の開発、がん医療における標準的治療法の確立を目的とした多施設共同臨   

床研究、新しい放射線療法や分子標的療法などの革新的な治療法及び有用な早   

期診断技術についての研究開発等の他、行政的一社会的な研究として、緩和ケ   

ア等の療養生活の質の維持向上に関する研究、がんの実態把握とがん情報の発   

信に関する研究、長期的な療養の状況の把握も含む患者のQOL（生活の質）の向   

上に資する研究等の臨床的に重要性の高い研究、がん医療の均てん化や患者の   

視点に立ったがん医療の在り方に対する研究等、がん対策に対して必要性・重   

要性の高い研究を推進し、着実な成果を上げている。   

今後、第3次対がん10カ年総合戦略の次なる研東戦略も視野に入れ、戦略的   

に研究を展開していくことが重要である。  

（8）生活習慣病・難治性疾患克服総合研究事業   

生活習慣病・難治性疾患克服総合研究事業は、「循環器疾患等生活習慣病対策  

総合研究領域」、「腎疾患対策研究領域」、「免疫アレルギー疾患等予防・治療研  

究領域」、「難治性疾患克服研究領域」から構成されている。   

それぞれの研究領域の内容は次のとおりである。  
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く8－1）循環器疾患等生活習慣病対策総合研究  

循環器等の生活習慣病に対する対策は我が国の重要な課題であり、健康日本   

21や、平成20年度より施行された医療制度改革においても重要な柱となってい   

る。これら施策を的確に推進するためには、日本における質の高いデータに立   

脚した科学的根拠を更に着実に蓄積していく必要がある。本事業においては、   

循環器疾患等の生活習慣病について、予防から診断、治療まで、疫学研究や介   

入研究等を行うことにより、体系的なデータを得ている。特に、近年患者数が   

急増している糖尿病については、大規模な介入研究を行っており、糖尿病の予   

防から合併症重症化抑制に関わる体系的なデータが得られている。また、健康  

づくりという観点からは、特定保健指導等の成功事例等について検討し、成功  

要因を明らかにする等、広く国民の健康づくりに係わる施策の基盤となる研究   

を行っている。このように本事業は、生活習慣病対策において必要な、多くの   

成果を上げており、厚生労働行政に活用されている。  

（8－2）腎疾患対策研究  

我が国の慢性腎臓病（CKD）患者は年々増加傾向にあり、腎疾患の発症・進展   

予防対策を強化することは喫緊の課題となっている。腎機能異常を早期に発見   

し、治療を行うことにより、腎疾患の進行を阻止することが可能であることか   

ら、厚生労働省において、慢性腎不全による人工透析導入への進行を阻止する   

ための取組等について検討を行い、「今後の腎疾患対策のあり方について（腎疾   

患対策検討会 平成20年3月）」報告書をとりまとめた。  

腎疾患対策研究事業については、本報告書の提言を踏まえて厚生労働行政の   

目的に沿った研究課題を設定し、平成21年度からCKDの病態解明や、レセプト  
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データを用いたCKDに関する医療費推計など社会医学的な研究を実施している   

ところであり、初年度の研究として一定の成果があり、本事業の研究成果によ   

って、我が国のCKD対策の推進に寄与するものと期待される。  

（8－3）免疫アレルギ→疾患等予防■治療研究  

アレルギー性疾患は国民の約30％が罷患し、また罷患患者は小児から高齢者   

まで年齢層が幅広く、患者のQOLの損失は極めて大きい。免疫アレルギー疾   

患予防・治療研究事業は、このような国民病である免疫アレルギー疾患を適切   

に管理する方法の開発・普及を当面達成すべき目標とし、喘息やアトピー性皮   

膚炎、花粉症、食物アレルギー、関節リウマチ等の重症化予防のための自己管   

理方法や生活環境整備に関する研究を拡充して推進してきた。  

例えば、アレルギー性疾患の診療ガイドラインの作成と普及等への取組みに   

より、喘息の死亡者数の減少に寄与し、また、生物学的製剤の投与によりリウ   

マチの寛解導入が期待できることが明らかになる等、医療の質の向上と国民の   

健康指標の向上にもつながっている。  

さらに、先端技術を駆使した抗原認言哉等、免疫システム・発症機序解明の基   

盤研究により得られた知見に基づき、より実践的な早期診断・治療、予防法の   

開発に資する研究等を推進し、得られた成果を臨床の現場に反映させ、より適   

切な医療提供が実現されることを目指している。  

移植医療分野では、ドナー及びレシピエントの症例登録と追跡制度の確立に   

向け、登録システムの試験運用を開始するなどの成果があり、良質かつ安定的   

な移植医療を提供するための社会的基盤の構築に資する研究等を今後も推進す   

る必要がある。  
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（8－4）難治性疾患克服研究  

難病は予後不良で極めて長期にわたり患者のQOLを低下させ、患者や家族の   

生活を大きく損なうものである。  

平成21年度は、難治性疾患克服研究において130の希少難治性疾患について   

研究を実施した。各疾患について、診断基準の確立、治療指針の標準化、原因   

の究明、治療法の開発を行ったほか、疾患横断的な疫学・社会医学的研究等に   

も取り組んだ。研究の実施にあたっては、予後やQOLの向上につながるよう、   

臨床への応用を重視するとともに、各疾患の主要な研究者を広範な地域に網羅   

した研究体制を構築して、標準的な治療の普及と均てん化を進めた。更に、130   

疾患以外の原因不明の希少難治性疾患で、未だ実態が明らかでない疾患につい   

て、疾患概念の確立を目指す研究等を行う「研究奨励分野」を創設し、新たに   

177疾患を対象に研究を推進し、希少難治性疾患の患者数など疫学情報の把握や  

疾患概念の検討を行い、一部の疾患については新たな治療法の可能性について   

も明らかにしたところである。  

これらの研究を推進することにより、引き続き原因解明と新たな診断・治療  

方法の開発を進めて行くとともに、研究成果を地域における保健医療福祉の充   

実・QOLの向上を目指した医療・福祉施策の推進などに活用することによって、  

研究成果の行政施策への反映と社会還元も期待される。  

（9）感染症対策総合研究事業   

感染症対策総合研究事業は、「エイズ対策研究領域」、「肝炎等克服緊急対策研  

究領域」、「新型インフル工ンザ等新興・再興感染症研究領域」から構成されて  

いる。   

それぞれの研究領域の内容は次のとおりである。  
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（9－1）エイズ対策研究  

わが国における新規HIV感染者は増加傾向にあり、その感染経路と、して男性同   

性愛者による性的接触が約70％を占める。エイズ予防指針にも示されているが、   

男性同性愛者等の個別施策層に対する感染予防対策は引き続き、重要な課題で   

ある。また、近年HIV感染症・エイズは、多剤併用療法の導入により、「コント   

ロール可能な一般的な病」へと疾患概念が変化しつつあるが、薬剤耐性ウイル   

スの出現、エイズ関連リンパ腫や肝障害等の合併症や副作用の出現等、新たな   

課題への対策が求められている。  

効果的な予防ワクチンや根治的な治療法が開発されていない現状において、   

本研究領域では、臨床医学、基礎医学、社会医学の観点から、エイズ対策を総   

合的に推進するとともに、HIV訴訟の和解を踏まえた血友病研究の推進や、エイ   

ズ医療体制の確立等に資する研究を行っており、着実な成果を上げている。  

今後も、人権に配慮しつつ予防と医療の両面において研究の推進が期待され   

ている。  

（9－2）肝炎等克服緊急対策研究  

B型・C型肝炎ウイルスの持続感染者は300～370万人と推計され、国内最大   

級の感染症であり、感染を放置すると肝硬変、肝がんといった重篤な病態に進   

行する。また、我が国の肝がんによる死亡者数の約9割がB型・C型肝炎ウイル   

ス起因と報告され、平成20年6月に、国内の肝炎研究専門家による肝炎治療戦   

略会議の中で、肝炎研究の今後の方向性やその実現に向けた対策についての「肝   

炎研究7カ年戦略」が取りまとめられた。さらに、平成22年1月に、肝炎克服   

に向けた対策を総合的に推進することを目的とし、肝炎対策の推進に係る国の  
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責務等を規定する肝炎対策基本法（平成21年法律第97号）が施行された。同  

法において、国は、肝炎の治療法等に係る研究促進のため、必要な施策を講じ   

ることとされているところである。  

このような観点から、肝炎ウイルスの持続感染機構の解明や肝疾患における   

病態の進展予防及び新規治療法の開発等を行う本研究事業は、国民の健康の安   

心・安全の実現のために重要である。  

疫学研究では、輸血副作用に関連したサーベイランスシステムの構築・情報   

ネットワークの基盤の確立が行われ、基礎研究では、複数の新たなHCV侵入阻   

害機構の解明が進み、臨床研究では、治療効果に影響する宿主側及びウイルス   

側因子の同定が進み、ペグインターフェロン及びリバピリン併用療法のより精   

度の高い治療効果予測が期待され、テーラーメイド治療のための条件が着々と   

そろってきている。  

今後とも限られた研究費の中で、肝炎治療実績の大幅な改善につながる成果   

の獲得を目指し、緊急的に実施すべき課題と継続的に実施すべき課題のバラン   

スを考慮して、研究課題及び研究規模の設定を行うことが重要である。  

（9－3）新型インフルエンザ等新興■再興感染症研究  

新型インフル工ンザ等新興・再興感染症研究事業は、新型インフルエンザを   

はじめとした多岐にわたる新興・再興感染症を対象としているが、対策の実施   

に必要とされる行政的なニーズに基づいた優先度が高い研究課題について適切   

かつ確実な実施を図っている。  

平成21年度は、新型インフル工ンザ（A／H川1）の発生をうけ、その対策の基   

礎となる研究の推進を図ったところであるが、その結果、「インフル工ンザ脳症   

ガイドライン改訂版」の策定やワクチンの接種回数及び学級閉鎖に関する科学  
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的な根拠の提供など、今般の我が国の新型インフル工ンザ対策に直接資する研   

究成果が得られた。また、麻疹根絶への取り組みは、これまで本研究事業の成   

果が大きく貢献しており、現在も麻疹排除の達成のための効果的な対策を行う   

ための科学的な根拠を提供し患者の減少に貢献するなど、感染症対策の再構築   

に関する部分lこおいても多くの成果をあげている。  

一方、①研究対象となる感染症の種類、②臨床分野（基礎から応用、自然科   

学科から社会医学まで）、③短期的・長期的に必要とされる行政的ニーズなどは   

幅広く多岐にわたっており、年度途中に緊急で対応するべき課題が生じること   

もあり、今後とも、限られた研究事業の中で、緊急的に実施すべき課題と継続   

的に実施すべき課題の両者のバランスを十分に考慮して、適切な研究課題及び   

その研究規模の設定を行うことが必要である。  

（10）こころの健康科学研究   

近年、社会的関心の高いこころの健康問題は、精神疾患、発達障害や自殺と   

いった領域に加え、アルツハイマー病やパーキンソン病などの神経分野に亘る   

広範な領域と関連しており、基礎研究から臨床研究に亘る総合的な研究成果を   

国民の安心・安全のために還元していくことが期待されている。こうした背景   

を踏まえ、精神分野と神経・筋疾患分野が連携を図り、社会的に要請の高い様々   

な課題に対して質の高い研究成果を出していくことを目標としている。  

精神分野では、依然として入院患者の多い統合失調症やストレス社会の中で   

増加しているうつ病に加え、社会的関心と需要の大きい犯罪被害者や災害被災   

者に対するこころのケアの問題、ひきこもり等の児童思春期の精神保健の問題、   

自閉症やアスペルガー症候群等の広汎性発達障害等、克服すべき疾患と課題が   

山積している。さらに、平成17年度から「自殺対策のための戦略研究」を開始  
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した自殺問題、平成17年に施行された心神喪失者等医療観察法など、近年拡大   

しつつある行政的な課題に直接的に対応した研究も多く、例えば、認知行動療   

法の実施マニュアルの作成などの成果があり、本研究事業は施策推進の根拠を   

示すための重要な役割を担っている。  

神経・筋疾患分野においては、脳の役割という観点から、神経・筋疾患の病   

態解明から予防法や治療法の開発まで、多くの成果があげられており、例えば   

筋ジストロフィーでは新たな治療法の開発を進めるなど今後の研究の発展が期   

待される。また、論文、特許等についても多くの成果が上がっており研究費が   

有効的に活用されているといえる。  

今後、国民の健康に占める「こころの健康問題」の重要性が更に高まってく   

ることは間違いなく、今後とも、こころの問題、神経・筋疾患の多くの課題に   

対し、心理・社会学的方法、分子生物学的手法、画像診断技術等を活用し、病   

因・病態の解明、効果的な予防■診断■治療法等の研究・開発を推進していく   

ことが重要である。  
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＜Ⅳ．健康安全確保総合研究分野＞   

健康安全確保総合研究分野は、「地域医療基盤開発推進研究事業」、「労働安全   

衛生総合研究事業」、「食品医薬品等リスク分析研究事業」、「健康安全・危機管   

理対策総合研究事業」から構成されている。  

表6「健康安全確保稔合研究分野」の概要  

（11）地域医療基盤開発堆進研究事業   

本研究事業においては、豊かで安心できる国民生活を実現するために、生命・   

健康のセーフティーネット確保に関する研究、地域密着型医療の促進に関する   

研究、根拠に基づく医療に関する研究、医療現場の安全確保のための研究、地   

域医療で活躍が期待される人材の育成■確保に関する研究等を実施している。  

本研究事業においては、医療制度の改革に向けた医療機能・医療連携体制・   

目標となる評価指標、チーム医療の推進等の基礎資料となることが期待される   

成果が得られており、また、医療分野における情報システムの基盤整備や遠隔   

医療技術等の開発に向けた研究の推進により、医療安全・質の向上、効率化に   

繋がると考えられる。  

今後、医療を取り巻く環境が、少子高齢化の進展や医療ニーズの多様化・高  
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度化により大きく変化していく中で、新たな医学・医療技術や情報通信技術を   

活用し、効率的な医療提供体制の構築と良質な医療の提供を実現するため、引   

き続き研究を推進する必要がある。  

（12）労働安全衛生総合研究事業   

労働災害は長期的には減少してきているが、今なお死亡者数は1，000人を超  

え、被災者数は約54万人にも上っている状況にある。このような中、国民的課  

題の一つである労働者の安全と健康の確保を図るため、本研究事業は、労働安  

全衛生行政における施策の具体的検討に資する基礎資料の収集、分析、また、  

現場における労働災害防止対策の実施に活用可能な技術等の開発を担うもので  

ある。   

平成21年度の研究においては、転倒事故が社会問題化している基礎工事用大  

型建設機械の不安定化メカニズムの解明、労働者の熱中症予防対策としての暑  

熱ストレス別■作業強度別必要水分補給量の予測表の作成、粉じんばく露防止  

対策としてのリアルタイムの濃度把握手法の開発など、行政施策の推進に必要  

とされる重要な成果をあげている。   

引き続き、行政課題に対応した科学的知見の集積を計画的に推進する必要が  

ある。  

（13）食品医薬品等リスク分析研究事業   

食品医薬品等リスク分析研究事業は、「食品の安心一安全確保推進研究領域」、  

「医薬品一医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究領域」、「化学物質リ  

スク研究領域」から構成されている。   

それぞれの研究領域の内容は次のとおりである。  
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（13－1）食品の安心■安全確保推進研究  

食品の安心・安全確保は、第3期科学技術基本計画に位置づけられているほ   

か、偽装表示や輸入食品の安全性の問題など、国民の関心が極めて高い。食品   

安全行政は平成15年以来、科学に基づく行政に特に重点を置いているが、その   

中で厚生労働省はリスク管理機関と位置づけられており、本研究も食料供給行   

程（フードチェーン）におけるリスク分析に基づく安全確保に資する根拠作成■   

収集のために推進してきているところである。  

食品に関する研究は、微生物や化学物質など分野が幅広く、また、遺伝子組   

換え技術など新たな課題への対応が必要であり、絶えず最新の科学的知見を得   

るための研究が必要である。平成21年度においては、BSE対策、モダンバイオ   

テクノロジー、アレルギーなどの国民の関心の高い研究に加え、食品中のウイ   

ルス制御や食品添加物の安全性など、国民生活に影響の大きい研究を推進し、   

添加物の新たな安全性試験法の開発等の成果があった。また、リスクコミュニ   

ケーションに関する研究も行い、情報提供ツールの開発など、国民が食品安全   

に関する情報の理解を深めるための研究を行った。  

引き続き国際的な研究動向・基準等の作成状況を踏まえ、食品の安全確保の   

根拠となる研究を、様々な角度から推進していく必要がある。  

（13－2）医薬串・医療機器等レギュラトリーサイエンス抱合研究   

本研究事業は、薬事法や麻薬及び向精神薬取締法等め規制の対象となってい   

る医薬品、医療機器等の安全性、有効性及び品質の評価、市販後安全対策、血   

液製剤・ワクチンの安全性・品質向上、及び乱用薬物への対策等を政策として   

実行するため、科学的合理性と社会的正当性に関する根拠をもって必要な規制   

を整備するための研究を行うものであるノ。  
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平成21年度においては、再生医療技術の安全性・有効性等を確保するため、   

これまでの知見も踏まえ、今後実用化が予想されるヒト体性幹細胞加工医薬品   

などに係る指針案の中間報告を作成した。また、迅速かつ適切な承認審査業務   

の推進のため、最新の知見をもとに、経口糖尿病薬、抗うつ薬、診断用放射性   

医薬品について、実効性ある臨床評価ガイドラインを作成した。  

今後、臨床研究や橋渡し研究の推進にあわせて、レギュラトリーサイエンス   

の考え方に基づく研究の推進と、その成果の承認審査への応用を強化すること   

や、薬害肝炎事件の教訓を踏まえ、医薬品等の市販後安全対策総合戦略に関す   

る研究の充実を図るとともに、血液製剤・ワクチンの安全性・品質向上対策等   

の観点から研究を進めることにより、医薬行政全般にわたる取組の強化に取り   

組んでいく必要がある。  

（13－3）化学物井リスク研究  

化学物質リスク研究事業は、化学物質を利用する上でヒト健康への影響を最   

小限に抑える目的で行う種々の行政施策の科学的基盤となる事業であり、その   

成果は化審法など化学物質を安全に使用するための法規制等に活用するほか、   

食品、医薬品、消費者行政など他の行政分野、また新たな知見の発信や新たな   

ガイドラインの提案などの国際貢献にも活用される。  

本研究事業では、ナノマテリアルの体内動態に関する知見集積や毒性評価の   

ための試験手法開発、動物試験削減にも資する新規試験法ガイドライン化のた   

めの検証などの成果がある。このほか有害性評価手法の迅速化・高度化に関す   

る研究、胎児や子どもなど化学物質に対して脆弱と考えられる集団に特有な有   

害性発現メカニズムの解明や健康影響についての調査研究などを通じ、既存の   

化学物質や新規素材の有害性評価推進に寄与するとともに、化学物質の有害性  
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に関する新たな懸念に対する科学的解明の役割も期待されている。  

日々の国民生活に利用される化学物質の有用性を踏まえ、今後もこれらを安   

全に利用するために必要なt」スク管理を国際協調にも留意しつつ継続的に進め、   

国民生活の安全確保を図る必要がある。  

（14）健康安全・危機管理対策絵合研究事業   

本事業では、安全・安心な国早生活を確保するための研究を実施している。   

国民生活の維持に必須の水安全対策に関しては、水道水質に関する多面的な   

研究により得られた知見を水道水質基準の逐次見直し等に反映させたほか、水   

道水の配水過程における水質の変化や浄水処理システムの要件の明示、気候変   

動による水質等への影響に関する知見が得られた。生活環境安全対策に関して   

は、公衆浴場等における浴槽水のレジオネラ属菌の検査方法等の衛生管理手法   

の開発、シックハウス症候群の実態調査（要因分析）及び診断基準の妥当性の   

検証と改善点の整理、地下街における環境衛生の現状と課題、建築物の用途別   

の維持管理の必要性等を明らかにした。さらに、健康危機管理としての初動期   

医療の提供に閲し、NBCテロ発生に対する医療体制及び広域災害医療体制の改善   

について検討した。また、NBCテロ対策については、テロ発生時の被害想定や世   

界的な健康危機管理の観点からのテロ標準対応手段の検討を行った。改正国際   

保健規則への対応体制構築のため、日本における今後の方向性について提言し   

た。加えて、健康危機発生時の多職種間の連携のためのE－ラーニング教材作成、   

情報システムによるサーベイランスの構築等を行った。  

以上、本事業は健康危機発生時の対応及び平時の体制整備に関する研究を実   

施しており、国民の健康を確保するために極めて有用である。  
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2）終了課題の成果の評価   

原著論文等による発表状況  

今回個別の研究成果の数値が得られた583課題について、原著論文として   

総計15，848件（英文12，646件、和文3，202件）、その他の論文   

総計7，512件（英文1，040件、和文6，472件）、口頭発表等総計   

25，213件が得られている。表7に研究事業ごとの総計を示す。  

厚生労働省をはじめとする行政施策の形成t推進に貢献する基礎資料や、治   

療ガイドライン、施策の方向性を示す報告書、都道府県への通知、医療機関へ   

のガイドライン等、施策の形成等に反映された件数及び予定反映件数を集計し   

たところ265件であった。   

課題ごとの平均を示したものが表8である。原著論文27．2件、その他論   

文12，9件、口頭発表43．2件であった。  

なお、本集計は平成22年6月16日時点の報告数を基礎資料としたもので   

あるが、研究の終了直後であり論文等の数については今後増える可能性が高い   

こと、分野ごとに論文となる内容に大きな違いがあること、さらに研究課題ご   

とに研究班の規模等に差異があることなども考慮する必要がある。  
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表7 研究事業ごとの成果集計表  

その  
原著  学会  

論文  
他の  

発表   
その他の成果  

論文  
集計  

課題  
特許の  

研究事業名  普及・  

数  
出願及  

啓発活  
合計  合計  合計    び取得  

状況（件  

数）   

行政施策研究分野   

行政政策   23   594  125   870   5   5   58   

厚生労働科学特別研究   17   15   59   53   0   2   17   

厚生科学基盤研究分野   

先端的基盤開発   46  1788  308  3296   126   4   50   

臨床応用基盤   30   574  357   653   15   7   66   

疾病・障害対策研究分野   

長寿・障害総合   40   629  320  1245   41   22   96   

子ども家庭総合   5   337  208   492   18  1027   

第3次対がん総合戟略   55  2594  1721  4162   78   13   179   

生活習慣病・難治性疾患  
176  4466  2464  6503   107   27   531   

克服総合  

感染症対策総合   40  2388  517  3662   37   45   101   

こころの健康科学   20   561  541   859   5   13   303   

健康安全確保総合研究分野   

地域医療基盤開発推進   40 245   124   438   3   10   33   

労働安全衛生総合   4   2   5   

食品医薬品等リスク分析   68  1354  635  2500   30   62   297   

健康安全・危機管理対策  
19   293  119   432   35   29   

総合  

合計   583  15，848  7，512  25，213   450   265  2，792   

注：集計課題数は、平成22年6月16日時点において成果が登録された課題数のことを指す。  
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表8 研究事業ごとの1課題あたり成果平均  

普及・  

その  
集計  

施策へ  

他の  
学会  

特許  
啓発活  

研究事業名  課題  
論文  

発表  の反映     動（件  

数   
（件数）  

数）  

平均  平均  平均  平均   平均   平均   

行政施策研究分野   

行政政策   23  25．8   5．4  37．8   0．2   0．2   2．5   

厚生労働科学特別研究   17   0．9   3．5   3．1   0．0   0．1   1．0   

厚生科学基盤研究分野   

先端的基盤開発   46  38．9   6．7  71．7   2．7   0．1   1．1   

臨床応用基盤   30  19．1  11．9  21，8   0．5   0．2   2．2   

疾病・障害対策研究分野   

長寿・障害総合   40  15．7   8．0  31．1   1．0   0．6   2、4   

子ども家庭総合   5  67．4  41．6  98．4   0．2   3．6  205．4   

第3次対がん総合戦略   55  47．2  31．3  75．7   1．4   0．2   3．3   

生活習慣病・難治性疾患  
176  25．4  14．0  36．9   0．6   0．2   3、0   

克服総合  

感染症対策総合   40  59．7  12．9  91．6   0．9   1．1   2、5   

こころの健康科学   20  28．1  27．1  43．0   0．3   0．7   15．2 

健康安全確保総合研究分野   

地域医療基盤開発推進   40   6．1   3．1  11．0   0．1   0．3   0、6   

労働安全衛生総合   4   2．5   3．5  12．0   0．3   0．5   1．3   

食品医薬品等リスク分析   68  19．9   9．3  36．8   0．4   0．9   4．4   

健康安全・危機管理対策  
19   7．0   3．0  10．6   0．0   0．9   0．8   

総合  

合計   583  27．2  12．9  43．2   0．8   0．5   4．8   

注：集計課題数は、平成22年6月16日時点において成果が登録された課題数のことを指す。  
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5．おわりに   
平成21年度の厚生労働科学研究費補助金の成果を評価した結果、研究事業  

の成果は適宜、学術誌に掲載されるなどされており、終7課題に関する集計で  

は15，000件以上の原著論文がある等、学術的な成果が示されており、施  

策への反映について、終了課題に関する集計では265件あり、行政課題の解  

決に資する成果を挙げている研究事業があるものと評価できる。   

公募研究課題については、行政的に必要な研究課題が公募され、新規分と継  

続分合わせて応募課題数の52．9％（1，548／2，924）が採択・実  

施されており、必要性、緊急性が高く、予算的にも効率的な研究課題が採択さ  

れ、研究が実施されていると考えられる。研究の成果を踏まえた研究事業■課  

題の見直しも行われており、効率性は高いものと考えられる。   

評価方法についても適宜整備されており、各評価委員会の評価委員が各分野  

の最新の知見に照らして評価を行い、その結果に基づいて研究費が配分されて  

おり、また、中間評価では、当初の計画どおり研究が進行しているか否か到達  

度評価を実施し、必要な場合は研究計画の変更・中止が決定されるため、効率  

性、妥当性は高いと考えられる。   

いずれの事業においても、行政部局との連携の下に研究が実施されており、  

政策の形成、推進の観点からも有効性はあると考えられるが、国民の健康・福  

祉の向上に一層資する研究がなされるよう、今後とも研究成果の的確な評価及  

び評価結果を踏まえた研究の推進を図る必要があると考えられる。また、研究  

成果の報告をWEB上で一般に公開するシステムが構築されているが、研究成果  

が活用されるよう成果の発表会の拡充等の取り組みも今後の課題と考えられる。   

厚生労働科学研究費の性格上、．学術的な成果と施策の形成への反映等の行政  

的な貢献の二つの観点からの評価が必要である点に十分留意する必要があるが、  

今後は、行政施策に反映できる成果に事後評価の重点を置くべきであり、そう  

いった観点から、評価についての検討を今後も進める必要がある。  
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厚生労働科学研究費補助金の成果表（平成21年度）   



特  

年度  
原著論文  

く件）  

研究課頒名  研究事案   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  和  
始了  文   

得   

本研究では、保育の貫に舶する欧米清  今日．保育環境や保育課程の検討，保  
園ならびに東アジアにおける国際的政  青の賞の向上と保育者の資質向上のた  
策や学術研究動向を調査し検討した。  めの研修のあり方が課題となっている。  
また、保育の質と評価に関する意雄が   

保育環壌の貫尺度の  政策科学絶   日本保育学会にて保育の賢と評価に関   

に関する調査研究   開発と保育研修利用   19  21    秋田 さ代美  
研究〉  れているSICSに基礎をおきつつ日本独  検討することが可能であった。保育の質  験から振り返る保育プロセス一明日の  向上を図る際に有効であろう。また、欧  四大会2り。  

白の尺度を晩発した点、保育者の専門  米語国で開発された尺度の導入にとど  
的発達と促進に関する理論的知見と実  まらず、台湾を中心に共同研究を進める  
践的知見を提供している点で意義があ  ことで、アジア諸国への乳幼児の保育・  
るだろう。   教育分野での支援に活かせるだろう。   

産後早期退院と助産師による早期新生  
児訪問に関する調査に関して、領外国  産後ケアの研究は、包の妊産婦ケアセ  
の早期退院に関する調査、産後早期退  

次世代育成支緩政策  政策科・早総  子青て支援のひとつとして「産後育児支  
における産後育児支  合研究（政  援体制」のプログラムを評価し．地域に  
捷体制の評価に関す  

る研究   研究）   
リ方の考察をした。  ポートシステムを整え、それに伴う人材  事業ガイドライン／2り作成への委員（厚  の基盤資料となることが推測される。す  み、育てる’‘日本初、産後ケアセンター  

育成プログラムの作成が必妻であること  
が判明した。今後日本でも．早急に早期  施設の開設率備が始まっているところで  
退院が推進出来る仕組みを作る施策を  ある。   
扶桑した。   

当研究成果1ま、以下の点で、政策の 効果評価方法の発展と評価の推進に  
の ることができ 当研究成果は、地域特性と現場マネジ  

メントを鑑みた政策立案の推進に貢献  
自治体・保険者の保  貢献す期待る。例えば、健 診結果と医療関係雇用や医療・介護保  すると考えられる。ちなみに、当研究成  

健医療・介護福祉施  政策科学総  陰干◆－ケ統合にてフォローアップし、健康  当研究成果は、医療・介護・健診の枕  
策tこおける継親的検  

証と計画のための統 合的データ基盤構築  
研究）   

適正化計画など医療の資源配分と質・  
とその活用に関する  健 効率性の管理・計画への活用．地域別  
研究   た、医療 特性を踏まえた病床数以外の適正な巨  

把握や、終末期医療の費用構造・診療 動向の実態把握と関係諸施策との関連  標檀設定やその昔理に活用されること  
の把握が可能となる。   どへの通用が可能と考えられる。  が期待される。   策の推進などへの貢献が考えられる。   

平均在院日数が何によって短編化され  
てきたかはこれまで明らかでなかった  
が、増便分化による在院日数の短鑓、  
介護保険導入の効果、などについてそ  

医療・介護制度にお  政策科学偲 合研究（故  の効果を定量的に明らかにしている。ま  
た、平均在院日数の短絶化は医療真の  

ける適切な捷供体制 の構築と貴用適正化  特記事項なし。   特記事壊なし。   3  0    0  6  3  0  ○  0   

に関する実証的研究   研究）   明らかにしている。また、人的資源確保  
に関して、働き方や介護事業の種類を   
区別すると介護職者の離職率が必ずし  
も高くないことが示唆された。これらは医  
療纏済学分野における極めて新規性の  
高い分析縮果である。   
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特  
原著論文  

年度  （件）  

研究課姓名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
名  

開結  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  包 内  国 際   願 取  

得   

各檀の生活習慣ガ医療貧に及ぼす彰  
響などについて、これまでに英文論文を  

6編発表し、さらに3編を現在投稿中で ある。論文は、Pr8V8ntn〃〉rn8dicinoや H 
政策科学腰  08仙PdjGyなどの一漁訊こ掲艶され、 国内外で大きな注目を▲めている∴本   

す影凱こ関する研究  
生活習慣■健診結果 謹  19  21   合研究（政  辻 一郎  を14年以上にわたっで追跡しており、こ のテーマに関する世界最大規模のコ  

ホート研究として高く評価されており、今 後さらなる学術的発展性が期待されて  
を検討することが可能となった。  

いる。   

○従来の庫書続計について1CFの見地 のの ○障害者制度改革に関する検討の中  
から改善必要性（活動・参加の範 歯拡大、活動のー実行状況」と「能力」．  で、陣書の定義、障害者に関する統計  

r昔書的自立」と「限定的自立Jの区別、  
のあり方等を検討する際の基捜資料と  
なる。○国連障青春権利条約の規定の  

等）が明らかになった。OJCFに基づく障  我が国における実現状況についての現  
政策科学総   書児・着生活機能実態調査（4．306名）   

「生活機能」のコード  19  21    上田 敏  

活用の普及のために効果的である。○ WHOも1CF使用の新規としているICF  
の他臨床欄面でのコード化のための課 憶を明らかにしたことは、ICFの臨床的  
活用法の研條や 

「共通言請」としての活用、統計上の活  

、マニュアル作成に生  
用について蕉5【司厚生労働省社会保障  

かすべき内容が明らかとなった。   審護会統計分科会生活機能分類書門  
となった。  至■会（20年12月17日）にて発表した。   

医療ネグレクトがわが国においても少な くない現状を明らかにできたことで、医 療ネグレクトヘの対応体制を構築するこ  
との必要性を裏付ける根拠を示すこと ができた 

医療ネグレクトにおけ   政策科学総   
る医療・福祉t司法が  合研究（政  。医療ネグレクトの法的論点を 整理するとともにヘルスケア・ネグレク   

20  21    吉本 信也  
方に関する研究  研究）  8  0  28  0  3  0  0  0  0         トとい‾概念を捷唱した‾とは医療ネグ  思われる。家庭訪問時に要支援家庭を  わが国で初めてのものであり、医療ネグ  成された この手引きにより 医療ネグ  日）。また、朝日新聞かbも取材を受け   

と思われる。   供できたと思われる。   いる。どちらの手引きも現場で大いに役 立つのとえられ 示し得たと思われる。母親のうつ尺度得 点が書児経過申に大きく変化することを 示したことは、青児中の母親のうつ状態 を検討する上で参考となる知見を示した  
も考る。   

政策への反映案総括：園児1人当たり  
の保育室面積など保育所・幼稚眉・認  

保育・生活場面の展  
定こども園による違いが無かったことか  

、クb   政策科学総   ら、それぞれの設置基準tこついて統合   

保育施設環境の所要  研究）  20  21    佐藤 将之  
規操に関する研究  力 

は、多様なスケールの空間を提供すべ  た、   

きである．   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課鵜名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門明・学術的観点からの成果   名  
臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

納経  和  
始了  文   

待   

高齢者住宅には機能が異なる二つのモ  
デルがあることを明らかにした。利用者  
負担は、都市部を中心にフローベースで  
みると厚生年金モデル層にしか対応で  

市場性を備えた良質  きていないことを明らかにした。2025年  

な高齢者住宅の供給  政策科学総 合研究（叔  

既存建物を高齢者住宅に転用する揚合  
における高齢者住宅の整備科を検討す  

とケアサービスの附 帯のさせ方に関する  の法的留意点を整理した．既存ストック活 用を図る際の手引きを整理する際の基  3  0  0  0  6  0  0  0  0   

研究）   用の対象となる可能性が高い高齢者  礎貧窮となると考える．   の試算をするための手順として活用可  
研究   （独居、夫婦のみ世帯で要介護1以上、  能である．   

施設利用を減算）敷を試算し、市町村阜  
位で高齢者住宅需要が異なること、財  
政支援すべき高齢者住宅の割合が異な  
ることを明らかにした。   

本研究の成果は、各産業部門に対する  

本研究ケノレープで開発した分析モデル  本研究では、産業連朋データに関する  

（「内部乗数＝外敵象赦の産業連関モ  

政策科学総  デル」）を用いて、産業部門閥の生産波  
様々な筒性点を明らかにした。例えば、 医療用機械等具の計上範囲が限定的  

医療と介護・福祉の  であることや、医療く国公立）部門の波  

及効果が過大に推計されること等であ  産業連関に関する分 析研究  21  21   合研究（政 策科芋推進 研究）  宮澤健一     及の綾路をより詳椰に捉えた。また、産 業連関データの再集計により、医療・介 護 ・福祉関連部門の生産波及と兼用誘  る。今後、これらの間嶺点について関係  

発の効果を経営主体別にまで細分化し  省庁に改善を求め、より利便性の高い  

て明らからにした。   
ら社会保障へ支出の比重を移すことは、  

産業連関データを開発していく．  

地域の手書て支援と  
しての一時保育事業  政策科学総 合研究（政  単著「地域の住民による一時保育と親  吉田正幸『遮育』pp．25、2010に成果が  

の学習機能に関する  の学習－ファミリー・サポートセンター  掲載された。平成21年厚生労働科学研  
研究－ファミリー・サ  なし   なし  究政策科学推進研究事案公開シンポジ  

ポートセンター事業  研究〉   教書学会』策45号、日本社会教育学会  ウムパネリスト、KDDtホール、2010年2  

に着目して－   
発行21年（査軌付き）   月24日。   

本研究班は、統計法が60年ぶりに改正  
される中で組織された。新統計法下でも 人口の的用で死  

日本医学会社会部会の平成22年4月28  
日開催のrJap訓一CDCく仮称）創設に閤  

動態統計目外利申輔 亡データは利用可能であり、従来よりも 申請から許可までの時間の短籍が周ら  する委員会」で参考人（アド／〈イザー）と  

るための基盤整備を食現に置いて研究 がすすめられた して、本研究班の概要について説明し  

れていた。しかし、疫学研究・臨床研究  た。本研究班で検討した死亡者データ  
死亡統計データべ－  政策科学総 合研究（統  の更なる推進を通じて、国民の保腱・医  ベースくNDl）導入の意義、必要性につい  

スの作成とその研究  特にありません。  て説明した。平成22年2月9日の平成21   
利用のあり方に附す  療・福祉政策に寄与するためには、米国 等で導入されている死亡者データベー  年度厚生労働科学研究統計情搾総合  
る研究   研究）   スの意義、王事性は極めて高い。その  研究講演会「厚生労働統計の活用につ  

点を、現制償の中で、文献、コホート研  いて」で研究成果の概要を報告した。平  
究の実態、目的外利用中細こよる美  成22年1月9日の国際疫学会西太平洋  
態、さらに、米国等における調至など、  地域学前会：動こおける日鎧セミナーで、  

多面的に明らかにしたことの意もは撞  本研究測王顧問の児玉和紀先生が研究  

めて高い。   
成果の概要を報告した。   
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持  

年度  
原著論文  

（件）  

研究諌地名  研究事業   研究者代表者氏  名  書門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的鰯点からの成果   その他のインパクト  出  

開†錦  
名  

和 文  英 文  
姶了  等   

得   

1．統計調査データの二次利用促進に  
関する桟討についてこ歯科領域J＝おける  英国における厚生労働関連統計の現状  
厚生統計調査データとNHANES統計調  に関する研究では、国営医療サービス  

査データの利用状況を現生した。2，統  制度（N帽）を持つ英国における厚生労  
計調査データの現状に関する研究につ  

厚生労働統計調査の   政策科学総  20  21   合研究（統 計情報総合  大山 篤       いて：8つの厚生労働統計調査の現状 を杷堰し、統計調査の精度に関する課 矧こついて考察した。さらに歯科関連の   
利用に関する研究  研究）  、を行った また 4厚生労働統計調  案された  についての 細をEGOHID  る  調 の 無およぴl細を、Of6c8  者として研 成果を発表した。また、本        J一生労働統針調査に蘭する丁一夕リン  

ケージの観きをまとめ、目的外利用申  
請方法について検討した。3．国民や医  また、厚生労働統計調査の捷供申出に  
療従事者に対する厚生労働観計測査枯  関する検討では、官庁統計の個票デー  
果の什報提供方法について横討を行っ  タの目的外申汁書類の作成および手脹  

た。   
も活用可能である。   等に閲する鎧験をまとめた。   

保健医療政策として国際医療協力を椎  
逢するためには不可欠である、国際医  
療協力に携わる人材の養成のあり方を  
体系的に整理すると共に、国際会軌こ  

地球規模保  おける効果的インターベンションのあリ  
国際会議における効  健課塘推進  方について詳祁な検討を実施し、それら  

の人材を効果的に活用するための膿言  
国立保健医療科学院における人材育成  

果的インターーペンシヨ ンのあり方に関する  該当なし。  研修において、研究帆で得られたコンビ ン 
テシーモデルを参考にした研修が捷  0  2  0  0  ‖  8  0  0  0   

研究   類推進研  なった。会報を主導する場合において  
は、会津目的を理解し、リーダーシップ  

供されるようになった。   

究）   を発旛すると共に、参加者の意見を聞く  
許容力、行動計画立案．行動計圃への  
適応、状況分析、厳時機簗、情報発信、  
そして社会システムへの反映が順に王  
章である。   

研究分担者（藤井）は、岡崎市長からの  
依頼を受け、牛の生食を捷伏している飲  

性大腸菌の平行進化のメカニズムを明  研究分担者（林）は、腸管出血性大腸菌 0157のゲノム多様性の原理、腸管出血   
地球規模保   
健洗場推進  らかにしたbこれらは、病原菌の進化・   

るための多角的研究  医学協力研  
グローバル化する椰  21  21    酉調1光昭  

るという観点から棲めて王要な国腋的  た0157感染症の急性脳症の診断には  

究）  とが証明できた。結集は厚労雀の担当  
た さらに この岡l喝市保健所の取り粗   

外で広く利用されることが期待される。   離法の開発、さらに感染予防や治療に 関する研究開発の情報基盤として国内  
重労働省への要望事項にも盛り込まわ るよれた 

う要請さ。  た。   

結核菌特異的抗原ぺブタイドー25による Tレセ アジア諸国の医療従事者にとって有用  
細胞プターを介した刺激こより活 性化される新規転写因子としてTAF7を  リウマチ等の自己免疫疾患に対し抗 TNF治療剤を用い治療し、結橡の発症を 誘発したとしても統轄検温が有効に作用   な臨床的検査技法の開発・改良がなさ  

地球規模保   
抗酸菌感染症への国   非緒超性杭政吉症の診断・治療・重症    れ、技術移転のための共同研究樹立に  マスコ＝等で取り上げられたことはなかつ   
21  21    牧野正彦                  l  23  0  0  81  28  0  0  0     健課魅推進   同定した。TAF71おFN－g且－nⅣ伯遺伝子座       ロ する‾とを見出した北恵株結核菌k団   向けた体制確保の足厨めがなされた。  た 日米合同会l萎を公開し120名以上  際的学術千載を目指    研究（国際   のクロマチンリモチノングを誘導可能で  構造を匪生年コフォート解析すると 若  附こ関するカイドラインの作成を試みた  日米合同会津で研究成果が発表され、  の日本内外の抗酸菌研究者が一堂に  した基盤研究    医学協力研 究）   あった。8CG苗の染色体へ十分王の抗 原発現を扶導するための外来遺伝子の  今後の日本の杭政商研究をリ 

挿入を可搬とする強力なプロモーターを  
ター形成率を示した。   

力研究推進のための基盤が確立され  
抗政商ファージより同定した。   た。   
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年度  
原書論文  

（件）  

研究課贈名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開一審  和  
姶了  文   

待   

アルポウイルス研究においては、本州  
においてもダニ媒介性脳炎ウイルス陽  
性ダニが検出され、日本における北潟  

本研究においてはアルポウイルス感染  

遺以外の地域への侵入が示唆された。  症、ウイルス性下痢症、ウイルス性出血  

ウイルス性出血熱研究においては、3事1  
熱、狂犬病を中心に、特にアジアにおい  

地球規模保  混合抗原EUSAにより、多種類のげっ歯  て同地となるウイルス感染症につき、  
ウイルス感染症の診  健課旭推進  断、疫学および予防  （1〉診断法の確立と普及、疫学調査によ  

が可能となった。ウイルス性下痢症の研  り国内外における流行状況を解明する、  8  52  0  0  81  19  0  0  0   

に関する研究   医学協力研  究においては、ロタウイルスワクチンが  （2）各種病原体の解析をもとに病態形  

究）   血清型の壁を越えて有効に働いている  成機序を解明する、（3）ワクチン等予防  

ことが確認された。狂犬病研究において  治療法確立のための基盤を確立する．  

は狂犬病ウイルス西ヶ原株P蛋白はNト  
ことによりわが国の感染症対策に寄与し  

CE株P蛋白よりも効率的にSTATlの核  
た。   

内移行を阻止することを示した。   

コムギ胚芽無細膀タンパク賢合成系を  
用いたハイスノレープット抗原抗体反応ス  
クリーニンゲにより、新規マラリアワクチ  

地球規模保  ン候補抗原のスグノーニングがゲノムワ  
寄生虫疾患の病態解  健誅頚椎進  イドに可能となると考えられた。尿を検  

明及びその予肪・泊 療をめぎした研究  21  21    研究（国際 医学協力研  
該当なし   該当なし   該当なし   83  6  2  112  65  2  0  0   

究）   る。海外の流行地（脳裏虫症）ならびに  
）  

例患者溌見に大きく寄与する免疫・遺伝  
手緩査、診断法を活用できる。   

ベトナムにおける疫学調査の結果によ  H21年11月に米国ルイジ7ナ州バトン  
ベトナムにおける肥満関連疾農の疫学  ノレージュにおいて日米合同部会主催に  
調査、インクレテン分泌の検討、アディ  肥満関連疾患に対する対策は我が国を    よるシンポジウムを開催し、日本からは   
ボネクテンの意義、脂質と脳卒中との関  物性食品・ファーストフード・アルコール  はじめ世界中の多〈の国における健康  5人、米国からは10人、ベトナムから2人  

地球規模良  メタポリツクシンドロームの診断墓軋こ  
肥満関連疾患のフジ   究．高齢者における腹部脂肪と糖代謝  動重体下が栄養学的鯛主により明らか  ついては、学会・機構や各地域により診  る。日米越ベトナムにおける疫学的研究  の研究員からは主に肥満関連疾患の疫   

21  21   健課蛛推進 研究（国際 医事協力研  

対矧こ関する研究  究）   胞移胤こよる糖尿病など代謝疾患新餞  を、9．8％に顕性蛋白尿を、21，79小二末  になることで，診断基準設定に貢献する  果は東南アジアの医療問頒の解決に日  は主にベトナムにおける肥満関連疾患  
治療法の開発、などの研究を行い、国  梢神繰障書を、17．4％に網膜症を認め、  ことが期待される。   米が協力することを旨とする厚生労働行  の現状が報告され、活発に討論されれ  
際雑誌に発表し、肥満醐違疾患研壊の  欄尿病診断時点で糖尿病合併症の頻  政の国際医学協力研究書業の目的に  た。同時に開催された本パネルのビジネ  
発展に寄与し、国際的にも大きな反響を  合致するものと言える。   スミーティングでは今後の問題点などが  
待ている。   ナムの国家的医療政策の構築に貢献で  検討され、今後も日米超における研究を  

きた。  推進することが確認された。   

新規の尭がん物質として、内因性では  日中捻の環境での協力優先10分野に  
胆汁酸由来のDNA付加体を生体内から  遺伝子傷害性の解析から自生植物由来  
検出し、アジアで急増する犠最病の生  日米やアジア請国で増加する糖尿病や   のアリストロキ7酸仏人〉をバルカン腎症   関する行動計画には．大気汚染対や キ砂対策などが含まれている。大気粉   

「がんについて」（21年7月4日開催）にお いて「がんを知り 

、がんに挑む一研究 の壌から－」の演題で 
地瑠規模保   、及び第3次対が ん総合戦時研究事業市民公開講演会  

環境中の疾病要因の   健課懸推進  「がん撲滅に向けた新たな挑戦？これか  

21  21    中菜∵斉  
の解明に関する研究  医学協力研  

究）  らのがん研究の若き担い手へのメツ セージ？」（2010年2月27日開催）で 「PARPの発見からがん治療薬までの 

鰻 緯と今後の展開」の演簸で 
、環境中の発 がん要因によるがん発生の分子機機の  

可能性を示した。   する必要性を示した。   解明やその応用に粛する講演を行なっ た。   
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特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究課窟名  研究事業   研究者代表者氏 名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床麿観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開  和  
始   文   

得   

我が国におけるHⅣ／HCV、HlV／HBV重  
複感染の疫学と病態について明らかに  

主にアジアに蔓延す  地球規模保  アジアを中心とするB型肝炎、C型肝炎  我が国とアジア諸軌こおけるHtV感染症  

るウイルス性肝疾患  健課憺推進  におけるウイルス遺伝子型、変異と病態  とB型肝炎ウイルス、C型肝炎ウイルスと  

の制御に賀する為の  
日米合作的肝炎ウイ   医学協力研   との関性、またウイルス肝炎における マイクロ個困Aとの朋適性が明らかにされ  の王複感染症の実態が明らかになり、 現状を改善するためにとるべき方策の   
ルス基礎研究  究）  た。   

が広がっておりこれは非掛こ大きな医   方向性が明ちかにされた   対策のポイントが日米両国において確   
療問粗かつ社会間惣となっている。アジ  認された。   
ア（インドネシア、／くンケラデシュ）におけ  

るウイルス肝炎の実燈が洪重された。  

日米医学協力計圃で培った共同研究基 こ 
盤を柑、さらにアジアの研究者との協  
沸を推進し、HⅣ／〟DS制圧の為の研究  

我が国のHJV／〟DS及びウイルス性肝炎  
地球規模保  がなされた。ワクチン。新規薬湘開発に 有用な基礎的知見が得られた。また、今  

HtV感染症における  後問態となるHlV合併ウイルス性肝炎に  
は、葉書を端lこ発していることもあり、国  
の1点課題とすべきことがらである。日  

氷医学協力計圃を通じた米国との共同  9  44      44    0  0  0   

免疫応答の解析とそ の臨床応用に関する 研究  21  21   健課燥推進 研究（国際 医学協力研  研究をもとに、これらに感染した患者に  
究）   で、問凝を共同研の 檎裟がなされた。今後も、日米医学協力  よりより治療を捷供し、予後を改善させ  

計画を附こした活発な技術・人材交流 の継親・発展が、エイズを含めた感染症  ることが期待できた。   

制圧のために必須であることが再認識  
された。   

ている。   

今年度最大の間糎であった新型インフ  
急性呼吸器感染症、特に新型インフル  新型インフルエンザの知見は、21年11  

エンザの疫学・臨床像・親附こついて蛛  

急性呼吸巻感染症の   地球規模保   示された。これらの病態解析および動物 実験モデルから得られた研究成果は、   

帆する研究  21  21    森島 悦雄  鳥インフルエンザの分子疫学や季節性  用であった。果として国の新型イ ンフルエンザによる致命率は世男側に  
究）  

見てきわめて低いものであった。また、 細菌学的には近年増加傾向にある百日 咳産の分子疫学を明らかにした。正妻な  
られた。  課憧であるインフルエンザ菌の耐性機  た。   

序についても重要な知見を得た。   

平成21年12月24日間催にされた駕5回  
終末期に関する各檀用語（終末期・延 命 

・書厳・00し・緩和医療・医療的無益 等）に対する医師の知詳不足の間窟は  

r三先明の不備」として終末期の患者やそ の家族に及んでいる。説明不足が招く  
終末期の生活者の生   

明の不備」を根底から改善するため、終  
不完全な自己決定は、機能しない支裸   

捷マニュアル策定に  
関する研究  

21  21  厚生労働科  川島孝一郎  

教育にも、本ガイドラインとその解説編 はきわめて有効なツールといえる。また  
解説編では、各檀用語の任用の相＃と  

なる構成概念を解説し．1CF（国際生活 機能分類）の理念とともに生き方支援を 明示している。   る。   
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特  

年産  
原著論文  

（件）  

研究課僧名  研究事業   研究者代表者氏  名  書門的・学術的観点からの成康   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的横点からの成果   その他のインパクト  出  

聞l終  
姶了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   騎 取  

待   

重症救急傷病者の救命においては医師  
による傷病者発生現場からの適切な診  現在、隠病者の搬送は消防の救急葉蘭  
断と治療が王事である。これを病院前赦 護体制において実行しているのがドク  

ドクターヘリ、ドクター  
タ 

カーの実態を踏まえ た搬送受入基準ガイ  
0  0  0  0  0  0  0  0  0   

ドラインに関する研究   搬送が行われ．また救急隊員に出動基  
病院間連娩lこおいては、ドクターヘリ、ド クターカーの活躍が期待されている。こ  
のときにドクターヘリ、ドクターカーの出  ルコントロール体制の充実にも鼠がり、  
動基準ガイドラインを作成することは誠  共に救命率の向上に役立つ。   
に的を得た研究成果と言える。   

21年の総務省消防庁と厚生労働省の  

救急点者の受入阻難事案が社会的な 矧掛こなっているが、原因は救急医療 機関側だけでなく多様である。21年の総  
生状況と大きな差異は認められなかっ  

務省消防庁と厚生労働省の実態調僅か ら送と後の予等に関する  
救急患者の搬送・受  搬実態搬送後 調査結果から以下の結論を得た 

。①王   

制の評価に関する研  
特になし   特になし   0  0  3  0  3  0  0  0  0   

究   入実態と救急医療体    2†  21  昨生労働科 学特別研究  横田 裕行        症でも照会回数が少なくなる傾向は横 測されなかった。②搬送時間の決定要 因は、照会回勤の増加は賞知から収容  
までの時間であった。特に、現着から現  
覚までの時阻こ対する影響が明確であ  
る。③現着から現発までの時間が長くな ると転帰は悪化した 

。  の♯中化があったふ   

平成ヱ1年4月にまとめられた「菜箸再発  

本研究においては、現在は一部の医療  
平成21年4月にまとめられた「薬害再発  

縫関に限られている菜刑師の先進的な  防止のための医薬品行政等の見直しに  

活動を広く全国に普及させ、棟斗化する  
ついて（第一次提言）」において指摘され  

チーム匿軌二おける  こと、並びにそのような活動を担う薬剤  
たように，今後医某晶および薬物療法の  

薬剤師による副作用  安全性確保の上で、親臨・間島を問わ  

の早期発見及び発生 防止に関する諷査研  
様に、先進的な活動の状況とその施設  

重要なものとなることは想偉に難くない。  
究   の状況を関連づけ解析を行い対策を定  本研究により、今後菓奔1師がチーム医  

める研究はほとんど無く、本研究により  
療に貢卸するために必要な対策の方針  

得られた成果は非常に重要である。  
が明らかとなったことは極めて重要と考  

に社結するものと言える。   
えられる。   

HTLV－1母子感染力句ヶ月以上の母乳哺  
青で1了．7％と高率となること、症例数lま  
十分ではないが、3ケ月以内の母乳哺青  
や凍結母乳により母子感染畢を約3％ まで減少させることを明らかにした 

。また  
一次抗体スクリーニングで0．05－0，59％ のが生じため 

偽陽性る、ウエスタンブ  
染予防に射する研究   HTしV－Ⅰの母子惑   21  21  厚生労働科 宇特別研究  斎藤滋         ロット法による確認試験が必要であるこ  入れている。手た報告書を全国の分娩 施設、総合病院の小野軋保世所、都  

とが判明した。さらに確認試験を行なっ  

め、これらの症例に対するPCR法をも含  ても15－20％前後が判定保留となるた   

めたスクリーニング法ならびに哺乳法の  

選択を捷示するフローーチャートを作成し た。   
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特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究課惣名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  
始丁  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   廠 取  

待   

平成21年座に先生した新型インフルエ  

新型インフルエンザA  
ンザA〈HINl）への公衆衛生対応の状  
況について、保健所、都道府県等の本  

分担研究の一環として、「市町村新型イ  

（HINl）への公衆衛生 対応に関する評価及  

掲載された。また、新型インフルエンザ  

等学校等への数量的調査を行うととも  き試案I」を作成した。   
ンフルエンザ対策行動計画策定の手引  

び捷言に関する研究   に、対応した関係者等への責的諷査を  
究の成長が総告、活用されている。   

行い、その状況や課鰭を明らかにした   

臓署移植法の一部改正に伴い、新た  

に法的脳死判定及び臓嘉捷供が可能と なった15才未満の小児における「法的 脳死判定基鵡」及び「l遍死下農署捷供  

小児の脳死判定及び  
0  0  0  0  0  0  0  0  0   農碁捷快等に関する 調査研究  21  21  厚生労働科 苧特別研究  ■井英明      施設要件」を策定し、「厳暑提供者から 被虐待児を除外する手順、方法」を示し た 

。更に法的脳死判定の際、補完検 しいらの「血  に本研究班の成果が提出され、それを  
主とて用れる可能性ある瞳 のらかにした もとに法論が行われる予定である。   
流検査」測定精度を明。   

健診受診時と翌年の健診受診時のリス  特定保健指導の効果の評価法に蘭し  

特定保健指導の貰の  
確保・維持t向上のた  

ク要臼の変化によって、保健指導の効 果を定量的に評価するための方法論を 整理した 
めの支援方法の猿型 化及び評価手法に関  

する研究   異に影響を及ぼすいくつかの事由を明 らかにした。この分析法は、今後の保健  
指ヰの質の向上のための評価に役立  保険者等が保健相ヰの評価を行う際に  

つと期待される。   
役立つと期挿される。   り上げられた）。   

将来の厚生相学研究のあリカを見据え  
た先駆的な試みである「戦略研究」の新  本研究により得られた成果に基づいて、  

たなテーマを創出するとともに、研究支  
「子どもの健やかな成長を支えるための がれ 

緩のあり方を検討することによって、厚  厳略研究」捷茶さ、篤58回厚生科 早春王鶴会科学技術都会（平成22年3月  
生労働科学研究における戯時研究の－  
層の推進が図られることとなり、ひいて  特になし  25日開催）にて承諾の上、平成22年4月 に、戦略研究のための「フィージビリ  

と運営に関する研究   次期戦略研究の課怯   21  21  厚生労働科 学特別研究  黒川 許        は、行政的課聴として優先帳位の高い  テイ・スタディ」として以下の2つの課題の  

疾患・腱康陣書を標的とした予防・治療  
介入及び診療の質改善のための介入な  公募に至った。この公募のための各檀 書類（公募要項 

どの有効性が検証され、保健・医療施策  
、プロトコール骨子、申  

の立案に賀する科学的な臨床エビテン  請書）やプログラムについては、本研究  

スの創出に資する。   
の成果が活用された。   

「ハイリスク者への情報捷供」では、ハイ   
リスク者として什報を受け取る側が中心  「ハイリスク者への†青線捷供」研究グ  
となってパンフレットが作成され、これに  「自治体からの情報共有と提供」研究グ  本研究班では、「自治体からの件報共   ループが作成した「ぜんそくなどの呼吸  本研究班の報告書が作成された直後か   
よってハイリスク群に該当する人たちに  ループおよぴ「医療現場の医師の新型  有と提供」研究グループの成果として、  萎疾患のある人へ」、「地尿病または血  ら棟数のメディアからの取材があり、「自  

21年度策一四半期の  
おける適切な予防行動の定着に寄与で  インフルエンザの認知と実態杷堰」研究  （感染症危機管理発生時における報道  糖価が高い人へ」、「がんで治療中の人  治体からの情報共有と提供」研究グ  

新型インフルエンザ  きたものと考えられる。「自治体からの  グループにより，行政機関から医療椴醐  対応ガイドライン）を作成した。本ガイド  へ」、r妊娠中の人や授乳中の人へ」の4  ループの報告内容をもとに、2010年5月  

情報提供のあり方に   
対策実施を踏まえた   21  21  厚生労働科  安井 良則               0  0  0  0  0  0  0  0  0                                                    情報共有と捷供」では、行政機関のリス  への什報伝達の課麺について明らかと  ラインは特に公衆衛生機関が感染症危  檀類のパンフレットは、21年12月までに  25日何の毎日新聞記事（新型インフル     竿特別研究   クコミュニケーションの課馳について検  し、今後改善していくべき点についても  機先生時にどのようにマスコミに対応す  全て厚生労働省のホームページに掲載  エンザ：「自治体と情報一元化」厚労省  
関する研究  

征し 改善すべきポイントについて示し  示した。これによって、新型インフルエン  ベきかを明らかにしたものであり。今後  され、多数のアクセスがあった。また、そ  研究班、昨年の混乱巡り提言》や2010  

た。今後国と自治体との連携がとれた  ザに関する正しい理解を得た医療往事  広く全国の公衆衛生機島即こ活用され、  れぞれの各患者団体関係者により、情  年5月28日付読売斬鮒〈厚労省と自治体  
情報発信機糀の向上や、類似の感染症  春による診療体制の充実に繋がっていく  感染症危機管理に寄与すべきものとし  報誌、ホームページ、講演会等を通じて  「連携が不十分」・・・新型インフルで稔告  
の発生時において公衆衛生対策上適切  て、発信していく予定である。   情報を届けたい人に向かっての広報が  
な行動のとれる国民が増加することに  行われた。   
繋がっていくことが期待される。   

一8一   



特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課僧名  研究事業    研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l終  
名  和  

始了  文   
得   

新型インフルエンザ  
（インフルエンザ  

今回の新型インフルエンザ（ハ■ンデミック  本研究課矧こおいては、新型インフル工 ン応にけ「応「  

A／HIN18Wり先生  （州Nl）2川こおける国立感染症研究所、  

地方衛生研究所、検疫所、国立保健医  
ザ対おる検査対」感染者 調査」を中心に検討を行ったが、これら  

への検査、調査につ  療科学院の対応について検証・総括す   

休検査や感染者調査  
に関する今後の国と  いての準備及び初期 対応の総括と、病原  

礁、対応時のコミュニケーションが円滑  
し、報告することは，今後の対応の改善 と関係者間の認識や情報の共有におい  

地方との連携強化及  な対応には王賽であり、今後ともさらに  
ては非常に重要であると考えられる 

び対応能力強化に関  
改善すべき課越の一つと考えられた。   る。   

。   

する緊急研究   

今回流行した新型インフルエンザ  
新型インフルエンザ  新型インフルエンザ仏／HINl）の流行時  

に実施された検疫対策について検討し、  策3匝】新型インフルエンザ（A／HINl）  

対策における検疫の 効果的・効率的な臭  
対策総括会議（2010年4月28日）の資料  Q  0  2  0  6  0  D  0  0   

姐こ関する研究   る検疫の効果的■効率的な実施に資す  として参考にされた。   
るための捷言を行った。  は非常に困難であったことが示唆され  

た。   

検察官通報に関する研究では、1056例  
医療観察法入院前に精神保健偏祉法  

の通報例が得られ、前回2∝）1年康の調  
入碗となった事例では、検察から入院し 
た事例ではその後の対応も比較的円滑  

査結果と比較した。その結果、今回、総 数や女性の比率がやや増加し、診察未  で、医療観察法を視野に置いた運用が  

実施が増えていた。措置診察の結果、 蔓措モ糾0例であった。診断は、  
なされているようであったが、誓察から  

医療観察浅頭入後に  正接入院した事例では精神保健福祉法  
による入院期間が有意に延長していた 

者への対応に関する  おける触法精神障書  研究  21  2†  厚生労働科 学特別研究  吉住 昭        Fl：10．5％、F2：66．3％などで、F8の発達 障暑が増加していた。措置入院期Ⅶは  。 このことから、現場警察官へ医療観察法  0  0  0  0  0  0  0  0  0   

98．7±95．8日でその期間は短縮してい  の存在を伝えることの重要さが指摘でき  
た。据置入院の運用についてはマクロ  る。また措亘入院制度全般で見れば、  
の分析はあるが、このような辞細な事例  策四条および第26条による通稲件数な  

ごとの分析はなく、学術的観点からも成  
どは苦しく増加しており、通報制度の運  

案が得られた。   
用が変化していると考えられた。今後さ  
らにその重囲を分析する必要がある   

予防接種による副反応のモニタリングシ  
ステムは各国独自のシステムが存在す  
る。今回の新型インフルエンザの予価  
樺檀に対して、各国は．既存のモニタリ  
ングシステムなどを駆使しながら、独自  

冨u反応モニタリング  
の対応を行ったが、国内では、初めて棲 積善側から国へ直接有書事象が報告さ  

体制の検討に関する 研究  21  21  庫生労働料 芋特別研究  加藤達夫         れるシステムが行われた。予防接檀後 副反応のモニタリングシステムは 、濱外 にい 
国おて異なる。報告される有害事象 ワンの  
とクチと因果関係を直接的に判  
l折するのは困難であるが、包括的にモ  

ニダノングするシステムを、今後、確立  
するための参考となる。   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課矩名  研究事業 名  研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開t終  和  
始了  文   

待   

医療計画の9分野と精神医療の関係に  
ついて分析し、国民の心身の健康を網  

新しい精神科地域医  羅する葛十圃に刷新するための問鳩点を 理した 
療体制とその評価の  
あり方に関する予備  

画の改定時に影響を与えるものと考えら  0  0  0  0  0  0  ○  0  0   
者やがんや心臓病、l置卒中などの生活 習慣病の合併症がある愚者を受け入れ  

的研究   る薪院が不足していることが関係者から  れる。   

指摘されている。これらの課旭を陥決す  
るための浅点を整理することができた。   

新型インフルエンザの進行や重症化に  
ついての報告は多数なされているところ  

小児の雌息患児にお  である。更に、重症化が喘息患者ノJ、児 い  本年度のみならず来年度以謄のインフ  
ける新型インフルエン  
ザの1症化機序分析   21  21  厚生労働科  
のための全国調査及  宇特別研究  近藤 正美     に多ことも報告されてきたが王症化の 病態、喘息における1症化の機序等は 全く不明である。本研究は、この特に小 児の咄息における重症化の機序を解明   
び対応ガイドラインに  本年度のみならず来年度以時のインフ ルエンザの流行への対応にもつながる   

湘する研究  面からもたらすことが可能である。  不にしての し、発刊した。3．NHK等で報道された。   
し、さらに対応マニュアルを作成し発刊 したことにより、小児喘息患者が新型イ  
ンフルエンザに屠患したヰ合の王症化  
予防、王篤化の限止に大きく貢赦した。  

医療人的資源管理の同性は、単純に医  
医療人的資源の国際比1射＝関して、単   師や書孟蔓師の定員決定の問題だけでな  チーム医療や特定者凛師などの議論の  現在は．医師数看護師数、その他の   
純な放生的比較では、政策的・臨床的  く、医療従事者の役割や活動内容が王  進展と同時に、医師業務、看護業務の  定■に関しては、十分な根拠に基づい  
原意を得られず、各医療従事者の役割  垂であることを指摘した。医療従事者の  一部安貞針こ関する議論が進展してい  て呈出されていない部分がある。本研究  

国際比較を通じた医   
本研究に関連して、医療ITによって収集   

動や貫・安全性などの評価と合わせて  こ強く関係しており、実際に臨床現場の  インの策定において、基礎的な考察部  おいても、最低基準の策定や定A数の  されるデータの利活用に関する国際シン   

の最適化に関する研  
21  21  厚生労働科  秋山 畠範             7  ■  31  9  31  9  0  0  0  

究  
療情報システムにより収■される人事  性を指摘した。医療汀を用いた人的資源  際の臨床現場での人的資源管理をさら  ンチマーキング等によって、改善可能性  しながら効果的に利活用する重要性に  
関連データ、医療行為のデータを分紡  管理は政策決定・臨床の両面で有効で  に効果的なものにするためにも、イギリ  があることを示している。また、国際比較  関して、国際的に音見交換を行った。  
することで、より正確なデータに基づい  あり、アメリカ、イギリスなどで進んでい  スのNHSで提案しているようなベストプ  データの検証を通じて、人的資源が相対  
た医療人的資源管理の最適化の可能  る人的貴腐管理手法と美データを組み  ラクティスの提供が重要であることも指  的に不足していると考えられる診療科も  
性を示した。   合わせることで、根拠に基づいた人的責  明らかになった。   

涙管理を行う必要があることを示した、   

角陸上皮について、皮膚線維芽細胞は  
3丁訴田地と同等のフィーダー効果がある  日本工業株講演査会により、2010年2月  
ことを示した。角膜美質の主成分である  角膜上皮再生に関して、先進医療の申   25日、「角膜上皮疾患治療用堵運上皮   本革真のテーマである角膜再生が注月   
コラーゲンを用いた移植片の開発を行  漬を行った。さらに、鴎床プロトコールの  細胞シートの試験方法」がT8Chnic8l  され、新聞で13件報道された。特許に  

角膜全層の再生医療   本事業によって得られた角膜内皮絹地 についての知見について、次世代医療 機器王手臆指標策定事業が作成した「角  
床応用に関する研究  、よび鴎  19  21  再生医療実  西田 幸ニ                 0  24  15  0  6D  12  8  0  0  

方法を見出した。眼租＃中から神経堤  までよりも高いレベルで行う準備完了  
フィード／〈ックを行った。   ヰ法に閲して1報、移他用キャリアにつ  

出した。成果は学術論文および学会に  いて測定する方法などを取りまとめたも  いて1報の出願を行った。   

て発表し、国内外から大きな反響があっ  のである。  
た。   
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特  
年度  原著論文  

（件）  

研究課髄名  名   名   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  
願  

始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際    取  
得   

我が国には脱細胞化組織を用いた医療  
欧米で開発が進んでいる脱細胞化繊繊  デ′くイスは存在していない。一方，組撥  

について、我が国独自技術開発とその  

脱細胞化生体組凱こ  有効性を示すことができた。高機能な足  

よる再生医療技術の 臨床応用  19  21  再生医療実 用化研究  岸田 島夫     壌材料としての応用が期待され、他の 技術（幹細胞や細胞シート）との組み合  わせにより再生医療の発展に寄与でき  
ると期待される。   管パッチなど実用的な応用への道が柘  

けた。   基盤として意見を述べた。  に、PMDA審査等の基盤的知見として役  
立つことが考えられる。   

従来法ではタンパク賞の檀矧こ依存し  
て導入効率や活性が大きく異なることが  本知見は、任意の転写因子タンパク質  膜透過ドメインを付加した転写因子によ る転写活性化の報告は 

、これまで国内 外において多くあるのだが、どのシステ  
胞陸送過ドメインが切断されるしくみを  を示す。これを用いて目的細胞が誘導  れつつある。今後は効率の良い分化誘  た融合タンパク質を解析するケースが多  

安全に移檀できる細  い。付加したタグの影響については問わ  
ムも任意の転写田子タン／くク真をその 活性化状態を保持したまま導入すること はできていない 

地を誘ヰするための タンパク質導入法の  
開発   メインが正常な転写活性の発揮を阻害 しており，細胞内におけるタグの切断に よって転写活性が回復することを明らか  

にできた。今後は論文を発表するなど成  
案普及に努め、多くの研究者にこの方  

インを切断することにより、転写因子活  式が採用されるようにする。   き、医療費の抑制につながる。   基盤技術を開発し、特許を出願した。   
性が回復することがわかった。   

本研究の培養角膜内皮シート移植法は  
ドナー角陳を必要としないため、本邦に  
おけるドナー不足を解消できる。また大  
王培養をすることにより定時の手術が  

培養絹地または幹細  可能となる。角膜移牡は高額医療であ  

胞を用いた再生ヒト角 振内皮移檎の実用化  20  21  再生医療実 用化研究  三村達哉       るが、本法により患者の負担が軽威さ れ、医療費の軽泌こ結びつく。愚者の健  特記すべきことなし。   特記すべきことなし。   D  35  0  D  33  3  3  0  0   

祭服の片眼から自己の幹細胞を選択的  
に採取して、羅患順に移絶する方法は、  
移欄後の郷地増姐こよる細胞供給源と  
しての利点と、拒絶反応を起こしにくいと  
いう利点がある。   

本研究の最も大きな特色は、心臓の臓  
紘的補助をする弾性組織の産生を促進  わが国の心不全による年間死亡数は約  
する因子と、心筋再生を誘導する因子  心移植でしか紋命できない蟄症心不全  
を固定、徐放するようなマトリックスを移   

心筋組織再生を物理   助人工心 

る新規再生治療用デ  20  21  再生医療実  斎藤充弘  
バイスの開発  現する、細胞移植や細胞培養など必要 とせす、自己体内で自己組織修復能に より心筋を再生するデ′〈イスの開発は、  

るデ′くイスの開発は、末期重症心不全  心全におけしい  
治療における新しい方向性を見出すこと  末期重症不治療る新方  
が可能となる。   と思われる。   

向性を見出すことが可能となる。   

ー11－   



特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課鵜名  研究事業   研究者代表者氏    専門的・学術的観点からの成案   名  名  
臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l填  和  
姶了  文   

得   

本研究で堵、薬物誘発性肝障害（DIU）  
を発症した愚者の検体を経緯的に回収  
して血中濃度測定やメタボローム解析を  
実施した結果、DIUの発症から回凱こ至  

副菜基盤欄  る生体内変化を正確に捉えることが可  
薬物壬未発性肝樟青息   進研究（ヒト   能となり、DIUの発症メカニズムに迫る   

19  21     鈴木洋史  
ん。   ん。   

0  0  0  0  9  2  4  0  0   

症機構研究  うーメード研  こ。 一都の薬軌こついてメカニズムが枠組  
究）  に解析された例はあるが、幅広い薬物  

において、臨床データも含めある程度－  
般的なメカニズムが働いていることを示  
した点で、本研究は学術的観点からも  
特♯すべき成果を上げたと言える。   

平成22年1月23日までに延べ1、315例を  
収集し，その中で子宮頚部点平上皮癌  HPV16型はHStL群や子苫猥癌を推定す  

るSCC群で最も多く認められる型（29？ヱ9  

副菜基盤推  
209例を収♯し．子苫顎癌になりやすい か否かを決定するSNPのスクリーニング  ％）であるが．HPV52型（11？15％）や58型  

ヒトパピローマウイル  進研究（ヒト  を行った。現在．GWAS（g8nOmOWld8  （11≠）も多い。HSIし群とSCC群をあわせ  

ス特級感染制御に関 ゲノムから  ると，HPV52型と58型に感染している割 28‰にの 
8SSOGiatj帥Sh－dy）は進行中であるが． まだ確定できるSNPの決定までには  合はぽり．今後の日本におけ  

42  0  0  112  23  0  0  0   
する医学  
のアプローチ   ラーメード研  

究）   至っていない。しかし．一つ一つのSNP  
る子富汲癒ワクチンの効果については．  

について順次遺伝子型を確定させていく  16型，18型のみならず．52型・58型にも  
ことによって，子宮頸癌になりやすい体  注音をはらった前伺きのコホート研究が  
貫が明らかになると期待される。   必要である。   

年後でわずかに181である。   

嶺尿病ではインスリン作用不足により、  2聖地尿病の予防と治，射こ体脂肪の減  

肝の糖取込み低下と糖放出が生じ血糖  
耐袖能異常の健診スクリーニングの多く  

価が上昇する。ぼ鳥ゲノムシーズの探  
は、空は時血糖値またはHbAIcの測定  

創案基盤推   束により、インスリン分泌を介さず、肝糠   
が基本である。しかし、いわゆる「かくれ  

体脂肪減少因子を用   進研究（ヒト  取込みを促進させて血糖を低下させる  理想的であり、血糖降下作用がインスリ  
糖尿病」を検出するためには不十分であ  

19  21    武田 純  
り 全てに糖負荷！式験を実施することは  蓄積と耐増穂異常の改善を同時に目指   

頑  ラーメード研  とに、同時に体脂助は分解され、放出さ  しいメカニズムが珠示される可能性があ  
l  21  29  l  22  4  0  0  0  

究）  れた遊舶旨肋酸は肝の脂質蓋積に移  
血糖檀やHbAIGに加えて新たな早期検  療が困難な高齢化社会では老人の生活  

行することが観察された。従って、32kD色  
出マーカーとなる可能性があり、保健行   

分子の舷析は新しい糖脂質代謝機繍を  
政の健診事業において効率化が望め  

明らかにする可能性がある。   カーになる可能性も期待される。  る。   ツールヘの応用について特許申！書を狸  

傭している。   

3年間にわたり、班■が協力しながら  
様々な観点から新規エイズ治療薬の開  
発研究を進めた。本研究は、無細胞タン  
′モク質合成系やプロテオームの技術を  
駆使して．HlV－1複製や細胞陣書性に  
関与する宿主国子を網羅的tこ明らかに  

することにより、それらを標的にした全く しいエイズの指した  
宿主細胞の紬胞内免 疫機柑こ基づく新規 エイズ治療薬の開発  19  21  創菜基盤推 進研究（政 策創業総合  

該当なし   塵当なし   該当なし   0  35  3  4  33  21    0  0   

研究）   研究を行ったものである。本アプローチ  
は点先叫でしかもユニークなものであ  
り、得られた研究成果は．とくに新たな  
作用擁序をもつ，耐性を起こしにくい、  
杭HⅣ其の開発に資することが期挿され  
ている。   
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特  

年度  
希書論文  

（件）  

研究課埴名  名   名   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的葡点からの成果   その他のインパクト  出  

開l棄  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   廠 取  

得   

候補化合物T－Yは化学構造も作用機序  
も新規の抗HIV菜であり、新薬としての  

期待だけでなく、HⅣの複製機序の更な  
る解明に繋がることが期待される。アク  今まで抗日Ⅳ薬剤開発と実用化を担って  

薬剤耐性川∨／則D  副菜基盤欄  チノヒビンの構造解明とHⅣ特異的阻害  
活性の機序の解明は今後の薬剤開発  来た製薬会社が新しい坑HⅣ薬剤開発 から撤収しつつあるなかで、本研究班の  

S症例数演のための 新規な機序による抗  にとって有益な情報である。APO8ECの  
成果はいずれも新薬開発研究に興味を  

HlV薬剤の開発研究   研究）   研究成果は国際的にも注目を浴びてい  呼び寄せ、再び刺激活性化する原点な  
る最先機の成果である。サル指向性HⅣ  ることが期待される。   
感染モデルの構築はHⅣの病動こ迫る  
国際的にトップクラスの研究成果であ  
る。   る。   

低分子化合物NBD－556が、HⅣ帥120 のCD4結合部位に作用して立体檎遺を  
変化させ、中和抗傭の反応性を増強す  

宿主側及びウイルス  ることを発見した。中和抗体の併用薬と  

側要因からみたH†∨  割薬基盤推  67qの多型に相関を認めた。抗HⅣ療法  
して有望であることが分かった．HⅣ特 興的CTLが認諾する抗原に対する単ク  HIVに関する途上国との共同研究は、科  

新規医薫風・診断薬  感染症の病態解明と   苧技術外交にも寄与できる可能性があ  0  57  0    46  29  0  2  0   

品の開発によるエイ  研究）   ロ る。   

ズ発症防止の研究   CTしのTCRと原を！櫛内で合成し、 蛋白賢レベルでCTLの特異性を再現で  

きた。阜クローン抗体の樹立により、HⅣ 特異的CTLの機能を抗原提示の侃から  
解析する可能性が示された。   の杭州V療法に役立つ。   

サル細胞でのHⅣ－1劇】化や宿主域研究  

から得られた分子生物学的・構造科学  
的情報を基に遺伝子改変を行ない、最  

日本国内でのSPF化個体繁殖や流通環  

画期的な藍長短HⅣ  終的に某1世代クローンに総計僅か10 アミノこたいによ 
境、さらに特異抗体等の研究基盤が整  

－1モデルによる杭エ  創某基盤欄  軌も満な変異導入り 慌されているカニクイザルで実用レベル  
の抗エイズ菜・ワクチン評価システムが  

イズ菜、エイズワクチ ン評価基盤技術の開  確立したことは、今後の日本オリジナル  0  ヱ9    5  40  10  0  0  0   

研究）   先に関する研究   指向性HⅣ－1クローン樹立に成功した。 さらにTrlm5（】を初めとしてEnvやPd－lnt  の新規治療薬やワクチン開発・臨床応  
の機能発現や宿主域規定に関わる新た  用において非軌こ有意葡と考えられ、社  

な分子機構の発見に袈がったことは特  会的・厚労行政上でも高く評価できる。   

蒙に体すると考えられる。   

本研究の成果は、CTL誘満干肪エイズ  
ワクチン開発において、ウイルスゲノム  

本研究では、ワクチンによるCTLメモ  本研究におけるMHCト17レル同定の進  
リ「誘導の効果を初めて証明し、宿主  展は、エイズモデルにおける、より高度  
MHC－t遺伝子型に依存したワクチン効  なウイルス学的解析および免疫学的解  

宿主ゲノム多様性を  副菜基崖欄  果を確認した。この成果は、CTL三芳ヰ予  析を可能とするものであり、予防エイズ  
防エイズワクチン効案への宿主ゲノム 様の響の解明にびつく点で 

イスワクチンⅦ発戦  考慮したCTL誘導エ   
ワクチン開発のみでなく、数多くの疾患  の解明およぴその予防・治療法の脱党  

略   研究）   学術的に慕い意鼓を有している。また、  研究に有用な系の提供に結びつくと考  
進化医科学約手法によリHⅣ・エイズ関  えられる。我々は治療エイズワクチン開  
違遺伝子が同定可能であることを示し  発研究への活用を計画している。   
た点も重要である。  特に臨床試執＝おける評価系確立に緒  96f247c69d93）に掲載された。   

ぴつく什報を捷供する点でも重要であ  
る。   

－13一   



特  
年度  原著論文  

（件）  

研究課鵠名  研究事業   研究者代表者点  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のイン／くウト  出  

朋終  
始7  

和  
文   

得   

HⅣに対するペプチド性融合阻書荊とL  
てん乙8洲が使用されているが、既に耐性  
ウイルスが報告されている。本研究では  
強力な抗日IV活性を有するペプチドを間  ペプチドは製造コストがかかることが関  
発し更に耐性変異を組み込むこと活性  発における大きな障害となっていたが、  

HlV吸麹・膜融合過  軌条基盤推  を増強させることに成功した。今後のペ  本研究で開発されたペプチド性抗日Ⅳ某  
特になし  を従来方法と比較して非常に安価に製  

程を標的とする多剤 耐性克服型HIV化学  遺する技術に関して、平成22年2月1日  
療法剤の開発   研究）   用がかかることが大きな障書であるが、  付けの日経産業新聞、平成22年3月19  

本研究で開発した技術はペプチド製造  日付けの日刊工業新潮で取り上げられ  
のコストダウンを可能にするものと考え  た。   
られる。経口投与可能なCXCR4阻書剤  
の開発はHⅣ感染者の治療に大きく責  
耕するものと期待される。   

本研究では、日本のエイズ戦略に貢献  
するために、新規エイズ医薬品やワクチ  

当初の計画に従って研究を進めたこと  
により、基本的な目標は十分に速成が  

ヒト免疫機構を構築し  できたと評価したい。とりわけ、使用マウ  

た新規「ヒト化マウス」  創義基盤推  スの改良とヒト化の最適化と簡素化、お  現在のところ特にないが、評価を必要と  

ン・治療薬評価系の  を用いたエイズワクチ  19  21   進研究（政  田中 勇悦      よぴヒト化マウスの実験利用範周の拡  

帆尭  研究）  で。ステ は共同研究として国内外の研究機蘭へ  えている。   
供与されるので今後の利用が大いに期  
持される。   ズ克服を8的としたわが園の新規エイ  

ズ医薬品・ワクチンの開発において貢献  
度が高く国際社会への平和軍献にもつ  
ながると期待される。   

研究成果普及を目的に発表会を実施し  
医薬品の研究開発において、疾病の複  た。平成21年度はぃベイオ医薬品の特  
維さ、訊験研究の困難さ、急速に進歩す  本手凛の研究は、医某品の創製・研究  

開発、そして治療法の開発に焦点をあて  
おける多くの研究課髄lま、ガイドライン  法等の開発に関する研究」、およぴエイ  の予防と治療－、大規模副作用症例報  

政策創薬総合研究  2丁  21  剣豪基盤推  財団法人 ヒュー       ているその多方面にわたる研究課旭   
ま 

る。   研究として実用的な研究を実施した。  逢した。   るストレスと疾患、その予防についての  
いる。  5つの研究テーマで成果発表会を実施  

した。   

卵の採取において、マウスと異なりカニ  

医学研究に資するカ   創業基盤推  ウイザルでは未成熟個体を使用する利  
点が認められなかったまた超移植に   前職床研究に利用されるカニクイザル  iPS細胞の樹立検討において、ヒトと同   

19  21   進研究（生  下澤 律浩  果的であった受精卵を利用した積移鴇   l  28  0  0  30  13  0  0  0   
樹立に関する研究  物研究）  では、正常受精由来の細胞質を利用す  策した。   することで未分化細胞株が樹立された。   

る利点が確認された。   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究漂僧名  名   名   
臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果  その他のインパクト  出  

開終  
姶7  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   臨 取  

得   

コモンマーモセットにデンダウイルス1－ 4したところ デング熱・デング出血熱lま熱帯・亜熱帯  

型を接種、いずれの型のデ ンケウイルスを接復した値附こおいても  において毎年数千万人の患者が発生し  
血症にウイルス遺伝子が確認された。  

ている。我が国でも年間約1（旧人の輸入  

特にデンダウイルス2型を接種した個体  
患者が報告されている。ワクチンや抗ウ  

劇薬基盤推  においては血中に高いレベルのデング  イルス刺の開発には動物モデル開発が  
新世界ザルを用いた  

ウイルスが検出され、尿中にも持続的に  
必要であるが、これまで動物モデルは開  
発されていない。新世界ザルであるマー モセいて 

ットを用、デングウイルス感染・  
0  0  0  0  2  0    0  0   

に関する研究   テンゲウイルス感染・ 発症動物モデル開発   19  21   進研究（生 物資源・創 梁モデル動  ウイルス遺伝子検出された。脾鼠、リ ンバ♯のリンパ系細胞またはマクロ  
物研究）   ファージ、肝臓のケンパー細胞において  

発症モデルを確立することによリデング  
デング抗原が認められた。コモンマーモ  

ウイルスワクチン等の評価システムと病  

セットはデンダウイルスに対して非掛こ  態解明のためのモデルを構築するため  
感受性が高く、感染後高いレベルのウイ  

の基盤が確立された。本成果はテンゲ  

評価系として有用である。   
乳デング出血勲に対する感染症行政  

ルス血症を示すことが示された。   にとって意義深い。   

治組こよる癌の血管新生の抑制効果、  
あるいは虚血性疾患での血管新生の促  厚生労働行政として、癌疾患・虚血性心  

進効果を判定するためには血管可視化 マウスは有用である 疾患ならびに動脈硬化症性血管閉塞症  
創桑基盤推  。また、様々な血管 によ の治療法の開発は、急務である。とくに  

血管病モデルマウス  進研究（生  疾患り臓器陣書（官障書、心疾患、 こことえと血  
生活習慣病の羅愚者魔の増加は国内  
の医療費の増加に拍手をかけることに   

と血管新生可視化マ ウスの資源化  19  21    物資薦・創 薬モデル動  なり病状の悪化を予防することが期待さ  
物研究）   モルマウスによる態の明のため のモデル作製は不可欠であると考える。  れる。本研究は、血管病の治療あるい  

このために本研究は重要であり、またそ  は癌治癒・虚血性疾患の治療効果判定  
の成果も当初の予定を速成していると  に使用できる生物資源を捷供するシス  
判断する。   ウスは、血栓■脳梗塞の新たな治療法の  テムとしても王事である。   

開発につながる研究であると判断する。   

生活習慣病など多くの疾患は多因子疾  多因子発現システムについては応用範  
Ros826遺伝子座の外来遺伝子発現特  一般に体質と称されるフエノタイプは、逢   患であることが知られるが、そのモデル  多因子疾患の再構成モデルマウスの必   囲が広い。従来の複数遺伝子発現方法   
性について明らかに出来た。多重遺伝  伝手先親王の変異とタンパク寅の変異  動物はほとんど整備されていない。現在  章性を感じていた多くの研究者の利用  は、主にレトロウイルスなどを用いて－  
子のノックダウン法について、使用する  が相互作用して引き起こされる。機能が  知られている多田子疾患モデル動物  が期待される。一旦上手くいくとわかれ  因子ずつぱらばらに導入しており、細胞  

創薬基盤推   べきプロモーターを決定できた。それを  明らかとなったSNPsの歎が増えれば、  は，変異番人や選抜によるものであり、  ぱ，広く使用されるようになるだろう。本  集団中において全因子が導入された細  
多因子疾患モデルマ   進研究（生  使って．簡便に多量ノックダウンES細胞  GⅥ仏Sの結果のみを指標とした場合より  表現型は似ているものの、病因が同一  研究の波及効果として、ヒト多因子疾患  胞よりも導入されなかった細胞の方が多   
19  21    升井伸治              0  0  0  ロ  0  0  l  0  0                                                               ウスの効率的彬立法    物資源・創   株を樹立する方法を開発できた。他方、  もさらに精確な予言が可能になるだろ  でないためにヒトの病態を正確に反映し  に即したモデルマウスや試験管内解析  いため、効果の解析が困難である。多国   
の肌発  菜モデル動  多種類のタンパク寅を同時に発現する  う。他方、ZFNなどの遺伝子治療技術と  ているとは言い嫌い。このようなばらば  系が次々構築されれば、薬剤のスクリー  子を同時に発現できる本システムを用い  

物研究）  システムを開発することができた。変異  iPS細胞などの細胞療法をくみあわせる  らなシステムで多因子疾患が研項され  ＝ングや治療法の開発に多大な貢献を  た場合、一過性発現の後の薬剤選択に  
型タンパク真の相互作用解析に使用で  ことで，SNP5を改変した細胞を作出し治  ているのが現状である。本研究で開発さ  果たすことが期待でき∴予防医学の発展  より、全国子を発現する細胞のみを選択  
き、複数のSNPsの相互作用から生じる  疲することも考えることができる。現在は  れたシステムそのものあるいはアイデア  に寄与し、電民の健康増進および医療  でき、効果の解析が可能になる。SNPs  
表現型を多数同定できるだろう。  その基盤技術を開発したといえる。  が解析標準システムとなれば、より円滑  研究に限らず広範囲に波及する本シス  

に進むだろう。   テムについて、特許を出願した。   

PrPは生じたばかりの心筋締胞のみなら ずIb筋前駆細胞にも発現しており、胚発  
生における特異性も確認できた。すなわ  21年11月138付けNHKニュース関西  

ヒトES細胞由来心筋  創業基盤推  ち、PrPを利用してこれまで評価が困難  版、日経新聞、読売新聞等、複数のメ  
細胞の表面マーカー  進研究（生  だった心筋前駆細胞の性状に迫ること  ディアで紹介されたほか、この成果が塙  
探索および大量塙  なし。  鼓されたCi化Ut∂心0nRβSt）arCh誌でlよ”  

養・純化システムの  薬モデル動  可となる。本研により、心に分 化する旺前の前馳細胞は心筋または平  The〝N醜uralSelecも0∩‘‘dMusclefor  

≠簗   物研究）   滑筋に分化する丙能性を備えた細胞で  CきrdjacR8Pa；r’’と増した姫説がなされ、  

あり、培養条件によって分化の方向が 変化することがわかった 高い評価を得た．   

。   
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特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究課贈名  研究手業    研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成案   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
名  

開絶  和 文  英 文  
始了  等   

待   

ヒトES細胞への遺伝子導入に最適な7  

創薬基盤傭  デノウイルスペクターを探索した，ヒトES  
ヒトES細胞および仰  細胞を異なる分散方法で継代・維持した 時の、ヒトES細胞の品質に対する影響  

5  23  0  0  65  9      0   

る基盤技術帆発研究   し。、ヒト【S のプトロコール化を行った。さらに、各檀  集系幹細胞の品質管 理・医療応用に間す   19  21   進研究（生 物黛源・創 薬モデル動  

物研究）   幹細胞のゲノムDNAを用いて、アレイ  

CGHの感度及び再現性を検証した。   

国内産植物に関しては科学的検証があ  
まり行われていないアイヌ民間薬、外国  

毎日新聞茨城版（21年9月8日付）にて、  

直についてはミャンマーノ〈キスタン、ペ  
主任研究者（渕野裕之）の研究成果とし  

ルーなどの希少生薬を中心に多方面に  てペルー国との共同研究である抗リー  
創薬基盤推  おける生物活性を検討した。メタポリツク  シュマニア活性を有する菓用植物の探  

天然組物資源を元に  
した新規医某リード化 合物の開発に関する  

東研究が紹介された。また平成21年日  

性の強い植物に闇し成分検束を行い多  特に該当はない。  本薬学会において発表した「紫重責の  
研究   薬モデル勤  くの生物活性化合物の化学構造を解明  皮膚型リーシュマニア症に対する臨床  

物研究）   した。生薬紫根の成分シコニンの強力な  試験について」は薬学会ハイライトに遭  

活性から派生した漢方薬紫璽ヰの皮膚  出された。平成20年度循環器病セミナー  

リーシュマニア症に対する有効性を現地  「循環器病の研究を支える生物資源」に  

での臨床試験で確認するに至った。   
おいて、研究成果を中心に報告を行った   

がんの高座書門医療  がん診療連携拠点病院等全国的500施 ににてい内がん  

設既無償配布しる院童  
施設において研究用  
に捷供される試料及   創案基盤推  梯斗化された臨床†‡掛病理情報が付 伍した豊富な臨床討魁よりなるバイオバ  本研究資源が、適切な診断薬・治療某 副菜標的候補分子を同定するための各    録アプリケーションHos－C帥R2．5に、機 能を付加する形でバイオ／くンクカタログ   

薪がもたらされると期待される。これらは   

19  21   進研究（生  金井 弥栄  
の東征的活用に基づ  薬モデル勒  御され十分な検出力を持つオーム解析   
くがんの分子解析に  物研究）  に適した研究資源となった。   成果を生むと期待される。   を無償供与し．具体的な試料管理方法 等についても助言して、研究資源ネット  
関する研究  ワーク化の壇緒となすことができた。   

本研究の目的は「病理解剖組織バンク」 を開発し、人由来試料の供給システム  現在．日本では医学生物学研究に用い  
る組織！式料を国内の大学、病院、公的  

創薬基盤推  
を開発する事にある。我々はー病理解剖 バイオパンク」、「病理解剖コラボレー  

ゲノム研究、プロテ  進研究（生   

薬モ‾ル勒  オーム研究に適用可  19  21     沢辺 元司      ション事業」の2つを構築した。医学研究   
パンク」の開発  物研究）  必須であるにもかかわらず一歯や筋肉   

などの特定の組織を除いて、人由来試 料バンク肌先の国内での取り組みは乏 しい 
合致しており、早急に建傭すべき事凛で  。とりわけ，病理解剖例を用いた全 鼻祖繊のバンクはこれまでに例がない。   ある。   
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特  

年度  
原書論文  

（件）  

研究課塵名  研究事業    研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成案   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のイン′くクト  出  

開l絶  
名  和 文  英 文  

姶  等   
得   

多施設共同研究における前向き臨床罰  

多施設共同研究に豊  副菜基盤推 進研究（生  録された白血病の検 体収■と中央保存シ  
巣モデル勤  

ステムの確立   物研究）   よぶ遺伝子変異解析を行い、その鴎床 的意濃について解析した。染色体・遺伝 千変其の新たな予後マ 
とともに白血病発症に関するi要な知  ーカを同定する   
見を得た。   

本研究では、世界に先駆けて遺伝子組  既存の野菜用の農業機械を使用した糞  
み換えハトムギの作出に成功しており、 の 

薬用植物資源の安定 確保と有効活用のた  

究   物研究）   
めの基盤的技術の研   19  21  創案基盤欄 進研究（生 物資源・創 菜モデル動   川原 信夫    そ専門的、学術的価値は非常に高い と考えられる。また、組織培養物の長期 保存に関する研究においても、超低温 保存後の再生に成功するとともに、壬妻   

ある嘉用植物の国内栽培化、効的な   きな成案が認められている。   る。   
も確立し、大きな成案を示している。   

本研究を通じて、国内の多くの研究者に  
よって樹立された培養和地の品質首席  本研究で実施した細胞資源の高度化  

度化し、誤った細胞や汚染された細胞を 排除する研究支援システムを確立した。  
さらに細胞貴腐のウイルス検査の実施   

細胞研究費瀕の資源   副菜基盤推 逸研究（生  の賞的向上を保るのである。こ九   

物研究）   
19  21    物資源一創 蒸モデル動   小原 有弘  

ンに関しては海外の細胞バンクとの連 携によりガイドライン策定に向けて活動  
を待った 

。  につながり、行政的にも五重な意義を持  
おけるゲートキーパーとしての役割を果  つと考えられる。   
たしていると考えられる。   

短期的な簸争的研究開発を行う民間企  
臭等では広く付紐や治験を与える研究  

実験動物こおける基礎的チーターは未 だ不十分であり 
、特に量長類において はそのことによる研の障書がある 

究．本   

動物資源の安定供給  創薬基盤推   
ある。また、圭長類等の高度実個動物 lま直線に臨床利用に縮びつくものも数  

40  52  15    40  15  2  0  2  

物研究）  に向けた繁殖およぴ 品質管理棟術の高度 化に関する研究  19  21    促音康宏  

らにはテーラ 
法 されることになった（Vaccin02010in  

れる。  即eSS）。   少なく、その意味においても本研究は医  
科学研究において価値は高いと考えら  
れる。   
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特  
年度  原著論文  

（件）  

研究課鵠名  
名   名   

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行敢的場点からの成果   その他のイン／くクト  出  

間終  和  
姶7  文   

得   

世界慈扇レベルの静磁場強度である  
14テスラマグネットを用いて、X．Y．Zの  

本研究で開発したMRl顔微鏡は、MRI のもつ機能†書観（代謝情報等）収集とい  
3方向とも空間解情感20ミクロン以下と  う特徴と、顕微鏡の持つ高空間解牒傭と いう特徴を兼ね備えており 
いう、国内最高の解像應での画像欄像  、将来的に  

医療機器間  を遠慮した。所有する悼斜磁場コイル用  は、細胞単位での良／悪性の診断や、  
t濾アンプの限界により、米国における  iPS細胞など最先端細胞工学による治  

組高解像度MRl簸撒 の  19  21   発推進研究 （ナノメディ  

錬開発  療の有効性の診断などが期待されてい  
シン研究）   最高解像度（数ミクロン程度）には及ば なかったが、国内初の超高楼壌マグ ネットを用いたMRl顕徹鋏開発で る。それは、今後の医療をより侵襲性が  

一定  低い、患者にとって低負担なものへの転  
の成果を速成したことは、既に海外に比  換を可能とするものであり、本研究によ  
較して連れを取った日本のMR】物理・工  り、招来における医療費削減などの可  
学研突から見て、非紺こ意義深いと考  能性を示すことが出来た。   人に対しより深く、本研究の内容を理解  
える．   して貰うことが出来た。   

開発した水溶性高分子化造影剤は、従  

細胞移植医‡射こおけ  医療職暮開  来から細胞トラッキングに用いられてい る磁性粒子の最大の間鴨点であった細 地内での安定性と遊離分子が与える ア 
ーティファクト等を解決する有用な   

l  47  35  5  112  31  2  0  4   

る細胞のhvi＞0イ  19  21   発推進研究  山岡 管二  

動物への移植実験の結果、両者の補完 的な／でイモーダル解析により移植された 幹細胞の動態と操能が追跡可能になる ことが示された。  身イメージングに使用される量に比厳し て速かに少量であることから、今後さら なるデータを得て使用が可働こなれば、 大いなる力を発揮するツールとなる。  るのは容易ではない。すなわち．細胞移 掩後の絹地の挙動を脾維に追跡するこ とで、その安全性を担保でき、新たなガ イドラインの展開の指針となりうると考え る。  れていない物質のよつに、移植された細 他の生体内での挙動や効果が解明され なければ、■の医療とはなり得ない。本 システムはこれを解明できる一手段とし て有用である。  究に選定され．日軽産業新聞り9．9▼20） に掲載され、また、20年度分子イメージ ンケ学会優秀ポスター賞にも逮賞された   
神経細胞ネットワークの形成を制御す  本研究成果については、大学の公開受  
る新たなカルシウムシグナル線路・ナノ  
ドメインを同定し，その分子実態のイ メージングに成功した。この成果の一端  請科目等において紹介した。また日米先 端科学シンポジウムの神経科芋・庭草  
は、神経科宇のトップジャーナルN8urOn  

セッションにて、世界へ発信する機会を  

医療機器間  
得た。勝者内C82＋シグナルのMR【計測  

カルシウム憶常性破  の基本に関わる特許については、研究  誌に掲載され、Sci8nG8誌の注目論文の 贅頭にも二取り上げられ、国内外で大きな 反♯があった 特記事項がなし。  分担者の菊地らが取得済みである。菊  
緩のナノイメージング に㈱する研究  柑  21   発推進研栗 （ナノメディ シン研究〉  尾藤晴彦  。またその続報について  地は、これらの成果に対して第22回日  

は．」．仙∋urOSCi．誌上」仙m81C山b欄に  
おいて紹介されるほどインパクトがあっ  本Ⅰ馴J科学賞、20年度英国王立化学協 会奨励賞 

た。さらに、認知・高次脳機能発現に関  
、平成21年度日本学僻操興会  

賞を受賞した。また研究分担者の奥野  
与している細胞群のイメージングを可搬  は、この成果に対して、平成21年度日本  

にする新たな技術基盤を開発した。   神鎧科学学会奨励賞を受賞した。   

抗がん刑の副作用は、がん局所に抗が  
有機磁性体はエレクトロニクス分野での  
開発研究が進んでいるが、医学応用は 極めて連れている 
。本研究では、エレク トロニスにけ  

クや金属材粕分野おる産 化にして 
医療塊器朋  業技術を医療用合物利用、有 がん化のこな  

の画像診噺への応用   （ナノメディ  
新規磁性薬剤化合物   19  21   尭推進研究   

シン研究）   い、MRlの遺影機能を持つ抗がん剤化 合物として開発した。木肌発研究は医学  
と物理工学との学際的な共同開発研究 であり、今後の医学研究から画期的な  

れる。  に大きなインパクトを与える可能性があ  技術の開発のモデルとなりうると考えら  
る。   
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持  
年度  

原著滴文  
（件）  

研究課蛤名  名   名   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の朋発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l終  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  囲 内  国 際   願 取  

得   

分子構造解析に基づく創案スクリーニン  
グ系と、細胞・生物を用いた薬効評価ス  
クリーニング系を杜正することで研究者  構造に基づく創薬は治療効果が高く副  
が主体となった薬剤開発モデルを確立  作用の少ない分子操的薬剤の開発に道  
できる。がん細胞の増殖に関わる細胞  

を開き、その開発の成功は大きな医療  

内pHの上井をがん細胞特異的に抑制  
経済効果に縮びつく。CHP2阻害剤は副  

ナノ分子イメージング  医療機器開  作用の少ない制がん剤の開発を通じて  

を活用した次世代創 薬アプローチ  19  21   発推進研究 （ナノメディ シン研究）  盛美三        するCHP2阻書刑のスクリーニングと強 心剤および家族性心佑痘のターゲット 分子と考えられる心筋トロポニンコアドメ  ニンは心筋収錮のカルシウム調節の要 分子であり がん治療に副わる医療コスト軽減に頁 徹する。同様に、ヒト心筋トロポニンを標  
インの辞絶な構造モデルを得た。血管  

的とした薬物は難病とされる肥大型心筋  
新生への韮物評価系として血管特異的  症の治療に関して、SHP2の阻書桑は▼  

なGFP発現Zebrafishの有用性  がんや白血病の治療に朋する医療コス トの隠滅を期待できる 
し，薪たな副菜評価系として応用に道を  。   

発が期待できる。   
告し、Sc8inceに研究謳文を発表した。   

開いた。   

医療機器の開発において重要な点は．  日本公定辛協会が実施する薬事エキス  
いかにして医療側のニーズを踏まえ具  低侵襲医療技術に朋し、臨床ニーズを  本研究成果の一つであるリスク情報／  本研究成果の一つであるリスク情報／   パート研扱こおいて、本研究成果となる   

鴎襲医療龍巻の美  医療機器間   
体的ビジョンを績簑するか、その実現に  網羅的かつ専門的に集めた取り塙みは  医療機署のPし判例情報が、経済産業  医療臓のP」判例情報が．経済産業  リスク情報／市販前プロセス情報の研  

規化を目指した領域  向けて技術シーズを如何に組み合わせ  これまでないものであり、本研究成果の  省「医療機器分野への参入・部材供給  省「医療機等分野への参入・部材供給  究成果をもとにしたディスカッションが行  

創出と運用に関する  横断的な知的基盤の   
研究   シン研究）  

事項は何かをヰ抑こ把握することであ  の両面から収集しており、今後の医療技  が、経済産業省・NEDOで実施されてい  が、経済産業省・NEDOで実施されてい  業側及び規制・行政側が参加する低侵  
り、本研究成果はこれらの情報を捷供  術開発に有意義な隋線路供が可能と  る技術戦略マップの作成において活用  る技術戦略マップの作成において活用  襲技術実現化フォーラムを開催すること  
するものであり、その意義は高い高いと  された。   された。   で、今後の医療技術開発を推進すること  
考える。   に寄与することができた。   

本研究幸美は九州大学の先積医療開  
本事業によって、M㌣C8合金による生体 吸収性ステントプラットホ 発特区（スーパー特区）の分担課題とし  

ームや生体吸 収性ナノ粒子溶出ステント．間欠式パル  て採択された。その制度を活用し、安全  
先端技術（医・工・薬・  

スインフュージョンナノ粒子DDSカテーテ  
任官式鹸の内容の事前相談ができた。超  

ナノ〉融合のインテリ  高齢化社会への道を進む我が国におい  
ジェントナノDロS制御  医療機器閤  ルが「より優れた」「安全性の高い」再狭  

窄抑制効果を発揮する次世代医療臓書  て動脈硬化性疾患は死因と寝たきりの  
技術開発に基づく低  原因の主たる比率を占めている。本番  
侵凛血管内医療シス テム（分子標的医薬  集の成果が実用化されれば、患者の  

シン研究）   発持区（スーパー特区）の制度を活用 し、承認申請に必要な安全性書式験に蘭  00し・生命予後改善、早期社会復帰を  
溶出・生体吸収性ス  実現する高効果・低副作用の低侵襲医  
テントot（：）の創製と  

する相談やデバイス企業との交渉が進  療が達成され、医療費の削減と適正化  
臨床応用   をもたらされる。また、新しい医療産業が  んでいる。日本発の独創的な医療機暮 として実用化できるよう研究開発事業を 絶績して推進したい もたらされ日本の産業の競争力強化な  

。   らびに新たな雇用の創出への貢献も大  
きい。   

本研究期間の最終年座には，がん微小  
本研究でlよ超音波遺影性薬剤封入型  
ナノバブルと超音波を用いて．微小血管  

の三次元構築圃偉からがん診断をおこ  
ナノ′くブルと超音波  ない．また超音波照射でバブルを破裂さ  

を用いた高周波福音  医療捜等朋  したその結果、解剖学的に複雑な形態  

波三次元画像診断・ 分子導入システムの  

開発   シン研究）   画像診断・分子導入システムの開発を おこなった．本成案により．新しい薬剤 キャリアと、CT、MRI、PETの精度を超える  
システムでは検出が困難であった病巣  

新しいがん柑小診断法を提案すること ができた   
可能であると考えられる．  いることにより、検出可能になることが明  

らかとなった 斬システムの開発が望まれる 像診断システムの開発を遂行している 
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特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究課越名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成案   その他のインパクト  出  

間終  和  
姶了  文   

得   

本研究では、心臓保護薬剤アデノシン  
や杭不整脈薬アミオダロンのリポソーム  
化による障書心筋への選択的集棟増  
強、心臓保農作用増強（心筋梗塞サイ  
ズ絶小・致死的不整脈減少）ならびに削  

日本経済新聞（20年4月4日）で＜心筋  

医療機器間  作用軽減効果（血圧低下軽減作用な  
梗塞の新薬剤＞として、＜ナノサイズリ  

ナノサイズリポソーム  

を用いた急性心筋梗 塞治療法の開発  19  21   発推進研究  南野 哲男        ど）を示した。また、へ′ぐノン結合性EGF   後心不全・婦人科系がんに対する新規  
DDSの開発をおこなった。本研究は、心  

理解しやすく紹介され．大きな反響をよ  

腐棲塞がリポソーム治療のよい適用に  んだ。   

なりうることをしめした。さらに、心不全  
に対する果物送運システムの開発の可  
能性を示し、画期的な成果を示した。   

磁気は対象に非接触で確実な動力を与 えることができ 
、王カやクーロンカ等に 比較すれば誘導力として医療に導入し  
易い技術と考えられる。これを単なる力  

超早期がんの低侵襲  
で効果的、正確で安   医療機器関   

テーテルの誘導補助ではなく微細内祝 鏡の誘導とすることで 

ぴその医療技術の蘭  シン研究）  

先に関する研究  19  21    小林舞光       、これまで難し   
考えられる。   期待されると考えられる。   得ると考えられる。   る開発であると考えられる。   置の使用を折様に磁気遮蔽装モを開発 し、また小型超伝導t磁石装壬のシス テムも簡易化し、医療における新たな読 ヰ要素技術の開発として意義が高いと   狭いので画質は十分と考えられ、内祝 鏡システムも簡易である．この点でも、 新たな内視鏡捜査として標準化が大きく   用を行い開発を行ってきた今回の開発 成果は、磁気扶導が臨床の現掛こヰ入 される場合のガイドラインの参考となリ   ても尿管 

MR灯こよる診断と同時に外部からの物  
理的な刺激によってDDSを可他こする  
ナノプローブ（オーノHンワンナノデパイ  

ス）の創成を目的として、異なる研究分  

高雄増MR】とオール  る。本研究課他の成果として、MRI検出  
インワンナノデバイス  医療機器間  野の研究者が結集して基盤技術を開発  
による癌撒少病変の 非侵♯的診断 該当無し   該当無し   D  35  0  0  21  9    0  0   

・治療  シン研究）   のヰクローン抗体の作成、ナノ粒子へ の穣的分子の架橋億の確立、MRI検出  
システムの開発   可能な温度応答性リポソームが創成さ  

れた。これらの技術を融合させることに よって、オールインワンナノデ′くイスの  
作成が可能になる。   の改善に貢献できるものと思われる。   

胎児の生理的子宮内環境を乱すことな  く．低侵襲性の治療を行うことが可能と  本研究の実現により．全体的な手術成  

胎児手術の技術的限  なり，母体・胎児の治療成績．予後の改 善が期待される 
績と予後の改善に繋がり．医療経費の  

界を克服しうる子宮  医療機器朋   ．また，治療可能な胎児   
削減も大いに期待される（医療経済的効  

内手術システムの開   果）．また」拾児時期での治療という頓   

19  21    千兼 敏蓮  点から．妊娠母体の選択肢増加となり．  0  0  0  0    6  3  0  0   

D超音波誘導下での  医  
少子化対策上の効果も期待さ九る（厚   

座高感度胎児内視鏡  シン研究）  生行政上の効果）．さらに，産業経済上  

手術  胎児治療全体の飛橿的な進展．さらに は．胎児に限ることなく広範な疾患領域  の効果として，国内医療横着産業の濾  

での低侵凛手術が一層可能となる．   善に繋がることと言える．  興も考えられる．   の紹介   
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特  
年度  原書論文  

（件）  

研究課池亀  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l終  
始了  

和  
文   

得   

非侵襲的な生体内膵島の画像診断技 術により糖尿病の超早期診断が可能に  
非侵襲的な生体内膵島の画像診断技  
術により、糖尿病の病態や病期に開す る新しい件報が得られ 
、糖尿病を形態 学的観点から解析することにより．新し  

非侵農的生休棒よイ  医療像署開  い診断基準や治療戦略をたてることが  

病の超早期診断溝の  （ナノメディ  
矧こなし。   0  3  0  0  5  8  8  0  0   

開発   シン研究）   
メージングによる糖尿    19  21   発推進研究    柘埴 輪也       可能となる。また、膵島の可塑性がある 時期に、細胞保護因子や膵島増殖因子 による介入が可能となれば 

、膵島消失 しせて常  
車を隠滅膵島再生を促進さ健 レベルまでせること 
回復さ、すなわち、 治癒を達成できる可能性も生まれる 

。  

なると考えられる。   ある。   

本研究により、複数分子同時イメージン  
本研究では．新規核医学核種製造シス  本研究により、複数分子同時イメ→ジン   

蝮数分手間時イメージングは、異なる新 椴医学椴経で標識した複数の分子プ  の事により、臨床診断学、基礁医学およ  メージングの提案は我々の独創的技術  
ローブを同時投与するため、従来の棲  

穐々のY維放出椴を  医学診断と異なる。このため、複数分子  

用いた早期疾患診断  医療機器朋  同時イメージングに適したガイドラインを  

ブロープ開発とコンプ トンカメラによる複数 核種眉時イメ 
ージン  シン研究）   おける新規統計学手法を構築、糖尿病  のみならず、その早期診断と同時並行  どの超早期診断実現こも寄与するであ  譲位瓶も増加の一途をたどり、この中に  

グ   ガイドライン整備が必須となる。本研究 による複数核檀の同時投与による愚者  
被ばく生や散乱による作業者被ばくなど  
の詳細なシミュレーションの成果が、今  
後に検討に有益となるであろう。  

を達成した。   ム構築が現実的な視野に入る。  減や国民の00Lが向上することが期待  
される。   る。   

本研究の結果、ナノ粒子とTGFβ阻書  本研究により、現在漑治とされる固形麓  
剤の併用について、適応癌腫はペリサ  窺に対して、新規の有効な化学療法の  
イトに被覆された腫瘍血管を多く持つよ  可能性が示されてきた。なかでも、陪癌  
うな桂瘍である可能性が示唆された，－  

やスキルス胃癌はわが国でも多く見られ  
方、ナノ粒子単独でも蓄積する腫瘍では  る難治性固形癌であり、また悪性中皮  

がん微小環境制御を  医療性器胡  

による難治性固形が  （ナノメディ  
併用したナノドラッグ   

いて いるVEGF阻曹と比較すると、VEGF阻音  のして、この に対して効果的かつ副作用の強くない  ん治療の実現   
シン研究）   の併用は後者、すなわちもとより漏出性  化学療法で奏効峯が上がれば福音とな  

の高い血管に対してナノDDSの薬効を  
増強する可能性が示された。なお、長期  

る。本研究により、それをわが国が得意 とするナノDDS菅利用し、その特徴であ  
手性はナノDDS単相こ比べてTGFβ限  る低副作用を保ったぎま治療を実現でき  

書刑併用での増悪は見られなかった。   る可能性が示唆されたと考える。   

積極的な治療手段がきわめて限られて  
冨鳴の発生・認許機序は明らかになっ  
ていない。リドカイン投与によって蛸牛  

主任研究者が某25回目本DDS学会にお  

ナノテクノロジーを用  医療機器間  いてシンポジストとして招かれた内容に  
ついて、M8dic8けれbun8誌に掲載された 21827 

いたDDSによる耳鳴 の克服  19  21   発推進研究 （ナノメディ シン研究〉  坂本違則    内で発現量の変化する分子を明らかに することで、耳鳴抑制に対する作用機 序 、ひいては耳鳴の発生騰序について  （年月日号）。また、当科ホーム  
ページhttp；／／www．kuhp．kyoto－  

の知見を得るきっかけとなった。  u、aC．jp′8nt／に適宜情報を掲鼓した。   

となる研究を行うことが出来た．   
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特  

年度  
原書論文  

（件）  

研究課髄名  研究事業   研究者代表者氏    専門的・学術的観点からの成果   名  名  
臨床的観点からの成案   ガイドライン等の開発   その他行政的穏点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  和  
始了  文   

得   

本研究成果によって、NSAJ加を基盤分 ヨの  
SPECTによる7ルツハイマー病の早期・  

非ステロイド性杭炎  子とする放射性ウ兼職化合物中 から、DPODおよぴ2－Plサ格が新規  
SPECT用アミロイドイメージンダブEj－  

予防診断技術の開発の必要性は、患者  
医療機器Ⅶ  やその家族の生活の貫の向上を回り、  

ドイメージンダブロー  症薬（NSAID8）を基 盤分子とするアミロイ  ブの開発  19  21   発推進研究  小野 正博      プとして機能することが示唆された。ま   
シン研究）  方、SPECT診断が可能な施設は月本で 2000以上あることから 考えられる。また、現在間糖となってい  

、SPECT製剤の 開発は意義深い 
る過剰な医療真の削戚にもその意義は  

。   

大きいと考えられる。   
の可能性が示された。  

本研究書菓及びその推進事凛におい  
医師主導治験の計圃及び実施を通  て、「新たな治験活性化5カ年計圃」の壬  

じ、我が国の治験を推進させるための  点的取組事項に寄与した。主として、質  

取り組みを行った。その成果として、臨  
の高い治験を実施するための全国規模  

医療技術実  床の現場で望まれていながら製薬企  のネットワークである大規模治験ネット  

治験推進研究事業  21  21   用化総合研 究（治験推  
ワークの橿柴．インターネットを用いた  

医師会  稟・医療機器企業が開発に消極的な領 域での治験を実施するとともに．実施届  
「臨床試験のための8一丁r8iningc8正郎」  

進研究）   療機関のネットワーク化等により貫の高  
の開催、医療機関が実施する治験啓発  

の設問の充実、臨床試験の登録及び結 のホ 
い治験を速やかに実施することが可能  

（1品目（2製剤）で承諾申請中、8品目で  
果公表を行うームページの運営、統 一書式作成ソフトウェアのバージョンアツ  

となる体制を整備した。   治験実施中、1品目で治験準備中）。   プ等により、治験の体制整備・人材礪  
成・普及啓発・効率化を促進した。   

想文コンクールの開催を行った。   

大分大学医学部・附属病院を挙げて治  
験を含む臨床研究の推進に取り組む体 ため 本研究について市民レベルにまで広く周  

グローバル早期臨床   医療技術実  
用化総口研  

緻進研究）  19  2l    冊  大権真一  日本国内で臨床薬理学の専門知讃・教 書体制を有する6大学病院による早期 臨床紬推進ネットワークを構築し、早 期臨昧！式験推進のインフラを整備した。    制を構築する、総合臨床研究セン タ⊥を新設した。本センター内には国立 大草病院初の臨床試験専用のクリニカ ルトライアルユニット（CTU）を新設し、早  国際共同治験の推進が図られている が、ヒトで有効性を持つことを確認し、医 薬品開発の方針を決定するためのPOC （pr∞fofconぐ8Pt）試験などのグローバ 床試我が・積極‾ノ‾  治験中核病院として治験を含む臨床研 究の実績を捷示し、中棲・拠点医療機関 ベースライン班圭子ータ作りに貢献し たまたグー小レ早期l蛙床拭験推進   如してもらうために、日本語並びに英言吾 のホームページ（ww州」一Clわ∩8Up／、 ww〟」－Glわn8Up／8ndish／）を作成・公開 した。また、主として外国企業に対して周  30  28  41  l  42  16  0  0  0  試験地進のための大     究（臨床研   この活動は、輪国、中国に大きな反響  期臨床試験のインフラを整備し、難治性  ル早期臨．験を 国で 的に什 える体制を整えることが棲めて量要であ  ＿。＿、ロ′＼ノ の6大学病院ネットワークは絶包では国  知活動を雪テラために、実話のプロモー  苧病院ネットワーク構    究基盤農偏   があり、今後のグローハル開発戦略とし  呼吸器疾患患者を対象にグローハル早  るとの観点から本研究を遂行してきた  が主導する臨床棚ネットワーク  ンヨンDVDを作成した。また、一般市民を  築の基盤整備研究       て1祝されるアジアとの連携体制の確 立に至った。また、実際Jこグローバル早 期臨床試験を遂行し、我が国の早期臨  
床試験推進に貢鼓した。   れた。また、NE【）0ロジ工クトの中で、 世界初となる静脈並びに経口拍与によ  を計4回実施し、我が国の国際共同治験  

るカセットマイクロドーズ臨床試験を完  の推進に大きく寄与した。   
逢し、内外に高く！平価された。   

基礎研究を背書とした新しい治療法を  学内・学外対象の臨床研究に関するセミ  
世界に向けて発信し、本邦の臨床研究  

ナーはNHKから取材中し込みを受け言責  

センターのり一ダーとなるべく．生物鏡  
義の操子が全国的に放送された。一般  

新家、データマネージャーを含む幅広い  
市民向けポスターを作成し配布・掲示し  

アカデミック臨床研究  医療技術実  た。若い世代への教育として教育用パン  

機朋（ARO）を用いた 臨床研究湖点整備の  なし  フレツトを作成した。中学生を対象として  

究基盤整傭  0曙a正三auOn；ARO）の設置、トランスレー  
計三枚において臨床研究に関する出張  

ための研究   推進研究）   ショナルリサーチから医師主ヰ治験まで  講義を待った。また、中小企業基盤整備  

幅広い臨床研究の実施、被験舌に対す  
機構共催、千葉市後楳を得「くすりがで  

る保護体制の確立、データセンターの設  
きるまで」をテーマとした英検授業を行っ  

昔を行った。   た。中学生に対する啓発活動は日本医  
師会治験環境部門賞を受寅した。   
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持  
年度  蒋著論文  

（件）  

研究課鯖名  名   名   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的萄点からの成果   その他のイン′くウト  出  
耶l絶  
姶了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   顧 取  

得   

積袖神経領域の臨床試験は、有効性辞  
価の困難性があること等の間瀬が指摘  
されている。平成20年10月に、国立精  精神神纏疾患領域は、ドラッグラグ（欧  

医療技術美  神・神経センター内にTMC  
精神・神経分矧こお  （Tr8nSla吏on81MediGa】C8爪Or）を設立し  

を自指した基盤整備  究基盤整傭  
に関する研究   推進研究〉   ける臨床研究の推進    ＝I  21   用化総合研 究（臨床研    中林 菅夫       たが、TMCのように精神神経領域に特 化した臨床研究支援センターは国内で も綾を見ない。当該領域の治験を含む 臨床研究の実施上の間惣を検討し 

、対  研の 併したTMCを設立したことの意鶴は大き  

応する機能を整備することで推進が国  い。   

れることは専門的・学術的観点からも成  
果となる。   

臨床研究をIj－ドしていく医師、CRCの  
「臨床富根を適正に行える医師を養成   臨床現1削＝合った型での教育の必須事   医師、CRCのための体験型ワークショッ  一般市民向けの治験に関する市民公開  
すること」を目的として、その教諷冬草  項を捷示した。全国の300床以上の医療  プ普及のためにワークショップで使用す  講座を実施して．市民への治験の普及  
会の教書内容の認証にあたる「臨床試  機関で医師や医療従事者への臨床試  る模擬試験計画書、模擬説明同意文  活動を行った。また、医師やCRCのため  

日本臨床薬理学会藷  医療技術美  験を適正に行える医師を兼成するため  験に関する教育の現状と考え方を明ら  さ、および初級と中級医療従事者向け  のワークショップのロールプレイに、その  

定制度を基本とした  用化総合研  の協議会」の設立を行った。初級およぴ  かにし、大規模医療施設で治験や臨床  の不完全模擬説明同意文書を教材とし  地方で医療ボランティアを行っている－  
臨床研究体験型教育  て作成した。CRCのためのワークショツ  般市民の参加協力を依頼し、治験の説  

けの有軌な学習モデルとして参加体験  が実施されていることを明らかにした。  ブのワンポイントレクチュアーとロールプ  明同意場面の模擬体験を行った。この  0  0  ヰ  ○    0  6  
プログラムの研究開  究基盤整備  
発   推進研究）   型ワークショップを開発した。日本専門  臨床研究棟経堂録ワークショップで歯床  レイを項月ごとに編九し、医師やCRCが  ように一般市民は何らかの形で医療従  

医制評価・認定機檎加盟各学会では書  試験事前登録への理解の進展が得られ  各医療機髄で学習する際に使用するた  草書の教育崩会に参加することで自分  
門医に臨床試験の基礎知雄が必要であ  た。CRCのためのワークショップでは  めのDVD教材とした。全国で開催した  たちの治験に対する理解を深められ、さ  
リ、統一した教育プログラムが必要と考  CRCに必睾な「知讃」と「技能」だけでな  ワークショップを記録で残し、今後新たな  らに治験参加への理解にも役立つこと  
えていることを明らかにした。   くノ態度」を磨くために有効なモデル学  教材を作成するための資料とした。  が明らかとなった。   

曹浅を開発した。  

米国FDAにおいても新薬開発の加速の  
臆床SPE（〕T検査における誤差重囲をモ  施設間誤差をなくするSPECT操像・解析   ためにPETの利用が推奨され、ただし画   

今までは、SP〔CT画像の定量性を保陣  
化が可能になった。このことは、既存の  を利用した大規模多施設臨床研究の央  する画像再構成ソフトが存在しなかった  る。当該研究成果の最も重要な点は、  侍した。国内の医療機署メーカーや製薬  

医療技術美  SPECT装亘を使った検査の診噺欄麿の  施が可租こなり、一線の臨床機関での  ために、医療性器工薫会の規格（NEM  今まではPETでのみ可能だった生理機  企業とのネットワークは今後の大規模臨  

SPECT検査の精度  用化総合研  向上と、施設や装置を超えた再現性が  利用が開始されるに至った。特に、主幹  A規格）にもSPECT画像の一棟性につい  能画像の定量化が全国で多く設置され  床試験において大きな財産である。本研  
確保されたことを意麻する。従来はPET  動脈閉塞症におけるステント留置術や  ては言及されていない。このような中で、  ている既存のSPECT装量を使って実施  究で設置された事務局では多施設よリ  

ない標準的画像診厭  向上と施設間誤差の   

法の確立   床応用推進  診断が、日常の臨床で広く利用されてい  診断，同症例の術後評価などを目的  カーでは独自のQC指標が整備されるに  だけでなく薬理的負荷に基づく反応性な  初期画像へ位置合わせや部分容積劾  
研究）   る既存のSPECT装置を用いて実施可能  こ、圏内で14Dの施設にて、年間9，500を  至った。日本核医学会内では研究主任  どの動的機能の診断を介して、薬理効  菓補正など一貫した解析を行い、標準  

になった。この成果は、米国核医学会の  超える症例を対象に利用されている。ま  者のもとにワーキンググループが設立さ  果を正確に評価できるようになったこと  化されたデータを研究壱イこ捷供すること  
ハイライト凛瀧や学会誌ハイライト記事  た、心賎領域でも同様の定量化診断が  れ、今後はガイドラインの作劇こ貢献す  で、薪菜開発の加速に青緑することが  で大きな役割を果たした。これらの研究  
で紹介され、国内外より大きな反響が  可能になり、今後新しいl臨床検査法とし  ることが期待される。   期待される。脳梗塞治療薬の開発先進  を支える人材を育成したことは、今後さ  
あった。   て大きく期待されている。  囲である敦が園にとって極めて重要であ  

る。   持される。   

我々は．Du。honne型筋ジストロフイ⊥ （DMD）のモデル動物である廠ジストロ  
フィー犬でモルフォリノを用いたエクソ  
ン・スキップにより、ジストロフィンの発現  

アンチセンス・モル  医療技術実  こでき。  
フォリノによるDucho  用化総合研  が回復し、筋ジストロフィー症状が改善 されたことを受けて、範ジス犬の遺伝子 変異に相当するエクソン7単独欠失 DMD愚者から生検により経線芽細胞を  
臨床応用研究   研究）   
nno型鮪ジストロ フィーのエクソン・ス キツブ治療に向けた   1g  21    究（基礎研 究成果の鴎 床応用推進   武田 伸一          待てヒト細胞でもエクソン・スキップが可 能であることを美征した。一方、m血52 マウスに対してモルフがノノの全身導入  

によるエクソン51スキッブの結果．筋ジ ストロフィー所見が改善することを見出  
した る筋ジストロフィー治療評価ガイドライン  

Lfr. の策定と専用の設備の整備を進める。   
にも多数取り上Ifられている。   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課始名  臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
名   名   

開緒  
姶了  祁 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   願 取  

得   

咽頒冷却カブと冷却水海流装置の開発  
と改良を継績的に行い．潅漁液温潅  

流圧、潅流速の自動制御が可能になつ た。ニホンザルを用いて10分で2℃以  
医療技術美   上脳遥が低下する‾とを確認したまた   

咽頭冷却は従来の摘冷却法に比べ循  
環蕃系への悪影響が少ないため集中  山陽新聞（21／3／24．21／6／5）、日経直美   

咽碩冷却による選択   用化総合研  β′ql 咽碩の病理検査では低温障害の発生を  ている唯一の治癒浣である。本研究は、 咽兢冷却法は脳を選択的に冷却するた  治療室等設備の整った拠点病院の少な  新聞（21乃／3）、NHK（21／5／19）等のメ丁イ アに 

0  2  3  0  47  30  3  0  0  

用を目的とした研究  19  21    武田 吉正  い地方にも普及しやすいとい入る。しの  軒  臨床試験が、蘇生時の瞳浣低下による  
床応用推應  ため咽韻冷却は、より安で果的な 蘇生医療を地方にも均等にかつ安価に  
研究）  床研究では30分で鼓膜温が0．7℃低 下することを観察した。平成20年康の多 施設臨床研究では心肺蘇生中に咽頬  もたらす可能性がある。   期的アイデアとして取り上げられた。   

冷却を施行し循環動鰍こ悪影響を与え  
ることなく早期に鼓膜温が低下すること  
を観察した。   

早産児が妊娠28退から光を知覚し、恒  
明環壌が体王増加を妨げ、明暗環撲が  

発育を促すことが知られている。また薪 生児▲中治療室NJCUの不規則な光凛  
光受容体メラノブシン   医療技術夷   
を制御する光フィル  用化総合研  填が楕朴神経発達に影響することも指   

0  3  2  0  ユ  3  8  0  l  
発達臨書を予防する  20  21    太田 英伸  
次世代人工床井睾の  床応用推進  

した2）夜間NICU全体の照明を過度に  響」放送・1）2010年4月1日 日本放送  
か、医療行為に適切な憶明環境を選ぶ  果、光フィルター保書善がN忙∪入院中  21（A■γOWho由．US′q）Sop．21．2）太田英伸  落とす環境と比較して 光フィルター保  協会 サイエンス・ZEROr時計遺伝子の   

肌発  研究）  のか、ジレンマが存在する。そこで我々 は保育器内を横察できる一方で、早産  
児が光を知覚できない特殊な光フィル  
ターを朋発し、良書羊に夜間装着するこ  
とにより人工昼夜を作成可能とした。   

る）。   

虚血性心疾患による心不全の痛感（こ心   

串汁壱のグループは造血性サイトカイ  
ンである腐蝕瑠コロニー刺激因子  本研究により得られた研究成果は、国  
（訂8nu】0く．河QCdony－S心l■仙l舶用f8Ct叩  我が国でも急性心筋梗塞愚者惣は欄加  

顆粒球コロニー刺激   医療技術実   G－CSF）が白血王蜜数の1曽加作用だけで  しており、G－CSF治療を受けられる患者  

因子（G－CSF）によ  ヽA   な 血管新生作抗ア  た可能な限り当研究機関のホーム   
数は膨大なのになると予れ。本 研究の成果は、市場における心不全冶  

20  2†      高野博之  療薬の製品観暗にも大きな変革をもた   0  2    2  2  0  0  0  

の効果と安全性に関  
する臨床研究  床応用推進  て血管新生や心筋細胞と血管細胞のア  、ふ らし医療経済にも好影響を及ぼすと期  

研究）  ポトーシスを抑制することにより心臓リモ  持される。   や心不全に対するG－CSFの効果と安全  
チ」ングを強力に抑制することを報告し  性が確認できれば、厚労音へ適応拡大  
た。また、心一針こ対するG－CSFの分子  の申請を進める予定である。   
機序を世界で初めて報告した。   の注射ですむため一般病院でも実施が  

可能である。  

本研究では，小児ステロイド感受性ネフ  

ローゼ症候群に対する初期治療法のエ め 
医療技術実  ビデンスを確立するたに、プレドニゾ ロン2ケ月（国際法）と6ケ月（長期法）投  小児ネフローゼ症候  

群に対する初期治療  用化総合研  与の多施設共同ランダム化比較試験を  
確立を目指した多施 設共同臨床研究と拡  

該当なし   5  10  0  0  10  10  0  8  0   

大嘘床！唖体制整備   療技術開発 研究）   

ゼ症候群の初期治療についての世界的 エビデンスを創出することが期待される  
が、その結果は日本のみならず世界の  

小児ネフローゼ愚者に対して還元するこ  
とが可能である。   
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特  
年度  原著論文  

（件ト  

研究課麹名  研究事凛   研究者代表者氏  名  書門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開♯  和  
姶了  文   

待   

医療技術稟  一国のみでは、♯学的研究が困難で、  
シロリムスによるリン   用化総合研   EBMが得られにくい稀少疾患の臨床試  

19  21     中田 光    験を国際共同研究で行い、医師主導で 実施しえた一例で、この形の臨床試験  
験：MILEStパal  療技術開発  が今後の手本になると思われる。   家族が参加している。   

研究）  1月に結果が公表される。   る。   

MA8法は痙性斜頚の治療において他用  
MABまたは爪」SCl88侮rontbl∝k（筋感  

医療技術美  覚神経ブロック）法は低濃度の局所麻酔  

用化総合研  MA8法は比較的安価に一部の箭緊張  
乱造緊弘こ対するm  

0  0  0    Z  0  0  0   

uscloa汗orentblo Gk治療  19  21    究（臨床研 究・予防一治 療技術開発  のル が、より広範な使用が可能になると良い  

研究）   治療溝であり、その有効性と安全性を確  
と思われる。   

認できた。  後遺症の痙縮への使用できる可能性が  
ある。   

高度先進医療lこおける臨床試験でも安  

医療技術美  全性および有効性は十分に確保されて  
用化総合研  下肢静脈癖に対する  

血管内レーザー治療 の適正出力に関して  19  21    究く臨床研  笹兼吉朗  

けられるようになると考えられる。伏在 去と治効はとな 
るため、特記すべきことなし。   いた。今回の使用権認試験でも短期間 ではあるが、さらなる安全が確かめられ   

療技術開発  
研究）  静脈捷術療果同等り、よ り多くの愚者がその恩恵受けられるよ  

になると考えられる。  を  
うになると考えられる。   

肺悪性旺瘍に対するラジオ波焼灼療法  
医療技術実  

胸部悪性腫瘍のラジ  用化総合研  

オ波焼灼療法に関す る研究  19  21    究（臨床研 究・予l防・治 療技術開発  でのてい。こで． 症例、除外項目などの決定がなされた。  
研究）   行った。被験者の匿名性やデ「タのア ウトツ 

ーシングなどを行った。   いてはある程度検証されたものと思わ れ たという意味がある。   開されている。   
る。   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課贈名  研究寧凛   研究者代表者氏    専門的・学術的観点からの成果   名  名  
曲床的観点からの成果   ガイドライン等の的発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l絶  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   願 殿  

律   

策【相試験部分は9症例までを3×3浅  本治療法は高度先進医療あるいは時限  
医療技術美  JIV和：）SG（Japanht8N8n心m8l  
用化総合研   

R且di0logyinOncdogvStリdyG帆岬）に  

ラジオ波焼灼療法  
腎悪性性瘍lこ対する  19  21     三村 秀文  かった。しかし賃Ⅰ相試験分を含めて 1駕な有害事象の報告はなく、安全性  

研究）  についてはある程度検証されたといえ  
る。   

たという食味がある。   

「頬骨骨腫に対する紐皮的ラジオ波凝  「頬骨甘睡に対する紐皮的ラジオ波凝  
園療法」は1990年代前半に米国にて開 発された。それ以来、欧米ではこの治療  
に対する様々な報告がなされ、治療効  

医療技術実  
類甘骨陽に対する綾  用化総合研  果は76－100％、合併症発生率も31以下 と従来の治療法である「外科的切除術」 と比較しても遜色ないものであった 

療技術開発  
研究）   

皮的ラジオ波凝固療 法に関する研究  19  21    究（鴎床研 究・予防・治    遠藤啓音        。し かしこの治療j割こ対する前向き臨床試 験についての報告はなく、本研究の縮  
果が公表されれば世界初の本胎動こ対 する前向き臨床試験となり、本治療のエ ビデンス確立に大きく寄与すると考えら  

受できるようになると考えられる。   
れる。   

も宜伝活動を行っている。   

本邦におけるセンチネルリンパ節生検  
を広く普及させるために、98例のセンチ  

ネルリンパ節生検を施行した。全例で間  

医療技術実   惣なく同定、生検が可能であった。それ   インターネット（G00gk）で「悪性黒色腫」  

用化総合研  
の理由で初回治療入院期間は短鏑され   

悪性黒色隆における   ルリンいで  20104のい   ンチル」   
19  21    師井洋一  療技術開発  は、免疫染色を含めて病理診附＝重訂 をおいているが、補助診斬としての遺伝  

研究）  子診断の精度は高いものの．欧米では 疑Ⅷ性の高さが間鴨祝されている。今  
後は．他の臨床研究と比較しながら慎  

王に予後を検討したい。   乗の予後に関する検討が十分ではない  
ため、今後も観察が必要である。   

ⅣRは00しを考慮したがん治療を行う上  
でその有用性に大きな期待が持たれて  有効な1VRを臨床現場に効率的に導入  
いるが、これまで臨床試験による評価は  するためには、機器ならびに手技の行  
ほとんどない。本研究で多施設共同鴎  
床試験により緩和ⅠVRの評価を行ったこ   

有痛性悪性骨経瘍に   医療技術美  とは、先進的で意義の大きなものであ‘  臨床試験による科学的な評価を与える  「臨床的な使用確認試験」として計回さ  もおいて「緩和医療とⅣR」・「椎体形成   
対する総皮的サ形成  用化総合研  除外基準というものは、今後、有癌性骨 腫瘍に対する経皮的推体形成術を行う  

19  2l    究（臨床研  松井修  

鴎床試験に関する研  療技術開発  特に大きな問題を有していたが、今臥  ンスが示楼れれば、当該症例における   」ゝ  
究  研究）  る また 本研究で定めたプロトコール  床雷式験により緩和ⅠVRに科学的な評価を  績学会秋季臨床大軍では「iVRのエヒ丁         にアウトソーシン  る  標 的〉 5 の一つとして導入され  治療手技も、本治療における標準劇手  

浅に！碩基盤を整備したことはこの檀  つなげられれば、進行癌患者の首床症  
技になるものと考えられる。   状の改善、特にQOL向上に繋がる治療  

性の向上、公的研究麓の有効利用の上  体系を確立する上で極めて有用なもの  
で極めて大きな進歩であると考えられ  であると考えられる。   
る。   
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特  
年度  原著論文  

（件）  

研究課蝮名  研究事業   研究者代表者虎  名  専門劇・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開  
始   

和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  匡l 内  国 際   願 取  

得   

医療技術実  乳癌検診の普及により早期乳がん発見  
早期乳癌へのラジオ  用化総合研  の機会が増えた。これに対応して従来  

特になし   健康提案雑誌「すこやかファミリー」21  
波枕灼療法の安全性 および有効性の評価  19  21    究（臨氏研 究・予防・治  年g月号に掲載された。   

療技術開発  組織学的評価により有効性を確認する  
研究）   ことができた。   

有癌性転移性骨隆飽こ対する繰皮的ラ ジオ波凝固療法は、すでに欧米の一部  本研究は高度医療評価制産の一環とし  
では日♯診療に用いられている。しか  

て行なわれており、適切な結果が得られ  

し、その安全性とl瘡床的有効性を前向  
た場合にはラジオ波凝固療法針の適応  

医療技術美  きの多施設共同研究により評価した研  拡大を図るための企薫からの申請資料  
転移性骨腫瘍に対す  用化総合研  に使用される予定である。この高度医療  

る紐皮的ラジオ波凝 固療法に関する研究  1g  21    東（臨床研 究・予防・治  評価制度から薬事承盟（その後は保険 いは進に行に鼠げ  

収載ある先医療移）  
57  6  0  0  0  0  0  0   

療技術開発  は極めて独創的なものであり、加えて本 研究により示されるデータは、現時点で  
最もエビデンスレベルの高いデータと言  るという方法はずバイス・ラグを解消す  

研究）   る上で重要な施策である。本研究はそ  

える。このため、本研究縮果は、今後の 有癌性転移性骨腫瘍に対する治療法の  の一旦を担い、かつ症例登錬も終7間  

発達に大きく寄与するものと思われる。   
近であるため、本制度の普及に大きく寄  

可能性がある。   
与したものと考えられる。   

固形癌のリンパ節転移が最初のリンパ  センチネルリンパ節生検に用いるトレー  

臨床的リンパ節転移  医療技術美  
陰性■癌に対するセ  流を受けるセンチれレリンパ1附こ最初 の転移が発生するという理論は、所属リ ンパ節のがん転移防御機構、フィルター 機能に基づく仮説であり 
検の安全性に関する  ンチネルリンパ節生  多施設共同臨床瓢験  19  21   用化総合研 究（臨床研 究・予防・治 療技術開発 研究）  北川 雄光      、これまで乳癌 や悪性黒色睡など一部の腫瘍で検証さ れてきた。本研究では複雑で多彩なリン パ流を有する消化菩管嘱の 

一つである T癌においてこの理論が成立することを 示した点で画期的である 定できることが確認され、今後乳癌、愁   
性黒色賭に加えて薬事承認されること  

。   判明した。   が期待される。   れる。   

H2l．5．12高度医療評価会議にて、試験  

の結果が報告され、使用薬剤の適応拡  
大に関し、公知申請がなされた。その縮  
果、色素2檀及び剛2種の保険適用拡大  

臨床的腋蔑リンパ節  医療技術美  既に他領域では使用されているものの、  
H22．3．13臨床研究シンポジウム（厚生労  

転移陰性の旅先性乳   用化総合研   センチネルリンパ節生検での臨床デー  不要なリン節郭清を減らすことで語 のリンパ浮腫や上肢挙上田難を低威す      に即し、薬承認得られ、H21、9、10 の先進医療専門家会餞において、それ  色素とRIの保険適用拡大に関する薬事   働科学研究成果発表会：於日本医師会 棺）において成果の発表を行った 
。日本 乳癌学会総会．会員向けニュースレター  

全性に関する多施設  19  21     中村清音  及び用2檀の保険通用拡大が認められ  
共同臨氏試験  研究）  た。   手簡する。   実施が適切と判断される症例において  の一都は、医療関連の新聞、雑誌等で  

実施すること②症例の選択にあたって  も適宜報道された。   

は、最新の関連ガイドラインを参照し、  
適応について十分な検討を行うことが付  
記された。   
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特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究課麺名  研究事礫   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
名  

間終  
姶丁  和 文  英 文 等  和 文  美 文 等  国 内  匝 際   臓 取  

得   

マスコミや公開シンポジウムのテーマと  

我が国におけるドーパミン作動巣の泊  
療抵抗性うつ病に対するエビデンスは  
非常に乏しかったが、オープン繍に  

抗パーキンソン病某   医療技術実  
（ドーパミン作動菜）  用化ガ合研   よって非紺こ有効であることを強く示唆   

21  21     功刀 浩  
を検l正するブロトコー  

などに適応拡大することを考慮さ  づいた研究代表者による少なくとも3回  

ルの作成  療技術開発  治性うつ痛を対象とした抗パ 
研究）  バミン作動性薬物が抗うつ・抗不安効果 をもち、その際、臓由来神経栄養因子シ  

グナルが関与すること孝示したのも新し い。   肴の福音となろう。   
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特  

年度  
原書儀文  

（件）  

研究課懸名  研究事業   研究者代表者氏  名  書門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的輯点からの成果   その他のインパクト  出  

開l領  和 文  英 文  
始了  等   

得   

医療技術夷  ミノマイシンにこゐような神経租作用  
脳梗塞急性期におけ  用化総合研  
るミノサイタリンの脳  

ロトコール作成研究   することになると思われます。   
研究）   保護作用についての 臨床研究に対するプ   21  21    究（臨床研 究一予防・治 療技術開発   高徳毅   が発見されたことはすばらしいことであ リます。しかも、30年以上も日本で使用 されてきた薬であり、副作用も少なく脳 卒中急性期でも安心して使用することが できます。   

今後も努力しなければならない．   

小児期にチック症状（運動チック・音声 チック〉で発症するトウレット症候群（TS）  

は∵希に成人期に激しく奇異な不随意  

難治性不随意運動症  医療技術実  
扶を伴うトウレット症  用化総合研  

刺激の有用性に関す  療技術開発  侯群に対する瞳深部  る多施設共同研究  21  21    究（臨床研 究・予防・治   

研究）   

情動機能への安全性を評価するため  療法の我が包への早期導入が求めら れている。本研究により、我が国lこおけ るTSの医療ニーズの調査、及びDBSの TSの不随意運動に対する効果と認知・   
トコルが作成された。   の、二重t検多施設共同臨床研究プロ  

外科学会指定施設中約6劃の施設で  MRSAの術後感染症は、約15年ほど前  
MRSAに対するスクリーニングが行われ  MRSAに関する除菌操作は、現在も外来  
ており、7¢．8％の施設で術前除菌操作  最新のCt〕Cのガイドラインでは、MRSA には 

が行われているが、外科学会としてのガ  躇床的には、今回の結果では、後ろ向き   対する除菌、必要最低限に留める  る。しかし、逆にそのために訴訟対策と   

メチシリン耐性ヰ色ブ  医療技術美   
感染非発症保菌者であっても術前の除 菌操作を行っている施設があり、医療経  

ドゥ秤菌（MRSA）の  
き研究では症例数が少ないが、術前  発生率に有意姜を認めなかったが、今  関しても、推奨はなされていない。我々  とMRSA除菌を行っている施設も多々詑  

a8ib裾bStudy   
外科手術術前除菌操 件の是非に関するF8   21  2T    澤 芳樹  かった。また、前向き研究では、MRSA  則することは．漫然と行われている  前鼻腔喝破MRSA除菌操作が有用であ  ングならびに術前除菌のガイドラインを  

研究）  た場合に、スクリーニング、除菌操作が 保険診療となる可能性もあり 
数が少ないために解析が不可能であっ  
た。これらのことより、今後大規模多施  、そうなれ ぱ、無駄な医ま善が削減でき、健全な医 療行政が行われると考えられる 。  

設研究を行い、十分な統計解析を行え  多施設研究の際には公開シンポジウム  
る症例数を確保する必要がある。   などを行いたいと考えている。   

日本人に対する難治性の非神経屈性・  
割線因性妹尾筋過活動に対するA型ポ  

高齢者の切迫性尿失  これまでの治療法では治療が難しい高  2010年4月22日発行のMedic81Tribun8  

禁に対する膀胱壁内  齢者の腹圧性と切迫性尿失禁に対し  vol．4．N0．18p55「高齢者の切迫性尿失  

A型ボツリヌストキシ  
て、新規治療法を提案できbこれらの  禁、着脱損傷患者の排尿筋過活動に有  

付こなし  効」という見出しで取り上げられた。ま  

臨床試験と腹圧性尿  ン注入療法の多施設   た、2010年10月1日に開催される第17回  

失禁に対する新規治  菊夫．A型ポッリヌスキ兼膀胱堂内注入  日本排尿機能学会のシンポジウムにて  

療法の納発   療法の脚的方法と有効性は？E【州  研究協力者の野尻佳克と仙石渡が研究  
泌尿器科疾患の治療．342－347．2l．  成果を報告する予定である。   

胞移植治療に関しては、臨床応用へ進  
められる方法論を確立できた。   
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特  

年度  
原書論文  

（件）  

研究課贈名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l終  
名  

始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 琴  回 内  回 際   願 取  
得   

グレリンの病態生理学的意義の解明や  
高齢者医療と生活の賞（QOU改善に対 する臨床応用を目指し 発明名称デスアシルグレリン及びその 誘導体を有効成分とする脊髄神経修復  

、以下の基礎的  
研究成果を待た。1）グレリンは心筋梗塞 の治療に有用、2）拒食症の檀矧こよリ  促進治療剤（特許番  

号PCT／JP19／065769）、発明名称：グレ  

高齢者医療とQOL改  グレリンの摂食扶起効果が異なる、3）加  リン及びその誘導休又は成長ホルモン  

善に対するグレリン の臨床応用とその基  該当なし  分泌促進因子レセプター187ゴニストを  
有効成分とする慢性呼吸箋感染症治療  

盤的研究   低下および褐色牌．妨細線の機能低下に グレリン／グレリン受容体系が主要、4）グ  
レリン過剰発現モデルマウス作出に成  刺（特許番号特願20－88324号）．発明  

功、5）グレリンは高齢ラットにおけるステ  
名称：加療中動物の回復促進治療剤（特  

ロイド誘導性筋萎縮を抑制、6）グレリン  
評者号：特願20Tか8557）他2件21Jnter  

は血圧、体温および消化管運動などの  
Na扇0nalSymposiumonGhr81in．Nov  

00」維持に対する新規治療法が期待で  
1β－】9．21□   

自律神権機能に重要   きる。   

章であり，これを促進することで家事緩  
助などにかかっている糞用を削減できる  
可能性があると考えられた．   

本研究の成果は、組織癒着や関節拘錮  

舵争力の獲得に多大な貢献が期待でき  
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特  

年度  
原著論文  

く件）  

研究課鰯名  研究書礫   研究者代表者氏  名  専門的・学術的嘲点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のイン／くクト  出  

開l絶  
名  和  

姶了  文   
得   

外来診療の現場で変形性関節症の王  
汎用超音波診断装置のメカニカル3Dス  

短音波を用いた非漫  

に関する研究   

高いと考えられた。  
襲膝関節軟サ3次元 定圭診断装モの開発   1g  21  長嚢科学総 合研究  中村耕三   キヤン機能をペースにし．超音波ブロー プの走査角度を回転型エンコーダから 得て．これを超音波診断装モに漉すこと により膝軟サの断層同性が収集するこ とが可能であった。これらの超音波画像 を三次元的に配列し、関節軟骨領域を 抽出後、測定した三次元的関節軟骨厚 は、CT画像やMRI図像にを用いた測定 値とのr軌こ有意な相関があり、超音波 による湘節飲骨厚測定は精度が非掛こ  

的に行うことができるようになる可能性  が十分に期待される。   
を有すると考える。   

歯周病細菌であるPg菌に注目して，そ  
口腔内細菌叢の変化  

医療経済性の向上のために．Pg菌に対  

を指標にした後期席  れに対する血清kG抗体価の歯周病診 断のための基準檀の設定を試み結実．  

予知診厭システムの  齢者の老人性肺炎の  開発  19  21  長寿科学総 合研究  高柴 正信     カットオフ価を1．682に設定できた。誤機 性肺炎の発症と歯摘病原細菌に対する 血中I 
gG抗体価のレベルは．統計学的  

に関連する可能性が示された。   
を‡Tち出せた。   

要介護高齢者では、従来から行われて いる唾液検査が実施国燕な場合が多い  
ため 
、新たな評価方法が必要であるが、 今回の研究で用いた唾液湿潤座検査  

は、要介護高齢者でも応用可能で、客  介護予防事業において、口腔機能向上  
プログラム作成をする際に、高齢者の口  

唾液を指標とした口  観的な口腔乾煉扶絶と摂食樵下性能が 評価できた 
腔機能向上プロゲラ ム作成  19  21  長寿科学総 合研究  柿木 良明        。唾液の分布や物性、関連 担子が口腔機能の状況と関わる可能性  ことが示されたことから、高齢者におけ  

る口腔乾燥症状態は、口腔綾能向上  
が示唆されたことから、非襲侵で採取お  
よび解析できる唾液を応用した口腔機  

サービスや高齢者医療においても考慮  

れらの結果は、高齢者では口腔乾煉状  
すべきと考えられた。   唾液の重要性に関する啓発を行った。   

能の客観的評価を口腔機能向上プログ ラム成に生かすことができると考えら  
作 れ 
た。   が示唆された。   

研究1）栄養の介入が創傷、特に靖瘡の  
治療を促進するか否かについてR（）Tで  研究1）高齢者社会にとって栄養は重要  

禰瘡の予防と治動こ  
関する研究1）栄養  介入の効果の検討、 2）保護機材の効果  は画期的な研究成果と言える。研究2） にいてバッドの安全性と  
の検討   

用性が認められたことは、高機能マット レスと併用すれば体位変換をしなくても  お局所保護有  
よい可能性があり、禰瘡の治療概念を  

がる可能性があり、行政的に重要な－  

位変換をしなくてもよいという可能性に  石を投じるものである。   表予定となっている。   

変えるものと考えられる。   繋がり、l蕗床的に有意義である。   
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年度  
原著論文  

（件）  

研究課憤名  臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
名   名   

開終  和  
始了  文   

得   

口腔機能の維持・向上の重要性は介護  

肺炎の発症には、プラークの付着状態 など口腔内状態との関連は明確ではな  
かった。一方、摂食喋下機能陣嘗すな セン  
わち誤隙を疑うアスメト項目におい  本テーマを検討するためのシンポジウム  

アの際の姿勢の保持や開口の保持な  口腔ケア・マネジメン  19  21  具象科学総  赤川 安正      て有意な関連を示したさらに口腔ケ  

ど、口腔ケアを安全tこ効果的に行うこと  紙が採用された。   

ができるような配慮が王事であることが  
示された。   た口腔機簡向上の取り組みに向けた焉  

一歩にしたいと考えている。   

国立長寿医療センターでは創傷皮膚科 ベ 
褐瘡創面の†細を的確に浅み取り必要  

苧をースに診療をしているが、治癒期  
間は今まで良好と報告された期間のお  

とされる禰瘡診療を提供するため、客観 的かつ科学的な記述方法である記覿潰  

創傷皮膚科学の柵立   ヰ学と創表面蛋白質解析を研究の両輪 に据え、両者を病理学的な研究によって  

19  21  長寿科学総  磯貝 善蔵       関連づける創傷皮膚科早と呼ぷ学問体 系を肘立した。創表面細胞外マトリック  
る研究  ス空白貴を解析する方法を新規に開発  

し由来も含めて生化学的マーカーとして  

の意義を検討した。その過程で肉租 織に関する新たな知見が見いだされたp   芽  
収♯し、行政的施策の基礎となるように  
している（投稿中）。   介護者に広く伝えていく。   

これまで、予防あるいは介護給付を必  
要介護認定デーータから、要介護高齢者 を「予防王扱高齢者群」と「介護王現高  

妻とする＃のスクリーニングに際しての 手法として同期分析を用いた例はなく、 本研究で初めて実施された 
在宅および施設にお   。この結果、   
ナる重介護・要支援  要介護認定データのみで、高齢者を「予  比較すると、繰年的に改善する可能性  ンを開発している途上にあるなおこ  の参考とされた また 介護および予防  報告さにも、この角度指標に関する諦   
サービス王を推定す  19  21  長＃科学超  筒井孝子  

るモデルの開発に関  
する研究  

群」に分類することができた。また、経年  が確立できたことは、予防効果が高い群  人保腱健康増進等事業「地域包括支援  
分析の応用は独創的であり、これにつ  

センターの総合評価に関する研究（研究  かを介護報酬における成果 

いては，現在、論文を投稿中である。   
当該ガイドラインは、鼠立保確度療科学 院で美穂される都道府県等の介護保険 捏当職■に伝達する予定である 

。   達した。   

日本人を代表する■団（循環署基礎研  
査対象者）の長期追跡研究NIPPON  本研究で明らかになった食塩摂取量と  
DATA80・90と、同時に実施された国民  本研究における解析結果から、ADL低 下リスクと関連が強かった血圧値、喫煙  NIPPONDATAからの知見はこれまで、 日本動脈硬化学会ガイドラインにおける  

食生活・栄養素抜取   循環峯疾患リスク評価チャートの活用な ど各檀ガイドラインにおける亀重なエビ   
状況が高齢者の健康  活動作仏DU、循環者疾患死亡等の健  らに、循環着疾患死亡リスクとの関連が  デンスとなっている 今回明らかになっ  も簡便に自らの健康リスクを評価できる  研究のこれまでの知見をまとめた著書   

l  34  5  l  22  3  0  0  0  

関する研究：NIPPO  合研究  了9  21  長＃科学総  上島 弘胴  

N DATA 80・90  食塩摂取によるADL低下リスクおよび循  王、野菜 
の追跡調査  の関連の知見 および作成されたリス   

下などの結果が得られ、初めての国民  のリスク評価チャートは、日常診療の現  腱指導の場においても活用可能であ  Ep舶midoEyの特集号‘‘NIPPON  
や健康施策立案に活用されることが期 待できる。   DATA80／90Nu扇心onStudy”として  

ほか美文論文34絹を含む多くの知見を  2010年3月に出版した。   

国際誌などに発表した。   
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特  
年度  原著論文  

（件）  

研究課蛤名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的葡点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l絶  
和  

始て  文   
律   

本研究の成果は．計画的な夜間・早朝 訪問看護の提供体制を地域単位でシス  
先行研究を踏まえ、24時間の訪問看護  
体制の構築に必要なエビデンスを体系  

複数の訪問看護ス  テム化するための方法強の明確化とそ  
テーションによる地域  の効果検証を行ったことである。近年，  

単位の24時間訪問 介護・書護の効果的・  

効率的な実施方法の  に、地域においても時間帯を問わず医 療を提供する必要性が高まっている。本  

開発研究   研究は、今後さらに必葉性が高まると考  
えられる、地域医療システムの充実に  ある地域特性に応じたケアシステム穐  
斉藤し得る研究である。   された。   

ドライン（てぴき）を作成した。   集方法の明確化に向けた足がかりと  
なった。   

健康科学・経済学，社会学など複合的  
字術領域にまたがる包括的測定項目  
とノくネル構造を有する、比較的大規模  本体胡査（一ツ橋大草・経済産業研嚢  
データであり、また海外の姉妹研究讃董  所「くらしと健康」調査）と共同で、すでに  

社会経；斉的格差と高  
であるH朗柑1卯dRo肩帽mOnt乱川8yな  策1回調査のサマリーを経済産業研究  

慎、医療介護資源利  
鈴音の健康．生活習   該当しない  所ホームページを通じて公開したとこ  
用に関する検討   匿名化を施したうえで収集データを公開  ろ、5万件を超えるアクセスが国内外の  

利用に付することで、社会疫学や社会  学術機関・政府関連機関などから待ら  
保障・高齢者就労の経済学分析などを  れている。   
飛躍的に進める基盤となることが期待さ  
れる。   

本研究では、先行研究や各級政府統計  
医療福祉介護車凛者の第三者評価は、  
医療樹斯こおいては、平成9年から病院  

資料等から、諸外国並びにわが国にお  

ける近年の高齢者ケア政策等の実態を 把握し．コンプライアンス経営の有無や  

介護保険施設こおけ  介護保険施設または恒性期医療を提供  

研究   概念ヰ入について、全国介護老人保健  
るマネジメント理論の 展朋に関する実証的   19  21  長寿科学総 合研究  小山秀夫       する医療機関における社会的責任等の  施設協会会見施設および日本慢性期医  

療協会会員施設への調査を行い、調査  
に三こ の方策からも明らかであり、第三者評価  

重要であることが整理できた。   
結果からコンプライアンス経営が棲めて  

とが明らかになった。   や情報公暁制度は今後も推進されるこ  
とが重要と考えられた。   

全国の在宅療養支線診療所の実應を  
調査することにより、診療所における在  
宅医療の現状を傭勤し、在宅療養支践  

入院医療と在宅ケア  
特になし。   特になし。   0  0  9  0    0  0  0  0   のあり方に関する沸 査研究  19  21  長♯科学應 合研究  加知輝彦     診療所の多くは♯勤医が1皐の無床診 療所であり、1か月に1D名前後の訪問 診療と1一－4件の緊急往診に応じ、在宅  

での看取り教は1か月に1－4名が多い  
ことがわかったが、診療所憫の差が大  

指導や社会資源の導入などの調整も1  
きいことも明らかになった。   婁であることが示された。   

ー33－   



特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究課態名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開l鶉  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  囲 際   、願 】取  

得   

リハ医学・医療の質向上に向けた成果  厚生労働行政上の課矧こおける成果と し 
として．多施設参加型の5000例を担える  多施設から臨床事例のリハ診療データ  日本リハビリテーション医学会の臨床研   て．1）平成20年度の診僚報酬改訂の   

（20年）の下記のシンポジウム等で報告 した 

．近藤克則「医療・介護保険制度改 革とリハビリテーション医学の課題」（敷  
育漬決）山鹿直紀夫「脳卒中の地域連  

リハビリテーション患 香子ータ′くンク（D即 の開発  19  21  長寿科学総  近藤克則  
中リハビリテーションデータベースと高齢 舌の地域リハビリテーション」（シンポジ  

ウム「高齢化社会における00L向上の 方策一地域連携システムの構築に果た すリハビリテーションの役割j）   

た，   捷出された．   

同意の得られたl琶車中愚者を病型別に  
脳卒中の新規発症患者について、入院  
時の王症度とリハビリ後の自立度につ  予後追跡調査の結果、脳卒中治療体制 にハビテ 

いて比級検討した結果、王症入院者で  
自立康が回復した看が7％、反対に軽  人年対）は75．8、新規発症では60、0で  リテーションを経た後の予後をこより長  青の基調講演に引き琉いて、3名の演者  

介互引t報を活用した   地区で善が認められず、両地区におけ   

に及ぼす影響に関す  19  21  長舞科学総  小川 彰  

る大規模研究  

間が5年の脳卒中発症躍（千人年対）  反対に軽症入院者で自立度が低下した  る。また、既存のコホート研究を継績す  （農漁村地区）で入院時の量症腐が高い 傾向にあり、両地域lこおける急性期病 院での治療内容に善がないことから、息 性期治療を行う医療施設へのアクセス や社会経済的影響が示唆された 
明らかにした。   中患者の予後改善に大きな影響を与え  。   

ることが考えられる。   

開眼片脚起立時間測定は、片脚起立時  
間が10mの¶m匂dUp鋸1dGo  

開眼片柳起立時帆こ  t8St（TUG）と良く相関し、歩行速度も速  

よる高齢者元気度区  く、高齢者における元気度評価に有用で  
脚艮片脚起立運動に関して以下のマス  

分と転倒・サ折調査、   あることが分かった。また†分間＝ヨ3回   
コミに取り上げられた。TV：NHK総合・  

の開眼片柳起立運動訓練（DF運軌）が  運動を実施すればl耶艮片脚起立時Ⅷが  導する「ロコモーティブシンドローム」の  
8STVフジTゾTV朝日（2010ユー8スー   

並びに片脚起立15  
19  21  長寿科学総  阪本桂遥  

パーモーニンゲ）新聞：日本経済新聞、   

関根片柳起立運動訓  る虚弱後期高齢者に実施した場合、転  
2  8  4  0  3  3  0  0  l  

倒吉敷の減少、関根片脚起立時間の延  
言）t（2010▲2．25今日の健康）日医  

線による甘折予防へ  
の無作為化介入調査  長で統計学的に有意性を示したことによ  ニュース（21．3．20）雑誌二主婦の友社、毎  

に関する研究  リ、転倒に起因した甘折予防に効果が  
日が健康など   

期待されるが、今回の介入試験では骨  
折予防への有意性は示されなかった。   

本計測技術は，執務鏡視下環境ではあ  
るが、同一のレーザー照射から軟骨の にして 

横能評価関、一度に多くの情報 （粘弾性特性．軟骨層の厚さ、コラーゲ  本計測技術による臨床データの蓄積、  

変形性関節症の病態  
並びに現在臨床で使用されているMRJ  

把複と治療効果判定   
ンの分子穐毎の王的比較、組織の均一   

19  21  長寿科学総  佐藤 正人  
機能診断システムの  
開発  

の斬をサの状 学特性に基づいて、低侵襲に定王的評  
が他のモダリティにはない優れ点であ   

ものと考える。   
価が可能な新規の軟骨機能診断法とし て捷案できるレベルまで達成でき 

た。   
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年度  原著論文  
（件）  

研究課題名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   名  
臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開  和 文  英 文  
姶   等   

待   

臨床現場では正動こ近い再建術を行う  
ことは困難である。また移欄に人工靭  

サ形成蛋白であるBon8Morphogo㈹dc  
関節構成支持体（靭  

帯、半月板）嬢傷lこ対  Pr血in（8MP）を使用することによって、 靭儒を骨および軟骨に誘導することが  

としない租織再生と  する細胞移植を必要  臨床応用の研究  20  21  長寿科学総 合研究  橋本祐介     できることを動物レベルで明らかとなつ た。細胞移絶を用いると美大な費用が かかるが 
、サイトカインのみで正掛こ近  

い再建が出来ることは意♯深い。  
善が課矩である。   

験含め、臨床応用が可能となる研究を が 
行う必要ある。   

SIP受容体をターゲットとした菜刑は、内 因性の調節榛‡云を利用するためビス  

本研究ではi粗琵症モデル動物雇用い  

た実験により、SIPl受容体アゴニストお  

血中脂質メディエー  よぴSIP2受容体アンタゴニストが骨吸 収抑制に極めて有用であることが示さ れた。これらは、SIPによる破廿前駆細  本経済新陽にて21年2月9日の夕刊で  

開発とその臨床応用   ターを標的とした新規 の甘粗軽症治療薬の   21  21  長寿科学蘭 合研究  石井 獲       他の追走・位置決めといった、これまで とは全く異なるコンセプトによる骨代謝 調整機構であり．破骨細胞前駆細胞の サ組織への流入出／〈ランスという内国  
を受け、21年5月9El同番組「骨組完症  

性の調節機転を利用する新しい骨相無 症治療薬の開発へ道を拓くものである 
。  

ることが可能となる。   開発を行っていく封一回としている。   

臨床の場で広く用いら九るNSAIDsであ  
プロスタグランジン（PG）類の産生を抑  

制する非ステロイド性抗炎症某  
（NSAIDs）がアルツハイマー病（AD）の  ADは高齢化社会とともにその発症率が  

アルツハイマー病巣  進行を抑えることが疫学的に示されてい  増え、変性性認知症の中でも発症頻度  
るが、PG類産生とAロ進行との醐遵につ  の高い疾患であるが、この疾患に対する  

での膜結合型プロス タグランジン∈合成酢 兼1の生物学的・鴎  

床医学的焉欄の解析   COX－2の下流で働く．膜縮合型プロスタ  誌で取り上げられた。   
グランジン（PG）E合成酵素mPGES－1を  の巾PG∈S－1阻害剤が有効である可能  
介し産生されるPGE2が、ミクロダリアの  性が強く示唆された点の意義は大きい。   
活性化や神経和地死を引き起こし、AD  
の進行に深く関与することを示した。   

きい。   

アルツハイマー病はタウ蛋白異満とアミ ロイド蛋白異常の両方の病態を持つ，タ ウ蛋白トランスジェニツクマウスとアミロ イドトランスジェニックマウスを用いて神 緒細胞移植を行った 
量長類胚性幹細胞を  。ES細胞に造血支 すPA8細と成 

もちいた認知症、7ル  拝能を有る胞共養後、線 細子とらにして  

特記すべきことなし   0    0  ○  2      D  P   
る新規治療法朋儲に  
関する研究   ツハイマー病に対す    19  21  認知症対儀 総合研究  鈴木 童        維芽胞増殖因さ埼蓋神 経幹細胞を増殖させ眞接海馬に移檀し た。移植絹地は海馬内でVGAT◆、 SYn叩血l・PSD95＋となり、海鳥神経の 性質を持つGA8ん18rg■Gな郷胞に分化し た後 

、シナプス形成と神纏ネットワーク の再構築が起こることが明らかになっ  
た 
。   
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特  
年度  

原書論文  
（件）  

研究課随名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的t学術的観点からの成果   名  
臨床的観点からの成果   ガイドライン等の朋発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開絶  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  国 内  国 際   願 取  

特   

20鹿以上のカニクイザルはP18／PETで  
老人斑アミロイドの蓄積を評価すること  
ができる。PI8／PETを用いると組換えセ  
ンダイウイルスアミロイドワクチン、組換  

サルを用いたアルツ  えアデノ随伴ウイルスアミロイドワクチン  AD発病後のワクチン投与では進行を止  

ハイマー病及び血管  とも1一句の経口投与から3カ月で評価で  めることができない可能性が指摘されて  
とくにない。  いる。我々が開発中の経口ワクチンは  

クテン療法の有効  性認知症に対するワ   超早期の予防投与が可能で期待が大き  

任、安全性の評価   
頚動脈にマイクロ く、新聞や粗誌で繰り遺し取り上げられ  
で持捜性記憶機能浄書を示す再現性の 高い血管性認知症のモデル作成に成功  ている8   

した。これを用いてトs0l8Ctinを樺的とす  
る能動免疫ワクチンをこころみたが、安  

全性に検討課旭を残した。   クテンの有効性・安全性の評価を行うこ  
とができる。   

認知症患者の運転行動に関する実態、 及び、一般生活者における自動車運転  
に朋する意識を全国規模の調査から明  

らかにしたことは、認知症高齢者の自動 手運転に関する課塊の明確化に寄与  
認知症高齢者の自動  し、関係者間の情報共有と理解の促進  

支援のあり方に関す  総合研究   車道転に対する社会  る検討  19  21  認知症対策   荒井 由美子        を回るべく、具体的な社会支援策を捷示 するにあたっての貴重な知見となった。  
本研究の成果は、国際老年精神医学会  
における特別講演等、国内外の学会及  

ぴ、Ipt8m址10相IJoumal扉G引壷心永 P 

syGh；虞丹等の雄三割こおいて報告され た。   
て報告された。   支援策の構羞に寄与するものである。   

アルツハイマー病（AD）の根本治療薬朋  

発のため、発症・進行過程を忠実に反 映する客観的評価法の確立を目的に大  
アルツハイマー病尭   規模寵柑床観察研究JapanosoAD   

症と進展の客額的評  理検査を施行、米卸DNlとぐ○叩ゼbloな   

施設縦断臨床研究：J  
19  21  認知症対策  岩坪 威  

－ADNに】アスタディ  
きた。J－ADNlでは世界統 
ルを用いて、NEDO支援による」－ADNI グロー／くルスタディと連携し、全国38施  
設において358名のリクルートを完了し  

た。   画 みとして採り上げられた。   

アルツハイマー病の進行に伴って骨鴨  
由来細胞がl岩内へ浸潤することが最近  

細胞を血行性瞳実員   
超高齢化社会を迎えた我が国において アルツハイマ 

内勤■する機序の解  の研究で明らかになりました。脳内細胞  本研究により偶発される細胞医某の活   ー病1ま増加の一途をた   

19  21  認知症対策  内村健治        特記事項無し。  0  2  2  2  柑  J  0  0  0  
ハイマー痍治療への  アルツハマ 
応用  ン分子へ にとって壬妻であることがわかりました。  

ます。   
された。   

これら分子の発現爛節による細胞医薬  
の基盤技術が確立され草した。   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課惣名  研究事業    研究者代表者氏  名  専門的ヰ術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開  
名  和 文  英 文  

始   等   
得   

孤荒性アルツハイ  本研究の成果によって、加齢性劇場虞  
マー病の病態機序解  性疾患のサロゲートモデルとしてのカニ ル 長寿科学振興財団主催の研究報告会  

にて発表したことで一般の方にも興味を  
明を目的とする、神経 柔和束輸送の加齢性  特になし。  持って頂き、さらにはM8dicaけパbリn8誌  

変化および障書メカ  れたとともに、加に伴う送の 書が、Aβの蓄積を介してAD発症の－  に本研究成果に関する記事が掲載され  
ニズムの解明   国となっている可能性が示唆きれた。   

た。   

ARTの安全性について、Pr8由rWllll症  盈および地方自治体が行っている特定  
候群患者の遺伝的発症原因解明研究  不妊治療助成制度については、日本産  
より」出産年齢の高齢化はtバ5帥1ytyP8  科婦人科学会ART登録データ中本制度  
の第15染色体母親性ダイソミ一恵者の  への登掃があるデータは27％、年齢層で  

生殖補助医療の医療  割合増加に強く関与している、高齢出産  は35－39鰻群が最も多く、続いて30－  
技術の標準化、安全  とは別の生殖補助医療に関わる因子が  34幾許が多かった。治療周期あたりの  

妊娠率■生産分娩率はともに利用群で  
非利用弓削こ比して高かった。治療同期  5  23  6  0  20  14  性の確保と生殖補助 医療により生まれた  

児の長期予後の検証  上に散在するインプリント朋連領域を網  あたりの生産分娩率もやはり利用群で  
に射する研究   羅的に解析する系を用い、いくつかの稀  高く、比較的妊娠しやすい症例が治療  

な発生異常の同定を行うとともに、ART  開始の初回、2回昌の治療周期に助成  
後妊娼の1UGR症例の胎盤を解析、DNA  制度を利用していることが多いことが推  
メチル化異†削ま検出されなかったとの  測され、本制度が効率よく利用されてい  
結実を得た。   ることが推察された。   ると結論できた。   

延べ110万人以上のt子データを国立  成育医療センターのサーバー内で縦断  
的に蓄積することにより、データ入力時  
の重複症例など入力ミスを発見したり、  
各地域での転出入症例を把橙・違鴇し  

法制化後の小児慢性  たり．一部の疾患群では非継捜症例を  

価・情報捷供に関す  特定疾患治療研究書 集の登録・管理・評   
る研究   や二次がん等の早期先見のための長 期診療継続の必要性、また、患者が多  

数の施矧こ少人数ずつ分散している間  
堰点を解析した。慢性腎疾患では、ネフ  
ローゼ症候群の肥満の間甥点を分析  
し、また、推定糸球体濾過量を算出して  
腎機能と比較した。   の開発を検討した。   教育校長会と共同作成，公表した。  また社会に情報捷侠を行った。   は比較的多い。   

平成22年1月22日に国立成育医療セン  
ヒト造血幹細胞への特性及びその由来  
による未熟性の遭いを免疫不全マウス  
を用いたh正㈹の系で明らかにした。特  
に、遺伝子導入のl殊に必要とされるフア  

小児難治性先天異♯  イブロネクチンと細胞膜表面抗原の開  

伝手稲胞治療法の憫  総合研究   に厚生労働省大臣からの承認が得られ  症に対する幹細胞遺   
発と臨床応用   Gon8mOr誌に発表した。また、レトロウ イルス挿入による白血病発症のメカニ  ズムを遺伝子改変マウスの系にて明ら  

かにし、その成果を8l00d誌に発表して  

多くの注呂を先めた。  観であり、また、木造伝子治療の成果を  
国際的に発表していくことは最先端の医  
苧の推進の大いに役立つ。   
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特  
年度  原著論文  

（件）  

研究課地名  名・   名   臨床的観点からの成案   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
開l緯  
始了  

和  
文   

得   

早産の予防は各国の医療体制や社会  

環境にも関わる極めて臨床的な露地で あり、外国の研究成果をそのまま当て  本研究の成果は、妊婦の生活指ヰに蘭  

全国規模の多施設共  はめる事はできない。したがって、日本  

固ランダム化比較！式  
の優れた妊婦健診制度と妊娠管理の方  

基づく早産予防ガイド  験と背景田子分析に   
ラインの作成   本の周産期医療の現状の中に組み入 れる必要がある。本研究の特色は．こ の五重なテーマに対してこれまで日本で  

全く行われていない本格的なRCTを行う  れる。   
ことである。   昇や過度のダイエットなどが背景因子と  

して関わっているか否かを調査する。   

新しい検査技術として注目されている  
タンデムマス法は、この数年以内に多く  小児科領域では原因不明の発達遅 滞、急性脳症、あるいは突然死などが起  平成19年に1▲「タンデムマス導入にとも  わが国の新生児マススクー」一ニンケ事  ＝州K松江rしまねっと」（20年l（）月）、2 

日本テレビ「ニュースゼロ」（20年11月）、 3 
タンデムマス等の新   ．山陰放送「医療最前線」（21年3月）． 4 
技術を導入した新し  ．M8dicaけribun8（19年10月）、5．教育医 事新蘭（20年2月） 

リーニング体制の確  19  21  子ども家庭 総合研究  山口 清次  

立に関する研究  リ 
年）、8、日本先天代謝異常学会シンポジ ウム（21年）、9．有機酸・脂肪酸代謝異常  

寛スクリーニングは早期療青開始によっ  療黄低級こも役立つ．   

てより効果的な療育を可能にする。   
医師と家族のシンポジウム（20、21年）   

発がん因子曝露によるDNAメチル化異  
鴬の誘発には樟的遺伝子特異性がある こ 

とを示し、その機構としてPo川結合が  メチル化抵抗性を与えることを世界で初  
めて明らかにした。また、ヘリコバク  

ヒト多段l瞥発がん過  ターゼロリ菌感染がDNAメチル化異常  
エビジェネティクスは近年社会的にも注  

程におけるエビジェネ  第3次対が  
現時点では直接行政施策として反映さ  

ティツクな異常の網羅 的解明と臨床応用に  
関する研究   異常を用いた発がんリスクマ 向上を通じて行政的にも貢献できる．   

的・社会的音義は非，削こ大きい。今後も 臨床的に妻な課麹を解決すべく 
影響は大きい。   

壬、エビ ゲノム解析を行う必要がある 
。   

も意義深い。  

がんの発生には少数の特定の遺伝子  
の変異だけでなく、多数の遺伝子の多 型によるわずかなリスクの増大の累積  
や食事、炎症など環境因子が大きく寄  

疾患モデル動物を用  与している可能性が高い。ヒトにおいて  

いた環境発がんの初  直接これらの研究を遂行することは匪  
難なため、遺伝的背★の均一な動物モ  

mlr34の同定を報告した論文はNatur8  

現時点では特になし  アジア版の特典記事や全国紙科学面に  
期発生過程及び感受 性要因の解明とその 臨床応用に関する研  ルでのヒトにい う本研究のアプローチはメカニズムの解  も取り上げられるなど大きな反響を呼ん  

だ   
究   明と治療法の有効性の検討が同時に可 能な点で有用であると考えられる。ま  

た∵一手して個体レベルでの解析となっ  
ていることから、より忠実に生体内の状  

況を再現していると考えられる。   
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特  

年康  
原著論文  

（件）  

研究課糖名  研究事業   研究者代表者氏  名  書門的・学術的観点からの成案   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の鯛発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開一級  
始了  和 文  美 文 等  和 文  英 文 等  国 内  匡l 際   願 取  

得   

被爆者▼がん、甲状腺乳頭がん、大腸  
がんで．それぞれ特徴的な雨仁和RNA発  得られた成果は、放射線発がん研究の  
現，遺伝子再配列、遺伝子変異を見い  分野で世界をリードするものである。放  

放射線陣書に基づく  だした．REVlが突然変異頻度を上昇さ  射軌二よる発がん槌檎の解明とともに、  

固形がん先生の分子  せ．尭がんに関与する可能性を示した。  医療被ばくの防岩畳やがん治療′予防の  
特記事項なし  個別化など臨床応用につながるもので  

機♯の解明とその予 防一治療への応用に  
ある。それにより、学術的に重要で且つ  

朋する研究   頻が相関し．放線による伝子 書感受性の個人差に関わることが示さ  広く国民の健康増進に貢献するのみな  
れた。これらは、放射線発がん機構の  らず、国際的なエネルギー政策や産菓  
解明に資するものとして、国内外から注  政策にも影響を与えるものであり本研究  
日されている。   固形がんの個別化診断・治療の進展に  のインパクトは大きい。   

も貢献するものである。   

1．EGFR＋／HER3－が大横癌の分子棟的  
治療の新しい感受性予測因子となりうる  
ことを明らかにした。2．HER3低発現が  
Go鞘nib高窓受性に関与することを示し   ガイドラインに殿り上げらっれるにたって  本成果は愛知県がんセンター公開シン   

ヒト腫瘍の発生・発   た。3．眼付属器MALTリンパ摸に特徴的  現がGo月日∩；b適用可能な症例が少なか  いないが、MAし丁リンパ腫で先見された  ポジウムの時に、研究成果として、毎   

標的遺伝子がたの病型の一触にも欠失  回、ポスター展示を行うなどで公開して   

1g  21  栗3次対が ん総合戦略 研究  瀬戸 加大  

D  65  0  0  20  61  2  0  0  
用 ■ ＝＝  末梢性丁細胞リンパ性の中にATしLと頬  してのみとらえられないことを意味する  

似する疾患群が存在ることを明らかにし  ので、大きな意義がある。   る。   
た。5．皮膚のみに主症状を有する皮膚  

里人TLLは他の臨床病型とは独立した臆  
床病態を持つ。   できることを意味する．  

1）食道月平上皮がん化学放射線治療  
前生検試料の発現プロファイリング解析  食道がんの予知医療開発については、  
を世界で初めて行い、予後予測の可能  19年にBTJジャーナル（日韓BP社）に取  
性を示した。2）小児AMしは遺伝子発現   

ゲノム・遺伝子解析   プロファイルにより6サブタイプに分類さ  を行うマイクロアレイ検査アルゴリズムを  研究で基礎的開発濠行った食道がん・  ま、日経産業新聞19年11月29日「21世   

情報に基づく診断・予  駕3次対が  や、行政施策に反映された件は無い。 本研究において基礎的開発を行った個  
年8月り日の落谷孝広室長の記事、メ   

19  21   ん総合戦略 研究  吉田 輝彦  

的探索と．免疫遺伝  ガイドライン等に取り入れられた場合． がん医療の均てん化を回る中で保健行  
関する研究  政上の成果も生むことが期待される 

転移モデル動物を用いてRN劇分子の転  。  

移巣へのチノJくリー、標的遺伝子およ  「2030年への挑粗、核酸医薬」の記事  
び下流の分子の制御，転移の抑制が可  等．多くの報道がなされた。   

能であることを明らかにした。   有効性を示した。   

急性骨働性白血病においてにおいて、  
M・℃SF受容儲の発現が高い細胞が白  
血病幹細胞であることを見出した。テロ  
シンリン酸化蛋白質CDCPlは、invivoで  

ヒトがんで高頻度に  がん細胞の転移一波潤能に関わり、その  下記の新聞に記事が記載された。日本  

変異・発現克進・活性  第3次対が  高発現群は肺がんや膵がんの患者で  経済新聞（平成21年9月28日号）「が  

なし  ん、幹細胞狙い再発肪ぐ」朝日新聞（平 22511日「  
化している遺伝子を 標的とした新たな治 療法の開発に00する  

成年月）急性骨髄性白血病  
新規p5淵的遺伝子として〕NC5A遺伝 子．TMPS遺伝子NEEP封遺伝子を同  幹郷地を狙い治療国立がん研究セン  

研究   定し、これら遺伝子はカスペース依存性  ター」   
細胞死を誘導することを確認した。P53  

標的遺伝子Mio叩が、ミトコンドリアの品  
貫菅矧こ重要であることを見いだした。   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課短名  名   名   
臨床的横点からの成果   ガイドライン等の踊発   その他行政的観点からの成果   その他のイン／くクト  出  

開l終  和  
姶了  文   

得   

治療標的周子あるいはその候補を複数  
難治性小児がんについて、多数の臨床  
検体を用いたゲノム、トランスクリプトー  
ム、ケライコーム等の網羅的な分子プロ  

難治性小児がんの鴎  ファイリイングを行い、各疾患の臨床特  
床的特性に関する分  性と分子特性との関係を多角的に解析  

し、神経芽腫、Evvjng肉腫、小児白血  

子情報の体系的解析  19  21  兼3次対が ん総合戦略 研究  清濁「信勧  等の成果はなかった。   
診断治療法の開発に  形成に深くかかわる田子あるいは分子  
関する研究  プロファイルを多数明らかにした。培書  

細胞を用いたEwing肉腫の発症機構解  
析に有用なモデル系等、難治性小児が  
んの実験系を確立した。   行なった。現在．実際にその臨床応用を  

呂指した研究を推進している。   

ASH－1は、積々の促進因子によって蒼  
起される血管新生とリンパ管新生を広  
いスペクトルムで同時に阻止し、腫瘍の  研究期間の3年間で8つの国際学会で  
発育とリン／く節転移を抑制するが、内皮  講演を行った。また21年3月20日．名古  
細胞は雑書せず、抗癌剤との併用で効  畳市で開催された策7回日本臨床腫痘 ンム   

血管新生とリンパ管   第3次対が   果の増強が示された一方がん組織   
げることはなかった。   0  50  0  3  25    4  0  0   

る制療法の確立  研究  19  21    佐藤靖史  げられた。VASH－1はさまざまな病的血  
進して腫覚に寄与しており、 VASH－2を阻零することで腫瘍の発育が  管新生の制御に有用と考えられ、癌の  

編著に抑制されたことから、VASH－2は  みならず、血管新生を伴う眼科疾患へ  
がん治療の新たな分子標的になると考  の臨床応用が期待された。   

えられた．   

申請者等が開発した各々の動物発がん  
実験モデルを用いて肥満、高脂血症、  
糖尿病と発がんとの関連性の検討、医  

1．市民公開シンポジウム「がんの原因と  

薬品及び食品業村を対象としたがん化  
予防法：アスベスト、ピロリ臥肝炎ウイ  

学予防剤挨輔の検束、及びそのメカこ  
ルスについて考える」19年7月13日東  

ズム解析を行った。その結集、発がんに  
東関催青書林敬二2＿広島がん医療  

がん化学予価㈲の肌  黛3次対が  間違する新規分子標的を見い出し、高  従事者研修会「大腸がん予肪の最前  
発に関する基捜及び   19  21   ん総合戦略   武藤倫弘         脂血症治療薬、糖尿病治療薬及び降圧  捜」21年3月7日広島特別講演石川秀  
臨床研究  研究  剤の中から新規がん化学予防剤の候補  樹3．市民公開譲濱会「がん撲滅に向け  

化合物を探し出すことができた。新規分  
た新たな挑戦－これからのがん研究の  

子標的としてはリボ蛋白リパーゼ、7  
若き担い手へのメセージ」及びオープン  

ディポネクテン、低密度リボ睾白受容  
キャンパス2010年2月27日東女発  

体、アンジオテンシン受容体などが挙げ  
表・運営武藤倫弘   

られた。   考えられる。   

型共通エピトープに対する抗体はHPV  
粒子の脱穀を阻書する。抗体によるウ  
イルス感染阻書として、これまであまリ  
知られていない機構である。三次元培  

第3次対が  兼するとHPVの複製が起こるHPVIB型  輸血によるウイルス伝播の動向調査  

発がん予防の研究   ウイルスを標的とする   19  21   ん総合概略 研究  神田 忠仁       導入ヒト角化細胞は、HPV潜伏感染と分 化に連動するHPV増殖機構を解析する  は、輸血の安全性確保の施策を立てる 基盤情報となる 
新規のモデル細胞系となる。HCV慢性  

。   

肝炎患者血清に含まれるHCV準檀を網  
羅的に解析する方残は、持続感染する   
RNAウイルスの変異を追跡する優れた  
方法となり、応用範囲が広い。   高用王試験の成績が期待できる。   
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特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究誅顆名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   
名  

臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパウト  出  

開l終  
始了  和 文  英 文 等  和 文  英 文 等  園 内  国 際   願 取  

得   

8本学簡壊潮によるたばこ規制推進の 「 

健診の場での短時間の禁煙介入の方 法論の開発や有効性評価等の成果をも とに、その制度化の政策捷言の甘子案 を作成した。禁煙を効果的に推進する  
保健医療システムの構築のためには、  

学術会議と共同して、たばこ増税の検討  

効果的な禁煙支緩法  票3次対が  煙治まを制度として組合せて実施する  健診の壌での禁煙介入と侃陰による窯   

の開発と普及のため の制度化に祝する研 究  19  21   ん総合戦略 研究  中村 正和         ことが必要であり、本捷言はその検討に あたっての貴重な基礎資料となる。中医  
協の結果検証のデータを用いて禁煙泊 療の医療経済評価を行い、極めて経済 効率性が優れていることを明らかにし  
た。本研究で用いた確率感度分析は緒  
についたところであるが、今後の研究の 絶進につながる がったが、本研究班の成果や活動が－  

。   

定の貢献をしたものと考える。   の作成協力などを行った。   

種舶繊でのゲノムワイドCNV解析の  8RCA†キャリアー女性のリスクファク  

結果、BR（：Al陽性腫瘍組織でβRCAl 子以にがん組とは  ターが解明できれば、妊牟性の確保に  
遺伝子不安定性の機  遺伝外孤尭性卵巣織 のこと  つながり、卵巣嫡出による更年期障害  
能解析及び遺伝子変  異なる遺伝子不安定性存在する およぴ 
異姓測モデルの構築   焉a次対が   、遺伝子コピー数の増加が遺伝   

19  21    田中 藍－  
イリスウキヤリア－の  研究  るのが現状である。今回の数々の知見 を踏まえ、高リスク瓢こ対しては予防的  
同定と発症予防法の  手術療法が適応となり、低リスク群では 経過観察で充分となる る解析が進んでいるとはいえ、日本人特  
確立  有の解析及び情報が我が国のBRCAl  

。   キャリアー女性を卵巣がんから救うため  
肪管理に正章な知見がえられた。  には必須である。   

①256．320タ蹄ルテスライスCTの開発による  
時間制方向の情報を有するCT診断が  

フィで検出不可の病変発見肺がんで  
可能拡大CTによる肋骨病変の質的診 断能の向上肺がん 

診断用機羊および診   、乳がんへのトモシンセ シス応用で診斬能向上と被曝低減が可 能②高精度がん検診により－610人中  
1g  21  第3次対が ん総合概略  

いたがん診断能向上  研究   398人5．23％封このん 大腸仮想内祝鋏臨味応用で進行大腸  
に関する研究  がんおよぴ5rnm以上の隆起性病変に対  

して1∝捕の検出能が可榊鼠臨床  
図像データーヘ■－スの豊後イントわト上で  
の公開⑤肺がん．乳がんに対するコン  対する均てん化が得られる   
ビュータ支援診断装置の開発と臨床応用   

得   

末梢型肺がんを標的とする低線王CTに よる騰がん検診は我が国で開発された ものの、死亡率減少効果という国際的  
櫻準の‡紬を用いて有効性を示した研  厚生労働省簾17回がん検診に閲する検  

究はなかったが、本研究では5年半とい  討会（平成19年9月10日）に参考人とし  

革新的な診断技術を  う短い追跡期冊でありながらもCT検診   
て出席し、本研究班の進捗状況、特にC  

日本肺癌学会の肺癌診療ガイドライン     ¶附がん検診の有効性評価研究の状況   

用いたこれからの肺 がん検診手法の確立 に00する研究  19  21  第3次対が  中山 富雄  を示した。肺門節点平上皮がんの減少 が指摘されていたが．頻度に地域差が 大きいことが示された 
結果を元に、「市町村手業における紡が  

。また肺門押烏平 上皮癌に占める早期がん割合にも地域  
ん検診の見直しについて一がん検診に  

善があることが示され 朋する検討会中間報告－Jが作成され  

、嗜癖細胞診や気 筐支鏡の精度にパラツキがあることが  
た。   

ナこ．  
示唆された。  
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課地名  名   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行取的観点からの成果   その他のインパクト  出  
名   

開終  和  
始了  文   

得   

がん対策推進基本計阻こ基づき胃がん  
■内視鏡検査の精錬に関して、地域が  

新たなTがん検診シ   これまで死亡率減少効果や精度につい   ん登録との記録照合という標準的な手   
ステムに必要な検診  第3次対が   て検討がされていなかった内視鏡検査  法で検討された点に意♯がある。偽陰  ま、内祝矧こよる軍がん検診は死亡率  が、本研究の成果はその手段の一つと   

19  21    深尾彰  15  18  0  10  0  0  0  0  

効性評価に関する研  研究  価がなされたことは∴今後の■がん検診  視鏡を施行する医師の技術的な格差に  る。本研究の成果を含めた今後の検討  際、懸念される内視鏡検査の処理能力   
究  システムを構築する上で意義がある。  よること否定できず、医療技術の均てん  

化の必要性が示唆された。   直しが必要になる可能性がある。   
ローチなどで対処していくべきであろう。   

単に臨床検体をもちいた大規操ゲノミク  
ス解析を行うのみでなく、分化レベルを  
抑えた細胞分圃を鈍化した上で比較す  
るため効率よく疾患関連遺伝子の同定  

DNAチップによる息  寛3次対が  が可能となった。実際本検体セットを用  

性白血病の新規分類 法漣案  19  21   ん総合胞略 研究  聞野性行       いた大規模ゲノム配列解析の結果、薪 たな発がん原因遺伝子の同定に成功し  なし   なし   0  24  16  0  23  15  0  0  0   

た。またこの様な目的で収集した1000例  
に及ぶ白血病芽球分国は、世界最大の  
純化がん検体バンクであり．今後の白  
血痍解析における極めて黄土な検体リ  
ソースとなる。   

SNPa汀8yなど最新の技術を用い臨床検  

SNPan¶yなど最新の技術を駆使して、 臨床検体を分析し、腫瘍の分子蜘の  
解明をめざした。この研究により発見さ  
れた州ms睡瘍のSOSTDCl、肝芽畦の  肝芽腫のメチル化を指様にした化学療  

癌の新しい診断技術  箕3次対が  MロM4．白血病のNM23とMUCl＊は、新  法効果予測法や、乳壕のホルモン療法  

の開発と治療効果予 測の研究  19  21   ん総合戦時 研究  金子 安比古       しい診断治療の分子マーカーになる。乳 癌ではHER2遺伝子とエストロゲン応答  効果予那去を、肝芽睡や乳癌の臨床治  0  20  2  0  27  5  J  0  0   

遺伝子に焦点を当て 療プロトコールの層別化に応用可能か  

、術前化学雛去と 内分泌療蔑の効果予那去を開発しつつ  どうか検討中である。   

あり、個別化医療への応用が期待でき  
る。  

内分泌療法の効果予測蔑を開発しつつ  
あり、もう一歩で臨床応用が可能にな  
る。   

癌に対する手術療法、放射線療法、生  
物学的治療の革新的技術を開発し実地  
医療lこ結び付けるための臨床試験を穣  

ガイドライン帆先のベースとなる臨床討  手術療法、放射線治療（碍子線治療、  
験デー一夕を蓄積中である。細胞療法、ワ  

極的に展朋、実用化に寄与した。合併 症の少ない手術を■癌、肺癌、前立腺  

がん治療のための革  癌等に対し開発し切除愚者の00し向上  いる。一般的にガイドラインとなる臨床  

関する総合的な研究   斬的新技術の蘭発に   19  21  第3次対が ん総合戦略 研究  西條長宏        に寄与した。陽子維を含む放射績照射 の技術向上によってより的確効果的か つ剤作用の少ない放射線治療が可能と  浅．生物学的治療の技術革新をなしえ た書はがん診療の進歩に大きく貢献す  

なった。細胞療法、ワクチン療法、ウィル  的）研究成果のエビデンスレベルは高く  

ス治療等の非臨床・臨床試験を行い、  ない。即ち将来策Ⅲ相比較！式験の対象  

所謂トランスレーショナルリサーチを治  となる治療法を開発したという点で棲め  
験レベルの精度で行える体制を構築し  て王要と思われる。   を求めるともに今後の成長を期待する。   

科学的評価を可能とした。   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課題名  研究事業   研究者代表者氏  名  書門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

隅l終  
名  和  

姶丁  文   
得   

主な成果は以下のとおりである。（1）肺  

癌化学療法におけるCEC胤の意義を検  
射した。（2）EGFR一丁Klによる急性肺障 書の関連遺伝子多型を見出した 

。（3）  
本研究によりもたらされる、効果■寺性  

乳癌発現解析より効果予測系を樹立し た。（ヰ）■癌発現解析から新規店遺伝  
の予測バイオマーカーの確立、これに基  

新しい薬物療法のヰ  窯3次対が  
づく治療の最適化により、難治がんの治  
療成績の向上が期待される。難治がん  

する研究   研究   入とその最適化に関   19  21   ん総合職咤   田村 友夷        子、予後関連遺伝子を同定した。（5） EGFRの♯鎖修飾はTKI感受性に関わ  の治療成績の向上は、国民福祉への大  
る。（6）HER2p針生乳癌のHER2阻書刺  きな貢献であり、我が国のがん薫物療  
耐性にPIK3CA遺伝子変異が関わる。  法の研究レベルの高さを世界に示すも  
（7）ソラフェニブはKRAS野生型肺癌絹  のである．   究の特徴といえる。   

胞ではB－W、KRAS変異細胞ではC－  
RAFを標的とする。   

昨今の薬剤開発は細胞生物学および分 にづくられて  

子生物学基研究か開発さ きたが、がんの増殖を阻書する薬剤は 例外なく正♯細胞の増巣を止める。すな  
週間東洋綾済2010．1．23日号53ページ  

新戦略に基づく抗が  第3次対が  「日本の技術力で実用化狙う新たな抗  ん刑の開発に関する 研究  19  2†   ん総合魁略 研究  松村保広      わちがん特異性がない。また、がん組織 は憫貫を柵築し．義剤のがん押胞への 到達をはばんでいる。本研究は、がんを よリマクロにとらえ、高分子菜剤の曝瘍  がん剤の可能性」篤8回抗悪性種痘菜  
開発フォーラム「エコメディシンをめざ  

選択的チノバリーと、その後の抗がん剤 の徐放的リリースを達成するという、園 形がんにおける現在の治療法の欠点を  すDDSJ2010年2月21日   

服し 
克うる。また、エ苧系と生物系マテリ のハイブドより化たノテ  
アルリッで進しナ DDSで 
ク製剤を開発予定ある。   

独自に開発した人工抗原捷示細胞シス  
テムを利用して、陪がんを特異的に傷  

書するCTLの認讃エピトープを同定し た。がん細胞において、CTLエピトープ  
の生成にオートファジーが関与している  

特異的細胞性免疫の  第3次対が  ことを初めて証明した。CTしが正常細胞  
一年に1回開催きれる、愛知県がんセン  

矧こなし  クーにおける研究所公開日に、ポスター  

ん治療の開発研究   研究   活性化による新規が   1g  之1   ん総合敗喝   葛島清隆        とがん細胞を区別する新しいメカニズム と、がんに対する免疫応答についての  を用いて研究内容の紹介をした。ホーム  

新しい視点を．捷示した。マイナー抗原  ページ上で研究内容を紹介している。   
特異的CTLの認許する抗原を．国際  

日印凧叩計偏に登録された細胞株とSNP  デー一夕を用いた相関解析法で同定する  
新規の方法を開発した。   大する。ワクチン接種した2例において  

王篤な有事事象は認めなかった。   

本研究で開発した08P－702は、hTERT  
遺伝子のプロモーターでアデノウイルス  

放射彿感受性ナノバ  El遺伝子を駆動し、放射線感受性プロ  
今までの抗癌測とは作用捜穐の異なる  

第3次対が  モーターEgrlでヒト正常型p53遺伝子を  
新規杭がん治療法として開発が進んで  

に対する臨床応用の  イオ・ウイルス製剤の 開発と難治性固形癌   
検三寸   ス製剤に抵抗性であった癌細胞でも杭  っ れ、国民の保健構生の向上に寄与する  

腫瘍効果が認められ、新たな分子機積  
と思われる。   

が明らかとなった。   
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特  
年度  

原著論文  
（件）  

研究課題名  研究事業   研究者代表者氏    専門的・学術的観点からの成果   名  名  
臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開終  宥】  
始了  文   

得   

外国コピーの臨床研究だけを本邦で  
完全オリジナルのベクター技術を開発  
し、それを基にさらに癌治療医薬を開発  
（Su川，爪－CRAとその改良．今回開発し  

た新規m・℃RA）し、それを曲射ヒヘと進  

増殖型ベクターと幹  めるという点で、が」ジナリティーが高 い 

該当事項なし。   南日本新聞にて研究成果が取り上げら   20  93  0  0  †90  32  ＝  0  8   
細胞のオリジナル技 術による革新的な癌  れた（平成22年5月29日）  
遺伝子治療法の開発   研究   する技術開発という先駆的かつ挑戟的  

な試みを行ってきた点である。よって錘  
めてオリジナリティーが高く科学的にも  
先駆的な研究での成果という点で意義  
深い。  る本邦の国民福祉の向上に繋がる点  

で、臨床的にも極めて価檀が高い。   

預頚部がんでは，同時性異特性多発癌  
が重要な問鰭であるが韻頚部の初期病  

頭頚部特に下咽頭の喪在癌還見通し、  
初期病変の概念を作研究会の組織化  低主任の新しい原理に基づく治療某の  

開発に関しては何回かマスコミに取り上  
QOLの向上をめざし  第3次対が  へと発展した」劃陽癌烏対する肛門潰 につつ 

研究   研究   たがん治療法の開発   19  21   ん総合職略   江角 治安     存手術法は全国的広まりある。 腹膜播稚を伴う胃がんの化学療法、低  
暮性の新しい原理に基づく薬物療法、グ  暮性坑がん治療粂の開発である。  

レリン投与による体王減少食患不振予  ポジュウムでも取り上げられ大きな反響  

肪法は臨床試験の段階に入った。  
があった。   

の隕発は臨床的に大きなイン′くクトがあ  
る。   

外来通院中qがん患者529名を対象に 賛同紙璃査を行い、我が国のがん患者 は悪い知らせを伝えられる膵に、明確な 情報提供、質問の奨励、情緒的サボー  
ミュニケーション技術研修プログラム、王  

QOしの向上のため  トを望んでいることが示唆された。また がん鍋をとしたインタ  

の各種患者支援プロ グラムの開発に閲す る研究  19  21  策3次対が ん総合戦略 研究  内主 席介  進行患者名対象 ビュー調査を行い、患者からみて有用な スピリチュアルケアが抽出された。さら に経験を積んだ作業療法士20名を対象 に半構適化面接を行い内容分析を行っ たところ、終末期がん患者に対するリハ ビリテーションの効果指標となる要素が  
抽出された。   て、有用性あるいは実施可能性が示さ  

九た。   するためのプログラムを開発した。   
21）を出版した。   

H19年度事業において「当事者と医療関  
甘木において†書搾格差の実揚は明らか  保有のよりよいパートナーシップを求め  
ではない。本研究の検討により、どのよ   がん対策基本法策定の背景になってい    て？がん患者と家族のための情報提供と   

患者・家族個民の視  
について把握し、国で不足している  相鉄支援センターのがん書門相談■の ためのマニュアルの内容および範囲に  

兼3次対が  ついて検討を行い 

のあり方に関する研  研究  アクセスしやすい情報捷快方法を 施  や実施可能性を含めた検討をすること  点に立った適切なが ん什報捷供サービス  19  21   ん総合戯略  高山 智子  

究  
供のり方価法の検は、  めらてい。 

していく 
ていくことが必要である。検討結果につ  基盤のlこつなると考えらた。   
をしていく予定であ争。   けて成果報告をしていく予定である。  Prof．Kr8P5を招き講演会を国内4箇所で  

実施した。   
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特  

年度  
原著論文  

（件）  

研究課魅名  研究事業   研究者代表者氏  名  専門的・学術的観点からの成果   臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  

開  
名  和  

始   文   
得   

がん診食違彿拠点病院などで実施され  
る院内がん登録の普及は進んでおり．  がん診療連携拠点病院における院内が  
500施設以上で実施されているものと推  

院内がん登録の標準  第3次対が  定される。その実施・運用にあたる院内  臨床で用いられる院内がん豊樹†粗を 院内がん登録情報を連携できる院内が   ん登録の体制整備の目標として、「院内 がん登録のマイルストーン」を策定した。  院内がん登録の普及の影響もあって、 地域がん登錨の精度も向上傾向にあ  

化と普及に関する研 究  19  21   ん総合職略 研究  西本寛                る。このことは、わが国あるいは地域に おけるより正確ながん露忠幸の推定に  会で初級修了者が1900名を超え、標識  において報道された。   
的な院内がん登録の普及に＆bてお  役立っていると思われる。   
リ、この教材やカリキュラム策定に本研  いられている。  

究が弄赦している。   

本研究では、全国で郵L機能、影響力が  
増しているがん関連の患者団体に蓄積  

患者が求める情報の全体像を体系化  患者が求める情報ニーズと、その提供  
し、患者団体・医療臓腑その他の社会  体制については、がん対策推進協議会  

その他．がんの実態  
蝕閣それぞれの役割分偲について考察  においても度々王嚢論に出ており、患者団  今後は、研究の過程で実施したインデブ   
した。特に本研究では、これまで体系的  組むべき事柄として8つの論点を抽出し  体等の責務についても、がん対策推進  スインタビューおよび論点抽出結果を、  

0  P  0  0  0  0  0  0  0  

事な研究   把握とがん情報の発 信等に関する特にi   19  21  第3次対が  黒川蒲  定性隋掛こついて取り組み、8つの論点  は，現状批判のみならず協働のための  薙が明紀されている。今後の情報提供  ブサイトで広く発信することで、研究成果  
を捷言としてまとめたことにより、今後、  体制について、がん対策推進射画の再  
よりよい情粗発信体制を構築するため  策定に向け、議論促進のプラツトフォー  
の一助となったと考えられる。   に社会の中で取り組むことができる具体  ムが構築できたと考える。   

的解決策を捷示することができたと考え  
られる。  

臨床治療面を正視した全回がん診療評  
平成22年1月31日に東京大字安田講堂  

価システム（有効性、安全性）の構築・  
にて（財）日本対がん協会の支援を得て  

市民公開講座「がんになったあなたや家  
運用のため、放射維治療の基本DB，各 Dt） 

がんの診療科データ  
第3次対が   論を完成し、学会HPよリDL可能にし オープンソース化させた。全国の放射線   

ベースとJ8P即1080  19  之l    手島昭槌  
DatabaBe（JNCD  研究  
B）の構築と運用  治療施設の情報系整備に貢献した。院  用可能であることを示した。放射線治療  究助成金計画研究班181：がんの黒字  檎造（装備・人員〉の基準データをその  られた HPを利用して事前事後の質問          内がん登録、臓器別がん豊録とも†‡雑 共有を可能にするため共通化什報を没  

定した．学会の定期的施設楕遁調査を  た。また事後アンケートにがん登録を義  
支援し診療の質評価の基盤を構築し  

務付ける法律の支持を約8仇の聴衆か  

た。   にした。   
ら得ることができ、引き続きわかりやす  
い啓発活動が必夢と痛感した。   

都道府県が推薦する者あるいはがん診  
日本臨床腰痛学会と教育セミナーを共  

療連携拠点病院に勤務する、がん化学  
催した。毎年約800名の医師およぴコメ  

療法医療チーム、緩和ケア・精神腫瘍  
10000名以上が、当研究の下に行なわ  

がん医療の均てん化  
に資するがん医療に  苧に従事する医師およぴチーム、がん 診療に従事する診療放射線技師．がん  

携わる書門的な知緩 および技能を有する  
医療従事者の育成に  期間のがん専門研修医などの多職権に おけるがん研修を企画および運営し、人 材青戒プログラムを作成した 
関する研究   。一部の学  

習用コンテンツをDVD化し、都道府県が  
医療費の浪費が減少するものと期待さ  

ん診療連携拠点病院を中心に配布し  
れる。  専門医に対する啓蒙を図る目的として  

た。   イダーとして認定された。   
医学生，研修医のための凝痔内科セミ  
ナーを純綿して開催した。   
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特  
年産  原著論文  

（件）  

研究課題名  研究事業   研究者代表者氏    書門的・学術的観点からの成果   名  名  臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のイン／くクト  出  
開終  和  
始7  

文   

以下の成果が得られた1）わが国初の  
医師に対する集中型の緩和ケア教青プ  
ログラムPEA（）Eが開発された。2）わが  1）緩和ケア研修会の標準プログラムお  

がん医療の均てん化  国初の看護師に対する先中型の緩和ケ   

に資する緩和医療に 携わる医療従事者の  
育成に関する研究   界初の小児科医に対する集中型の緩和  た。3）緩和ケア研修会の実施によリ700  公開し、各都道府県およぴがん診療拠  8月9日2面、がん緩和ケア等があげられ  

チームの基準の開発  点病院に配布することによりその間催を  
4）調剤薬局における緩和ケアの実鰻が  支援した。   
明らかとなった。4）わが国初の緩和ケ  
アの卒然学習到達自嫌が朋党された灯   

がん対策基本計画に従ってがん医療の てん化 
がん医療の均てん化に必要ながん診療  
連携拠点病院の塊能強化を図るため  均、特に、がん患者がその居住 する地域にかかわらず等しく適切な書門  
に、病理診斬．放射線画像診断、  

的ながん医療を受けることができるよう  
がん医療の均てん化  

に資するがん診療遵 携拠点病院の機能強 化に蘭する研究  19  21  がん臨床研 究  石倉 聡     hbr㈹ntlOn81R8dfo†0訂（JVR）、消化管 内視鏡診噺・治療こ放射線治療、抗が ん刑治療、外科手術、緩和ケア、臨床．  院の整備針の改善項目をがん対策推 進室に提言した。また欧米先進国に比し  

l険、相談支媛センター機能など、書門分  
遅れている放射線治療の推進に必要な  

野毎に検討を行い、拠点病院の整備指  
課矧こついての検討を開始し、平成22  

針の改善に必要な捷盲を行った。   年度以降も研究が継摸されることとなっ た。   

がん患者の療養生活の質を維持向上  

とにも寄与する可能性が期待される。   

でがん患者のためのグループ療法が患  
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特  
原著論文  

年度  （件）  

研究課題名  研究事礫    研究者代表者氏    書門的・学術的観点からの成果  臨床的観点からの成果   ガイドライン等の開発   その他行政的観点からの成果   その他のインパクト  出  
名  名  

開l終  
始了  和 文  英 文 等  和 文  美 文 等  国 内  園 際   願 取  

得   

業務の可視化に時間㈹を加味した新  
たな業務分析手法であるタイムプロセス  

タイムスタディ等の定  スタディの開発．プライバシイを考慮し現  
王的な検討を踏まえ   場に負担の少ない無拘束非樟触で安価   

院内がん登録部門のタイムプロセススタ  がん医療水準均てん化推進事業の支援 を受け「がん医療における実務可視化   
ディ結果は，全国医療機関の当該部門  手法 

19  21  がん臨床研 究  大野 ゆう子  

的な配置や支援のあ  地域がん医療指欄としての集中化・均  8  25  55  22  48  23  0  0  l   
てん化および自治体別薇象徴性計等の  

催し．社会還元を行った   
り方に関する研究  

報告，これらはいずれも学問的に新たな  
領域を拓いたものである、   であった．  

呼吸器外来等における禁煙指導や薬  
たばこ対附こよる健   研究代表者および各研究分轄者が研究   屍・染店等と逢娩した禁煙指導体制の   神奈川県∴熟都府．山口恥こおいてた  研究推進車乗として、神奈州民、山口 県沖縄県で研修会を開催した山口 

県   
13  13  29  l  45  22  0  3  5   19  21  がん臨床研 究  林謙治       （王套当なし）                         康増進策の総合的な      成案について、論文・著書（英語合計  構築を通じて．禁煙指導に直接的に薫  

計22、国内学会合計亜）発表を行った。   た。   
ては、新聞およぴテレビにおいて報道さ  

に関する研究  
行った。  

れた。   

小松班ホームページ  
がん医療1こおける、医療／介護／地域連  Oltt9：／／cpath．urninjp／ind8X．htmZ）．がん  

携における問題点の抽出と、それらの  地域を基盤とし、がん愚者が住み慣れ  

がん医1動こおける医  解決法の一案が元された。共通システ  た自宅・地域でより安心して過ごすため  
虎と介護の連携のあ リ方に関する研究  19  21  がん臨床研 究  小松憶彦     ムを通じて．がん医療に携わる全ての 医療職／介護職が負捜増を伴うことなく  該当無し。  の医療／介護連携システムを構築するた  

めの、具体的なt子システムの隠要が  

よりよい医療と介護の連携が可能となる  捷示された。  に動かしましよう（DVD、冊子）。秋田県  

と考えられる。   内の敗カ所における市民公院議座「が  
んってなに？」の開催。   

小児がん綾験者の長期にわたる健康  
複頗層にわたって研究粗の活動が新聞  

小児がん治療患者の   
晩期合併症の早期発見、早期介入によ   やインターネットで取り上げられた。ま た学会でのシンポジウム一般むけ 

その体制整備に関す  19  21  がん臨床研 究  藤本純一助   チェックにより高い00Lを保つための仕   

る研究  価できると考ぇbれる。   ならびに一般の方々を対象として広報  
ネットワーク形成によリQOLに関する正   

高まった。  
活動を頻繁に行った。大変大きな反響  
があった。   
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